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炉物理実験手法に対する Dynamic Mode Decompositionの応用 

原子核エネルギー制御工学グループ 山本研究室 西岡楓賀 

1. 緒言：長寿命放射性核種の核変換を目的とした加速器駆動システムの開発や、1F 燃料デブリの安全な取り

出しに向けて、万が一の反応度事故に備えるため体系の未臨界度を監視可能な技術が求められている。未臨界

度を測定するためには、体系内の中性子集団の振る舞いに対して最も支配的な基本モード成分を抽出する必要

がある。しかし、これまで提案されてきた未臨界度測定手法では基本モード成分のみを抽出することが難しく、

いずれの手法も未臨界度測定結果に高次モード成分による系統誤差が生じるといった課題があった。そこで本

研究では、従来の様々な未臨界度測定手法に Dynamic Mode Decomposition (DMD)と呼ばれる解析手法を応用す

ることで、従来法の課題を解決することが可能か検討を実施した[1],[2],[3]。得られた研究成果のうち、本発表

では、面積比法と呼ばれる未臨界度測定手法に対して DMDを適用した結果について報告する。 

2. 提案手法：面積比法とは、パルス中性子(PNS)法測定結果における①即発中性子減衰成分の総計数(即発中性

子成分面積𝐴p )と②遅発中性子による定常成分の総計数(遅発中性子成分面積𝐴d )の比𝐴p 𝐴d
⁄ を求めることで、ド

ル単位の未臨界度を推定する手法である。ここで、𝑚個の検出器を用いて、PNS法の中性子計数率を時間幅∆𝑡

毎に𝑛ステップ測定したとする。PNS 法測定結果を𝑚行𝑛列の行列𝐗に整理し、定常成分を抽出するため全時間

ステップに亘って 1となる定常信号も𝐗に追加する。𝐗から 1列目~(𝑛 − 1)列目までのデータ列を取り出した行

列を𝐗𝟏:𝒏−𝟏、2列目~𝑛列目を取り出した行列を𝐗𝟐:𝒏と定義する。DMDでは、𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐗𝟐:𝒏となる時間発展行列

𝐀を、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の擬似逆行列を用いて推定する。𝐀を固有値分解することで、各モードの固有値𝜆 𝑖と固有ベクトル

𝜙⃗ 𝑖を得る。固有値𝜆𝑖は𝜔𝑖 = ln(𝜆 𝑖
) ∆𝑡⁄ より各モードの時定数𝜔𝑖に変換できる。DMD では測定データを𝑥 (𝑡) =

∑ 𝐶𝑖𝜙⃗ 𝑖𝑒
𝜔𝑖𝑡𝑚+1

𝑖=1 と展開できる(𝐶𝑖：𝑖次モード展開係数)。高次モード成分を除

去するため、定常成分に対応する 1番目モード𝐶1𝜙⃗ 1𝑒
𝜔1𝑡  (𝜔1 ≈ 0)と、基本

モード成分に対応する 2 番目モード𝐶2𝜙⃗ 2𝑒
𝜔2 𝑡のみを抽出し、𝑥(𝑡) =

𝐶2𝜙⃗ 2𝑒
𝜔2𝑡 + 𝐶1𝜙⃗ 1とする。𝑥(𝑡)の第 1 項𝐶2𝜙⃗ 2𝑒

𝜔2 𝑡と第 2 項𝐶1𝜙⃗ 1をそれぞれ

0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏 (𝜏：PNS打ち込み周期)で時間積分することで𝐴pと𝐴dを計算し、

面積比𝐴p 𝐴d
⁄ を求めることでドル単位未臨界度を推定する。なお、ランダ

ムサンプリング法を活用して面積比の統計誤差も評価した。 

3. 適用結果：全ての制御棒・安全棒を全挿入した状態の KUCA-A 架台で

PNS 法による未臨界度測定実験を行った。合計 10 個の検出器を用いて、

30 Hzの PNS打ち込み周期で中性子計数率を 1,000秒間測定した。マスキ

ング時間(PNS 打ち込み直後の測定結果を除外する時間)を変化させて、従

来法と DMDにより面積比を推定した。従来法による面積比(図 1)は、マス

キング時間に対して値が変化し、検出器毎に推定結果が大きく異なった。

一方、DMDによる面積比(図 2)は、制御棒価値・余剰反応度測定結果から

算出した未臨界度とマスキング時間に依らず統計誤差の範囲内で概ね一

致した。さらに、DMD では面積比の統計誤差が最小となる結果を選ぶこ

とで、複数の検出器結果から面積比推定結果を一意に得ることができた。

以上の検討により、DMDを適用した面積比法の有効性を確認できた。 
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図 1：従来法による面積比推定結果 

図 2：DMDによる面積比推定結果 
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第1章 序論  

 

1.1 背景 

1.1.1 加速器駆動システムの未臨界監視 

現在の軽水炉に代わる次世代のハイブリッドシステムとして、加速器と原子炉を組み合

わせた加速器駆動システム(Accelerator Driven System : ADS)の研究が進められている。ADS

では、加速器から放出された約 1 GeV の高エネルギー陽子ビームを Pb-Bi 中性子源などの

ターゲットに照射する[1]。高エネルギー陽子ビームの照射により、ターゲットの原子核が

複数の破片に破砕することで、原子核から陽子、中性子、中間子などの粒子が放出される反

応である核破砕反応[2]が発生する。ADS では、この核破砕反応によって生じた中性子によ

り未臨界体系での核分裂反応を維持する。ADS の概念図を Fig. 1-1 に示す。ADS では、加

速器を停止すれば炉心の核分裂連鎖反応が収束するため、安全性が高いという利点がある。

また、非常に長い半減期を持つマイナーアクチニドの核変換処理にも優れ、高レベル放射性

廃棄物の処理・処分に資すると考えられ、様々な研究がなされてきた[3],[4]。 

 

 

Fig. 1-1 加速器駆動システム(ADS)の概念図[5] 

 

ADS は未臨界体系であるため、反応度事故に対する反応度余裕が大きいという利点もあ

る。反応度事故とは、原子炉に誤って大きな反応度が添加されることで出力が異常に増大す

る事故であり、例としてチェルノブイリ原子力発電所事故が挙げられる[6]。ここで、反応度

について説明する。反応度とは、体系が臨界状態からどのくらい離れているかを表す量であ

り、以下式で定義される。 
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𝜌 ≡
𝑘eff − 1

𝑘eff
 (1-1) 

(1-1)式における𝑘effは実効増倍率と呼ばれるパラメータである。核分裂反応により生成され

た中性子が、次の核分裂反応を起こして新たに中性子を発生させるまでを「世代」と呼び、

実効増倍率𝑘effはある世代の中性子数と次の世代の中性子数の比で表せる。 

𝑘eff =
次の世代の中性子数

ある世代の中性子数
 (1-2) 

(1-1)式において、𝜌 = 0すなわち𝑘eff = 1の場合、体系は臨界状態であり核分裂連鎖反応が一

定の水準で持続する。また、𝜌 < 0すなわち𝑘eff < 1の場合、体系は未臨界状態であり核分裂

連鎖反応が時間と共に収束する。そして、𝜌 > 0すなわち𝑘eff > 1の場合、体系は超臨界状態

となり、核分裂連鎖反応が持続するのみならず、体系内の中性子数が時間と共に増大してい

く。超臨界状態は出力が時間と共に増大する危険な状態であるため、現在の軽水炉では原子

炉起動時などを除けば、基本的には制御棒等の反応度制御系により臨界状態を保った状態

で運転がなされている。 

一方、ADS 炉心は未臨界体系であることから、通常の原子炉のような反応度制御系を持

たない設計となる。従って、万が一にも炉心が臨界状態に近づいた場合を想定し、常に炉心

の未臨界度を監視することで、反応度事故を未然に防ぐことができる技術の開発が求めら

れている[5]。未臨界度とは、体系がどのくらい臨界未満の状態かを表す値であり、(1-3)式の

ように反応度𝜌を異符号にした値として定義される。 

(−𝜌) ≡
1 − 𝑘eff

𝑘eff
 (1-3) 

また、反応度𝜌を実効遅発中性子割合𝛽effで除した値𝜌 𝛽eff⁄ をドル単位($)の反応度と呼ぶ。実

効遅発中性子割合とは、核分裂反応で発生する中性子における遅発中性子の割合を表す。遅

発中性子は、核分裂反応で発生する遅発中性子先行核が崩壊することで体系内に遅れて投

入される中性子を指す。一方、核分裂反応直後に発生する中性子を即発中性子と呼ぶ。ドル

単位の反応度は、体系が即発中性子のみで臨界に達する即発臨界状態かを判断する指標と

なり、ドル単位の反応度が 1 $ (𝜌 = 𝛽eff)を超えると体系は即発臨界となる。即発臨界状態で

は、通常考えられる機械装置では制御できない急激な出力上昇が生じるため、通常の軽水炉

では遅発中性子も含めて臨界状態になるように制御されている。 

ADS の未臨界度を測定する手法としてパルス中性子法が挙げられる[7],[8]。パルス中性子

法とは、加速器などを用いて未臨界体系に中性子をパルス状に打ち込み続け、パルス中性子

打ち込み後の中性子計数率の時間変化を測定する手法である。パルス中性子法における中

性子計数率の時間変化の例を Fig. 1-2 に示す。Fig. 1-2 の横軸はパルス中性子打ち込み後の

経過時間、縦軸は測定された中性子計数率である。Fig. 1-2 のようなパルス中性子測定結果

では、パルス中性子打ち込み直後に中性子計数率が立ち上がった後、未臨界体系であるので

即発中性子が指数関数的に減衰し、最終的に遅発中性子による定常部分が現れる。パルス中
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性子法では、パルス中性子が打ち込まれ続けているので、核燃料内に遅発中性子先行核が蓄

積していく。この蓄積した遅発中性子先行核が崩壊することで、Fig. 1-2 のように遅発中性

子に起因する定常成分が現れることとなる。 

 

 

Fig. 1-2 パルス中性子法における中性子計数率の時間変化[9] 

 

Fig. 1-2 のようなパルス中性子法測定結果から未臨界度を測定する手法として Simmons-

King 法[10]がある。Simmons-King 法では、パルス中性子法測定結果から基本モード成分の

即発中性子減衰定数𝛼を測定することによって未臨界度を推定する。即発中性子減衰定数𝛼

とは未臨界体系の即発中性子数が 1/e 倍に減少するまでの時定数であり、Fig. 1-2 において

即発中性子が指数関数的に減衰する速さに対応する。ここで、基本モード成分について説明

する。第 3 章 3.2 節で説明するが、パルス中性子法における中性子計数率の理論式を導く

と、中性子計数率は複数のモードの足し合わせで表現できる。複数のモードの中で最も減衰

が遅く、体系内の中性子の振る舞いを最も支配する成分が基本モード成分である。また、本

論文では基本モード成分より減衰が速いモードを纏めて高次モード成分と呼称する。 

ここからは、即発中性子減衰定数𝛼から未臨界度を推定する方法を説明する。パルス中性

子法における即発中性子の減衰を考えると、パルス中性子打ち込み直後は遅発中性子先行

核の崩壊による遅発中性子の発生を無視できる。従って、この領域では相対的に遅発中性子

の寄与が少なく、ほとんど即発中性子のみが体系内に存在すると考えることができる。即発

中性子のみが体系に存在すると考えた場合、体系内における中性子数の時間変化を表す一

点炉動特性方程式は以下のように表せる。 

𝑑𝑛(𝑡)

𝑑𝑡
=

𝜌 − 𝛽eff

Λ
𝑛(𝑡) (1-4) 

ここで、𝑛(𝑡)は中性子数(-)、𝜌は反応度(-)、𝛽effは実効遅発中性子割合(-)である。また、Λは

n
(t

)

t

Ad

Ap
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中性子生成時間と呼ばれ、核分裂反応で発生した中性子が次の世代の中性子を生み出すま

での時間(s)を表す。(1-4)式を解くと次のようになる。 

𝑛(𝑡) = 𝑛0𝑒
−
𝛽eff−𝜌

Λ 𝑡
 (1-5) 

(1-5)式では𝑛0 = 𝑛(0)とした。(1-5)式の指数部(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ が即発中性子減衰定数に対応する。

即発中性子減衰定数を𝛼と置くと以下のようになる。  

𝛼 =
𝛽eff − 𝜌

Λ

=
𝛽eff

Λ
(
−𝜌

𝛽eff
+ 1) 

(1-6) 

(1-6)式より、𝛼とドル単位の未臨界度(−𝜌 𝛽eff⁄ )の関係は以下のように表せる。 

−𝜌

𝛽eff
=

𝛼Λ

𝛽eff
− 1 (1-7) 

ここで、仮に体系が臨界状態の場合、𝜌 = 0であるため(1-7)式は以下のように変形できる。 

0 =
𝛼CΛC

𝛽eff,C
− 1 (1-8) 

(1-8)式において、下添字 C は臨界時の値を示している。臨界に近い範囲ではΛ ≈ Λ𝐶が成立

し、𝛽effは未臨界度の変化に対して大きく変化せず𝛽eff ≈ 𝛽eff,Cと見なせる。従って、(1-7)式

と(1-8)式より以下の関係が導ける。 

−𝜌

𝛽eff
=

𝛼 − 𝛼C

𝛼C
 (1-9) 

このように Simmons-King 法では、臨界時の即発中性子減衰定数𝛼𝐶を反応度測定の基準点と

し、臨界に近い未臨界状態での即発中性子減衰定数𝛼を測定することにより、ドル単位の未

臨界度を推定することができる。 

ただし、Simmons-King 法による未臨界度測定は、一点炉動特性方程式に基づいて導出し

ていることから、基本モード成分に対応する𝛼を測定できることが前提となっている。𝛼の

推定値は、Fig. 1-2 のような実験結果に対して、フィッティング式𝐶(𝑡) = 𝐶0𝑒
−𝛼𝑡 + 𝐶BGで最

小二乗フィッティングすることにより得られる。しかし、その非線形最小二乗フィッティン

グにおいて、基本モード成分の𝛼のみを抽出する方法論については未だ検討の余地があり、

上述のような従来のフィッティング手法では、高次モード成分の影響で検出器を配置した

位置によって𝛼推定結果が異なるという課題がある[11]。先行研究として、線形結合法によ

る高次モード成分の影響を低減した𝛼の推定方法[12],[13],[14]などが挙げられる。線形結合

法では、複数の検出器で得られたパルス中性子法測定結果を、単一の指数関数で表現される

ように重みづけ係数を用いて線形結合する。線形結合を行う際は、𝛼だけではなく重みづけ

係数の値も非線形最小二乗法フィッティングによって決定する。従って、基本モード成分の

𝛼を推定するためには、これらのフィッティングパラメータの初期値を適切に設定する必要
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がある。しかし、現状の線形結合法では、フィッティングパラメータの初期値を自動的に決

定できるアルゴリズムが未開発であるという課題がある。従って、基本モード成分の𝛼を推

定可能な手法の開発は、現在においても未解決の課題として残っている。 

 

 Simmons-King 法の他に、パルス中性子法の測定結果から未臨界度を推定する手法として

面積比法[15]が挙げられる。面積比法における「面積」とは、パルス中性子法の中性子計数

測定結果を時間積分した値を指す。面積比法では、Fig. 1-2 に示した①体系内における即発

中性子の総数に比例した量である即発中性子成分面積𝐴pと、②体系内の遅発中性子の総数

に比例した量である遅発中性子成分面積𝐴dについて、面積比𝐴p 𝐴d⁄ を計算することでドル単

位の未臨界度(− 𝜌 𝛽eff⁄ )を推定する。第 4 章 4.2 節で具体的に説明するが、面積比𝐴p 𝐴d⁄ がド

ル単位の未臨界度(− 𝜌 𝛽eff⁄ )と等しくなるには、パルス中性子法における中性子計数率の基

本モード成分が抽出可能であることを仮定している。従って、面積比法によるドル単位未臨

界度の推定についても、Simmons-King 法における𝛼の推定と同様に、パルス中性子法測定結

果における基本モード成分のみを抽出できるような手法が必要となる。高次モード成分の

影響を軽減した上で、基本モード成分の面積比を推定する手法として外挿面積比法が提案

されている[16],[17]。外挿面積比法とは、パルス中性子法測定結果において高次モード成分

が残存している時間領域を削除した上で、測定結果に対して𝐶(𝑡) = 𝐶0𝑒−𝛼𝑡 + 𝐶BGでフィッテ

ィングを行い、高次モード成分が残存する時間領域を基本モード成分で外挿する手法であ

る。パルス中性子法測定結果において削除する時間領域をマスキング時間と呼ぶ。外挿面積

比法では、フィッティングにより推定された𝛼、𝐶0、𝐶BGから面積比を推定する。外挿面積比

法では、マスキング時間を設定することにより高次モード成分の影響を軽減することを試

みているが、高次モード成分の影響を完全に除去することはできないため、設定するマスキ

ング時間の値や検出器位置によって面積比推定結果が変化するといった課題がある。従っ

て、マスキング時間や検出器位置に依らず頑健に面積比を推定可能な手法の開発が望まれ

ている。 

 

1.1.2 東京電力福島第一原子力発電所の燃料デブリ取り出し 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に起因する大津波により、東京電力福

島第一原子力発電所(1F)は冷却機能を喪失した。それにより、原子炉圧力容器内の核燃料が

高温となり溶融し、更に溶融した核燃料が原子炉圧力容器下部へ落下するメルトダウンが

発生した。また、1F では溶け落ちた核燃料が多量であったため、溶け落ちた核燃料のほと

んどが原子炉圧力容器を貫通して原子炉格納容器にまで到達した[18]。 

溶け落ちた核燃料が周囲の構造物と共に冷え固まった燃料デブリ(Fig. 1-3)は、2022 年 2

月現在においても未だ取り出されていない。これまでの計画では、2021 年内に燃料デブリ

取り出し作業が開始される予定であったが[20]、新型コロナウイルスの影響により燃料デブ

リ取り出し開始は 1 年程度遅延する見込みとなっている[21]。1F の廃炉作業終了までには
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30~40 年の年月を要するとされており[21]、その廃炉作業の中でも燃料デブリの取り出しは

最重要課題の一つとなっている。 

 

 

Fig. 1-3 1F2 号機における格納容器堆積物[19] 

 

 現在の燃料デブリの状況は、実効増倍率が 0.95 未満の深い未臨界状態であると推定され

ている[22],[23]が、今後の燃料デブリ取り出し作業により燃料デブリの形状や周囲の水量が

変化することで、燃料デブリが臨界状態に達する可能性が僅かに存在する。作業員や周辺環

境に対する放射線防護の観点から、燃料デブリ取り出しに関わるいかなる工程においても、

燃料デブリが臨界に達するのを防止しなければならない。そのためには、1.1.1 項で説明し

た ADS と同様に、万が一にも燃料デブリが臨界状態に近づいた場合を想定し、常に燃料デ

ブリの未臨界度を監視する必要がある。 

 1F 燃料デブリの未臨界度監視技術の一つとして、原子炉雑音測定を利用した即発中性子

減衰定数𝛼の測定が現在検討されている[24]。原子炉雑音とは、体系内における不規則な核

分裂反応や中性子吸収反応により、定常状態であっても体系内の中性子数がある値の周り

を僅かにゆらぐ現象である。原子炉雑音の測定結果から即発中性子減衰定数𝛼を測定する手

法の一つとして Rossi-α 法[25]が挙げられる。Rossi-α 法では、原子炉雑音測定結果から Fig. 

1-4 のように中性子が検出された 2 時点の検出時間間隔𝜏を計算し、検出された全ての中性

子の組み合わせについて検出時間間隔𝜏を求めて Fig. 1-5 ような頻度分布𝑃(𝜏)を作成する。

Rossi-α 法の頻度分布𝑃(𝜏)は、一つの中性子が検出された時、その中性子と同じ核分裂連鎖

系に属する中性子がその後検出される確率の時間変化を表す。本論文では、同じ核分裂連鎖

系に属する中性子の組み合わせを「相関を持つ中性子ペア」、別の核分裂連鎖系に属する中

性子の組み合わせを「非相関の中性子ペア」と呼称する。Fig. 1-5 では、𝑃(𝜏)が始めに指数

関数的に減衰し、最終的に一定の値をとっている。𝑃(𝜏)の始めの減衰は、相関を持つ中性子
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ペアが検出される確率が指数関数的に減衰することを示し、この減衰における減衰定数が

即発中性子減衰定数𝛼に対応する。𝑃(𝜏)が一定となっている領域は、非相関の中性子ペアが

検出される確率に対応する。 

第 5 章 5.2 節で説明するが、Rossi-α 法における頻度分布𝑃(𝜏)の理論式も、パルス中性子

法における中性子計数率の理論式と同様に、複数の高次モード成分の足し合わせで表現で

きる。1.1.1 項で説明したように、即発中性子減衰定数𝛼から未臨界度を推定するためには、

基本モード成分の𝛼を抽出する必要がある。現状の手法で𝛼を推定するには、頻度分布𝑃(𝜏)

に対してフィッティング式𝑃(𝜏) = 𝑃0exp(−𝛼𝜏) + 𝑃uで非線形最小二乗フィッティングを行

わざるを得ない。従って、Rossi-α 法でも、Simmons-King 法と同様に、高次モード成分の影

響を除去した形で基本モード成分の𝛼を推定可能な手法の開発が求められている。 

 

 

Fig. 1-4 中性子検出時間間隔𝝉の概念図 

 

 

Fig. 1-5 Rossi-α 法における頻度分布𝑷(𝝉)の例 
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1.2 本研究の目的 

 1.1 節の背景で述べた Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法のいずれの手法も、基本モ

ード成分の即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積比を推定するために、従来法では非線形最小

二乗フィッティングを用いている。しかし、非線形最小二乗フィッティングにおいて基本モ

ード成分のみを頑健に抽出できる方法が確立されていないため、高次モード成分の影響に

より𝛼や面積比の推定結果が検出器位置やマスキング時間によって変化するといった課題

がある。この問題を解決するための手法として、本研究では近年多分野で応用されている

「Dynamic Mode Decomposition (DMD) [26]」と呼ばれる解析手法に着目した。 

DMD は実験や数値シミュレーションで得られる時系列データから、体系の振る舞いを複

数の動的なモードに分解するデータ駆動型の手法である[26]。DMD の利点は、体系を記述

する方程式に依らずに時系列データのみから体系の時空間的な特徴構造を抽出できること

であり、その利点から流体分野や動画処理など様々な工学分野で応用されている[27]。原子

炉物理学の分野でも、未臨界体系における動特性の低次元化モデルの構築[28]や、べき乗法

に基づく𝑘eff固有値計算の加速手法[29]などの数値解析手法として近年注目されている。 

 以上より、本研究では、Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法に対して DMD を応用す

ることで、複数の検出器測定結果から基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積

比を頑健に推定することが可能か確認することを目的とした。現状では、DMD は数値シミ

ュレーションに対する適用が主流となっているため、本研究の新規性は実験解析手法とし

て DMD を適用することが挙げられる。 

 

1.3 本論文の構成 

 本論文は全 6 章構成である。各章には以下のような内容を記述している。 

 第 1 章では、本研究の背景及び目的を説明した。本研究の背景として、加速器駆動システ

ムと燃料デブリの未臨界監視を挙げた。加速器駆動システムの未臨界監視手法には

Simmons-King 法と面積比法があり、燃料デブリの未臨界監視手法としては Rossi-α 法が挙

げられる。Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法のいずれも、非線形最小二乗フィッティ

ングにおいて基本モード成分のみを抽出する方法が確立されていないことから、高次モー

ド成分の影響により即発中性子減衰定数𝛼や面積比の推定結果が検出器位置やマスキング

時間に依存するといった問題がある。その問題を解決するために Dynamic Mode 

Decomposition (DMD)と呼ばれる解析手法を Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法に応用

し、DMD の適用可能性を確認することを本研究の目的とする。 

 

 第 2 章では、本研究で基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼及び面積比を推定する手法

として適用を試みる DMD について説明する。始めに DMD の理論について説明した後に、



  

9 

 

DMD の具体的な計算手順について説明する。DMD には様々な種類があり、本論文では主

要な DMD として Standard DMD・Projected DMD・Exact DMD・Total least square DMD の計

算手順について纏める。また、DMD により推定した基本モード成分の𝛼あるいは面積比の

統計誤差評価方法についても第 2 章で説明する。  

 

 第 3 章では、Simmons-King 法に対して DMD を適用した結果について説明する。始めに

パルス中性子法における中性子計数率の理論式をグリーン関数に基づいて導出し、理論式

が指数関数で表せる複数のモードの足し合わせで記述できることを示す。第 3 章では京都

大学臨界集合体実験装置(KUCA)で実施したパルス中性子法実験についても記述する。

KUCA におけるパルス中性子法実験では、未臨界度が異なる 2 つの体系で実験を行った。

それぞれの未臨界体系で取得したパルス中性子法実験結果に対し、DMD により基本モード

成分の𝛼を推定することで、Simmons-King 法に対する DMD の適用可能性を確認した。 

 

 第 4 章では、KUCAで取得したパルス中性子法実験結果に対して、DMD を応用して面積

比を推定した結果について説明する。第 4 章の初めに、𝛼固有関数展開と𝑘eff固有関数展開

を用いて即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子成分面積の理論式𝐴𝑑を導出し、導出した𝐴pと

𝐴𝑑の理論式から面積比𝐴p 𝐴𝑑⁄ がドル単位未臨界度に相当することを示す。面積比の理論式

を示した後、第 3 章で示した KUCAで取得したパルス中性子法実験結果に対して面積比法

を適用した結果を示す。未臨界度が異なる 2 つの体系において、DMD を応用して面積比の

推定を試み、面積比法に対する DMD の適用可能性を確認した。 

 

 第 5 章では、Rossi-α 法に対して DMD を適用した結果について説明する。始めに、Rossi-

α 法における頻度分布𝑃(𝜏)を 1 時点検出確率と 2 時点検出確率を用いて導出し、頻度分布

𝑃(𝜏)の理論式が指数関数で表せる複数のモードの足し合わせで記述できることを示す。ま

た、第 5 章では KUCAで実施した原子炉雑音測定実験についても説明する。KUCA の原子

炉雑音測定実験では複数の実験体系で測定を行った。本論文では、①臨界体系、②全ての制

御棒・安全棒を挿入した深い未臨界体系、③運転を停止した最も深い未臨界体系で取得した

原子炉雑音測定結果に Rossi-α 法処理を行った。このようにして取得した Rossi-α 法の頻度

分布𝑃(𝜏)に対して DMD を適用することで、Rossi-α 法に対する DMD の適用可能性を確認

した。 

 

 第 6 章では、本研究のまとめと今後の課題について述べる。  
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第2章 Dynamic Mode Decomposition  

 

2.1 本章の概要 

 本章では、本研究で適用を試みる Dynamic Mode Decomposition (DMD)の理論と計算手順、

DMD によって計算した即発中性子減衰定数𝛼や面積比の統計誤差評価手法について説明す

る。 

2.2 節では、DMD に関する概要を述べ、DMD が時系列データを指数関数の足し合わせに

展開する手法であることを説明する。 

2.3 節では、DMD において重要な行列である時間発展行列𝐀について説明し、時間発展行

列𝐀を用いてどのように時系列データを指数関数の足し合わせに展開するかについて記述

する。 

2.4 節では、様々な DMD における時間発展行列𝐀の具体的な計算手順について述べる。

2.4 節で計算手順の説明を行う DMD は、①通常の「Standard DMD [1]」、②時間発展行列𝐀を

別の行列に射影する「Projected DMD [1]」、③Projected DMD より厳密に𝐀の固有ベクトルを

表現する「Exact DMD [2]」、④測定データの誤差が大きい場合でも頑健に𝐀を推定可能な

「Total least squares DMD [3],[4]」とする。 

2.5 節では、DMD により基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積比を推定し

た場合における、ランダムサンプリング法[5]を用いた DMD による推定結果の統計誤差評

価手法について説明する。 

最後に、2.6 節で本章のまとめを述べる。 

 

2.2 DMD の概要 

 本節では、本研究で適用を試みる DMD の概要について述べる。DMD は、ある動的な系

において得られる多次元時系列データを、以下式のような指数関数で表現されるモードの

足し合わせに展開し、体系の時空間的な特徴構造を抽出する手法である。 

𝑥 (𝑡) = ∑ 𝐶𝑚′ 𝜓⃗ 𝑚′exp(𝜔𝑚′𝑡)

𝑚

𝑚′=1

 (2-1) 

DMD では、(2-1)式において足し合わされている個々の関数𝐶𝑚′ 𝜓⃗ 𝑚′exp(𝜔𝑚′𝑡)を動的モード

と呼ぶ。(2-1)式の𝐶𝑚′は各動的モードの展開係数、𝜓⃗ 𝑚′は各動的モードの空間分布を表す固

有ベクトル、𝜔𝑚′は各動的モードにおける時間変化の時定数である。 

DMD はデータ駆動型の手法であるため、体系の振る舞いを記述する支配方程式が不明な

場合でも適用可能である。DMD は流体力学分野[1]で初めに提案された手法であるが、時系

列データのみで対象系の時空間的特徴構造を分析可能という利点が着目され、動画処理[6]、
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脳波解析[7]、金融資産の価格トレンド予測[8]、感染症の流行解析[9]など様々な分野で応用

されている。原子炉物理学の分野でも、未臨界体系における動特性の低次元化モデルの構築

[10]や、べき乗法に基づく𝑘eff固有値計算の加速手法などの数値解析手法[11]として近年注目

されている。 

多くの分野で DMD の適用が進む中で、DMD は様々な変種が提案されてきた。DMD の変

種として、計算コストを削減することでより効率的に計算を行う「Projected DMD [1]」や

「Exact DMD [2]」、取得した時系列データにノイズが存在する場合でも頑健な解析結果を得

られる手法として提案された「Optimized DMD [12]」、「Noise-corrected DMD [3]」、「Forward-

backward DMD [3]」、「Total least squares DMD [3],[4]」などがある。また、DMD では時系列

データを次元削減して展開することもでき、削減すべき次元数を一意に決定できる

「Sparsity-promoting DMD [13]」や「Adaptive Elastic DMD [8]」なども提案されている。これ

らの様々な DMD の中で、第 2 章では代表的な DMD として、通常の DMD である Standard 

DMD に加え、Projected DMD、Exact DMD、Total least squares DMD について説明する。 

 

2.3 DMD の理論 

本節では DMD において最も重要な行列である時間発展行列について説明し、時間発展行

列からどのようにして(2-1)式が得られるかについて記述する。 

ある物理量の時間変化を、複数の位置において測定した場合を考える。本節では、測定を

行った位置の数を𝑚、物理量の時間変化を測定した際の総時間ステップ数を𝑛、時間ステッ

プ幅を∆𝑡とする。位置数𝑚と総時間ステップ数𝑛の大小関係は𝑚 < 𝑛とする。ここで、各位置

における𝑖番目の時間ステップのデータを、要素数𝑚のベクトル𝑥 𝑖  (1 ≤ 𝑖 ≤ 𝑛)とする。DMD

では始めに、ベクトル𝑥 𝑖を列ベクトルとして並べた 2 つの時系列データ行列𝐗𝟏と𝐗𝟐を考え

る。𝐗𝟏と𝐗𝟐をそれぞれ(2-2)式と(2-3)式で定義する。 

𝐗𝟏 = (𝑥 1 ,𝑥 2 ,⋯ , 𝑥 𝑛−1) (2-2) 

𝐗𝟐 = (𝑥 2, 𝑥 3,⋯ , 𝑥 𝑛) (2-3) 

行列𝐗𝟏と𝐗𝟐は𝑚行𝑛列の行列である。(2-2)式と(2-3)式より、行列𝐗𝟐は𝐗𝟏の各時間ステップが

1 つ進んだ行列となっている。ここで、ある行列𝐀を用いて𝐗𝟏と𝐗𝟐の関係を次式で近似する。 

𝐗𝟐 ≈ 𝐀𝐗𝟏 (2-4) 

(2-4)式より、行列𝐗𝟏における列ベクトル𝑥 𝑖に対して行列𝐀を作用させることで、ベクトル𝑥 𝑖

が 1 ステップ後のベクトル𝑥 𝑖+1に変換されている。行列𝐀は時系列データの時間変化を表現

しており、このような行列を時間発展行列という。今回の場合、時間発展行列𝐀は𝑚行𝑚列

となる。 

(2-4)式は、(2-5)式のような差分方程式として解釈できる。 

𝑥 𝑖+1 = 𝐀𝐝𝑥 𝑖 (2-5) 

(2-5)式は、離散的な時系列データにおいて、各時間ステップのデータが時間発展行列𝐀𝐝に
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よって 1 ステップ後のデータに変化していることを示す。(2-5)式は時系列データが離散的

な場合であり、測定で得られるデータは全て離散的な時系列データである。 

ここで、離散的な時系列データにおける時間ステップ幅が限りなく小さくなったとして、

時系列データが連続的であると見なせる場合を考える。この時の時系列データを𝑥 (𝑡)と置く。

時系列データが連続的である場合、DMD では(2-4)式の時間変化が(2-6)式のような微分方程

式で表せると仮定する。 

𝑑

𝑑𝑡
𝑥 (𝑡) = 𝐀 𝐜𝑥 (𝑡) (2-6) 

(2-5)式と(2-6)式の時間発展行列は、互いに区別するためそれぞれ𝐀 𝐜、𝐀𝐝とした。(2-6)式で

示された 1 階微分方程式について、右辺の𝐀 𝐜が時間𝑡に依存しない場合には、以下のような

解析解を得ることができる。 

𝑥 (𝑡) = exp(𝐀𝐜𝑡)𝑥 (0) (2-7) 

(2-7)式のexp(𝐀𝐜𝑡)は行列指数関数であり、以下のように定義される。 

exp(𝐀𝐜𝑡) = ∑
(𝐀 𝐜𝑡)

𝑘

𝑘!

∞

𝑘=0

 (2-8) 

ここで、時間発展行列𝐀 𝐜を以下のように固有値分解する。 

𝐀 𝐜 = 𝚽𝐜𝚲𝐜𝚽𝐜
−𝟏 (2-9) 

𝚽𝐜 = (𝜓⃗ 1 𝜓⃗ 2 ⋯ 𝜓⃗ 𝑚) (2-10) 

𝚲𝐜 = (

𝜔1 0 … 0
0 𝜔2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … 𝜔𝑚

) (2-11) 

(2-10)式の行列𝚽𝐜は各列に固有ベクトル𝜓⃗ を持つ𝑚行𝑚列のユニタリ行列、(2-11)式の行列𝚲𝐜

は対角成分に固有値𝜔を持つ対角行列である。なお、行列𝚽𝐜
−𝟏は𝚽𝐜の逆行列である。(2-9)式

より、(2-8)式は以下のように書き直すことができる。 

exp(𝐀𝐜𝑡) = ∑
(𝚽𝐜𝚲𝐜𝚽𝐜

−𝟏𝑡)𝑘

𝑘!

∞

𝑘=0

= ∑
(𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)𝚽𝐜

−𝟏)𝑘

𝑘!

∞

𝑘=0

 

(2-12) 

(2-12)式について、行列𝚽𝐜と𝚽𝐜
−𝟏の積は単位行列になるため、(𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)𝚽𝐜

−𝟏)𝑘 = 𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)
𝑘𝚽𝐜

−𝟏

となる。従って、(2-12)式は以下のように変形できる。 

exp(𝐀𝐜𝑡) = ∑
𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)

𝑘𝚽𝐜
−𝟏

𝑘!

∞

𝑘=0

= 𝐄 + 𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)𝚽𝐜
−𝟏 +

𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)
2𝚽𝐜

−𝟏

2
+

𝚽𝐜(𝚲𝐜𝑡)
3𝚽𝐜

−𝟏

3
+ ⋯

= 𝚽𝐜 (𝐄 + 𝚲𝐜𝑡 +
(𝚲𝐜𝑡)

2

2
+

(𝚲𝐜𝑡)
3

3
+ ⋯) 𝚽𝐜

−𝟏 

(2-13) 
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(2-13)式の𝐄は単位行列を表している。(2-13)式より、行列指数関数exp(𝐀𝐜𝑡)は結果的に以下

のように表せる。 

exp(𝐀𝐜𝑡) = 𝚽𝐜exp(𝚲𝐜𝑡)𝚽𝐜
−𝟏 (2-14) 

(2-14)式における行列指数関数exp(𝚲𝐜𝑡)は以下のように表せる。 

exp(𝚲𝐜𝑡) = (

exp(𝜔1𝑡) 0 … 0

0 exp(𝜔2𝑡) ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … exp(𝜔𝑚𝑡)

) (2-15) 

(2-14)式を(2-7)式に代入することで、𝑥 (𝑡)は以下のように表すことができる。 

𝑥 (𝑡) = 𝚽𝐜exp(𝚲𝐜𝑡)𝚽𝐜
−𝟏𝑥 (0) (2-16) 

また、(2-16)式は次式のように指数関数の足し合わせとして表現することもできる。 

𝑥 (𝑡) = ∑ 𝐶𝑚′ 𝜓⃗ 𝑚′exp(𝜔𝑚′𝑡)

𝑚

𝑚′ =1

 (2-17) 

𝐂 = (𝐶1 𝐶2 ⋯ 𝐶𝑚)T

= 𝚽𝐜
−1𝑥 (0) 

(2-18) 

(2-17)式の𝐶𝑚′は DMD における各動的モードの展開係数である。また、時間発展行列𝐀 𝐜の固

有値𝜔𝑚′は、(2-17)式より各動的モードにおける時間変化の時定数と見なすことができる。

DMD では、行列𝚲𝐜と𝚽𝐜を求めて、時系列データを(2-16)式や(2-17)式の形に展開することが

最終的な目標となる。しかし、これまでの説明では、得られた時系列データが連続的である

ことを仮定している。実際の測定で得られるのは離散的な時系列データであるので、離散的

な時系列データから(2-16)式や(2-17)式の形に展開する方法が必要となる。 

 以上を踏まえた上で、(2-5)式の差分方程式について考える。𝑖番目の時間ステップのデー

タであるベクトル𝑥 𝑖は、最初の時間ステップのデータであるベクトル𝑥 0に繰り返し行列𝐀𝐝

を作用させることにより得られる。 

𝑥 2 = 𝐀𝐝𝑥 1 

𝑥 3 = 𝐀𝐝𝑥 2 = 𝐀𝐝
2
𝑥 1 

𝑥 4 = 𝐀𝐝𝑥 3 = 𝐀𝐝
3𝑥 1 

⋮ 

𝑥 𝑖 = 𝐀𝐝𝑥 𝑖−1 = 𝐀𝐝
𝑖−1

𝑥 1 

(2-19) 

ここで、時間発展行列𝐀𝐝を以下のように固有値分解する。 

𝐀𝐝 = 𝚽𝐝𝚲𝐝𝚽𝐝
−𝟏 (2-20) 

𝚽𝐝 = (𝜙⃗ 1 𝜙⃗ 2 ⋯ 𝜙⃗ 𝑚) (2-21) 

𝚲𝐝 = (

𝜆1 0 … 0

0 𝜆2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … 𝜆𝑚

) (2-22) 

(2-21)式の行列𝚽𝐝は各列に固有ベクトル𝜙⃗ を持つ𝑚行𝑚列のユニタリ行列、(2-22)式の行列𝚲𝐝

は対角成分に固有値𝜆を持つ対角行列である。なお、行列𝚽𝐝
−1
は𝚽𝐝の逆行列である。(2-20)
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式より、(2-19)式は次のように変換できる。 

𝑥 𝑖 = 𝚽𝐝𝚲𝐝
𝑖−1𝚽𝐝

−𝟏𝑥 1 (2-23) 

ここで、(2-16)式の𝚽𝐜 ,𝚲𝐜と(2-23)式の𝚽𝐝 ,𝚲𝐝の関係について考える。まず、連続的な時間

𝑡によって表されている(2-7)式を、離散的な時間𝑖∆𝑡を用いて表すことを試みる。∆𝑡は時系列

データの時間ステップ幅である。𝑡 = 𝑖∆𝑡を(2-7)式に代入すると次のようになる。 

𝑥 (𝑖∆𝑡) = exp(𝐀𝐜𝑖∆𝑡)𝑥 (0)

= exp(𝐀𝐜(𝑖 − 1 + 1)∆𝑡)𝑥 (0)

= exp(𝐀𝐜∆𝑡)exp(𝐀𝐜(𝑖 − 1)∆𝑡)𝑥 (0)

= exp(𝐀𝐜∆𝑡)𝑥 ((𝑖 − 1)∆𝑡) 

(2-24) 

(2-24)式は(2-5)式と同じように、(𝑖 − 1)番目の時間ステップのデータであるベクトル𝑥 ((𝑖 −

1)∆𝑡)が行列指数関数exp(𝐀𝐜∆𝑡)により、1 ステップ後のデータであるベクトル𝑥 (𝑖∆𝑡)に変換

されていることを示している。(2-24)式と(2-5)式を比較すると、時間発展行列𝐀 𝐜と𝐀𝐝につい

て次の関係式が得られる。 

𝐀𝐝 = exp(𝐀𝐜∆𝑡) (2-25) 

(2-25)式と(2-14)式より、時間発展行列𝐀𝐝は以下のように表せる。 

𝐀𝐝 = 𝚽𝐜exp(𝚲𝐜∆𝑡)𝚽𝐜
−𝟏 (2-26) 

ここで、(2-26)式と𝐀𝐝を固有値分解した(2-20)式を比べると、以下の関係式が得られる。 

𝚽𝐝 = 𝚽𝐜 (2-27) 

𝚲𝐝 = exp(𝚲𝐜∆𝑡) (2-28) 

(2-27)式より、𝐀𝐝の固有ベクトル𝜙⃗ と𝐀 𝐜の固有ベクトル𝜓⃗ は等しいことが分かる。また、(2-28)

式より、𝐀𝐝の固有値𝜆と𝐀 𝐜の固有値𝜔には以下の関係があることが分かる。 

𝜆 = exp(𝜔∆𝑡) 

∴ 𝜔 =
ln(𝜆)

∆𝑡
 

(2-29) 

以上より、離散的な時系列データから得られる時間発展行列𝐀𝐝を固有値分解することで、

(2-27)式と(2-28)式の関係を用いて時系列データを(2-16)式や(2-17)式の形に展開することが

できる。 

 

2.4 DMD の計算手順 

 2.3 節では、DMD における時間発展行列𝐀の理論について説明した。DMD は様々な分野

で適用されているが、DMD の適用には 2.3 節で述べた時間発展行列𝐀の計算が不可欠とな

る。時間発展行列𝐀の計算に当たって、DMD には様々な種類があり、時間発展行列𝐀の計算

方法や𝐀の固有ベクトルの表現方法がそれぞれ異なっている。本節では、代表的な DMD と

して、①通常の「Standard DMD」、②時間発展行列𝐀を別の行列に射影する「Projected DMD」、

③Projected DMD より厳密に𝐀の固有ベクトルを表現する「Exact DMD」、④測定データの誤
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差が大きい場合でも頑健に𝐀を推定可能な「Total least squares DMD」における、時間発展行

列𝐀の計算手順について説明する。2.4.1 項で Standard DMD の計算手順、2.4.2 項で Projected 

DMD と Exact DMD の計算手順、2.4.3 項で Total least squares DMD の計算手順について説明

する。 

 

2.4.1 Standard DMD 

 2.3 節と同様に、ある物理量の時間変化を、𝑚個の位置において、時間ステップ幅∆𝑡で𝑛ス

テップに亘って測定した場合を考える。この測定によって得られた時系列データを𝑚行𝑛列

(𝑚 < 𝑛)の行列𝐗の形に整理し、この行列𝐗の 1 列目から(𝑛 − 1)列目までのデータを取り出し

た𝑚行(𝑛 − 1)列の行列を𝐗𝟏:𝒏−𝟏、2 列目から𝑛列目を取り出した𝑚行(𝑛 − 1)列の行列を𝐗𝟐:𝒏と

定義する。2.3 節で述べたように、DMD では𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏の関係を、時間発展行列𝐀を用い

て次の式で近似する。 

𝐗𝟐:𝒏 ≈ 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 (2-30) 

(2-30)式の𝐀は以下式の条件を満たすように決定される。 

min
𝐀

‖∆𝐗𝟐:𝒏‖𝐹 , subject to 𝐗𝟐:𝒏 + ∆𝐗𝟐:𝒏 = 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 (2-31) 

(2-31)式は、𝐗𝟐:𝒏と𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏の差を表す行列∆𝐗𝟐:𝒏のフロベニウスノルムが最小となるように、

時間発展行列𝐀を決定するという意味である。行列∆𝐗𝟐:𝒏の各要素を𝑒𝑖𝑗とすると、∆𝐗𝟐:𝒏のフ

ロベニウスノルムは次のように表せる。 

‖∆𝐗𝟐:𝒏‖𝐹 = √∑ 𝑒𝑖𝑗
2

𝑖,𝑗

 (2-32) 

(2-31)式を簡略化した概念図として表すと Fig. 2-1 のようになる。Fig. 2-1 の横軸𝑥𝑖は時間ス

テップ𝑖における測定データ、縦軸𝑥𝑖+1は横軸の時間ステップ𝑖から 1 ステップ進んだ(𝑖 + 1)

における測定データである。Fig. 2-1 の黒破線は𝑥𝑖+1と直線𝑎𝑥𝑖の差を表し、係数𝑎は𝑎 = 𝑒𝜔∆𝑡

となる定数である。ここで、𝜔は時系列データにおける時間変化の速さを表す時定数、∆𝑡は

時間ステップ幅である。 Standard DMD では、Fig. 2-1 における黒破線長さの二乗和を最小

にするように𝑎を決定する。 
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Fig. 2-1 Standard DMD の概念図 

 

ここからは、Standard DMD において(2-30)式の時間発展行列𝐀を求める計算手順について

説明する。(2-30)式において、𝐗𝟏:𝒏−𝟏が正則行列であれば両辺に右から𝐗𝟏:𝒏−𝟏の逆行列を掛け

ることで、時間発展行列𝐀は求められる。しかし、𝐗𝟏:𝒏−𝟏が正則行列になる場合は極めて少

なく(𝑚 = 𝑛 − 1を満足した上で、行列のランクが𝑚となる場合のみ)、一般的に𝐗𝟏:𝒏−𝟏は逆行

列をもたない。そこで、任意の行列に対して適用できる特異値分解を活用し、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の擬似

逆行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ を求める。擬似逆行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏

+ を求めるため、𝐗𝟏:𝒏−𝟏を次のように特異値分解す

る。 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗ (2-33) 

(2-33)式の行列𝐔は𝑚行𝑚列のユニタリ行列、行列𝐕は(𝑛 − 1)行𝑚列のユニタリ行列である。

また、添え字∗は複素共役転置を表す。行列𝚺は対角成分に特異値𝜎を持つ𝑚行𝑚列の対角行

列であり、以下のように表せる。 

𝚺 = (

𝜎1 0 … 0
0 𝜎2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … 𝜎𝑚

) (2-34) 

(2-35)式の特異値𝜎は、𝜎1 > 𝜎2 > ⋯ > 𝜎𝑟 > ⋯ > 𝜎𝑚 ≥ 0 (1 ≤ 𝑟 ≤ 𝑚)の非負実数値となって

いる。𝜎𝑚 > 0の場合ならば行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏のランクは行数𝑚となるが、𝑟番目の特異値𝜎𝑟  (1 < 𝑟 <

𝑚)で 0 となった場合には行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏のランクは𝑟となる[14]。𝐗𝟏:𝒏−𝟏が特異値分解により

(2-33)式のように表すことができれば、擬似逆行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ は次のように表せる。 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ = 𝐕𝚺−1𝐔∗ (2-35) 

(2-30)式の両辺に右から(2-35)式の擬似逆行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ を掛けることにより、時間発展行列𝐀を

次のように得ることができる。 
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𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ = 𝐗𝟐:𝒏𝐗𝟏:𝒏−𝟏

+  

𝐀(𝐔𝚺𝐕∗)(𝐕𝚺−𝟏𝐔∗)= 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−𝟏𝐔∗ 

∴ 𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗ 

(2-36) 

(2-36)式のようにして得られる時間発展行列𝐀を固有値分解することにより、𝐀の固有値𝜆と

固有ベクトル𝜙⃗ を得ることができる。 

Standard DMD の計算手順を纏めると以下のようになる。 

1. 測定により取得した時系列データ行列𝐗から行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏を作成する。 

2. 𝐗𝟏:𝒏−𝟏の特異値分解を行い、𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗とする。 

3. 時間発展行列𝐀を𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗という式で計算する。 

4. 時間発展行列𝐀を固有値分解して固有値𝜆と固有ベクトル𝜙⃗ を得る。 

 

2.4.2 Projected DMD, Exact DMD 

本項では、参考文献[1]で提案された Projected DMD と、参考文献[2]で提案された Exact 

DMD の計算手順について説明する。Projected DMD と Exact DMD の計算手順について説明

するため、Standard DMD における行列𝐗の行数𝑚(測定位置の数)が非常に大きい場合を考え

る。行列𝐗が𝑚行𝑛列(𝑚 < 𝑛)の時、時間発展行列𝐀は𝑚行𝑚列となり行列のサイズが非常に大

きくなる。行列の固有値計算は、行列の 1 行当たりの要素数の 3 乗に比例して計算量が増

加するため[15]、そのまま時間発展行列𝐀を固有値分解すると膨大な計算コストを要するこ

とになる。そこで、Projected DMD と Exact DMD では計算コストを削減するため、𝐀の要素

数を削減した行列𝐀̃を作成し、𝐀̃に対して固有値分解を行う。 

行列𝐀̃を作成するに当たって、まず(2-33)式における𝐗𝟏:𝒏−𝟏の特異値分解において低ランク

近似[16]を適用する。低ランク近似では、特異値の大きさがゼロに近く、元の行列に与える

影響が小さい特異値を無視する。すなわち、(2-35)式において値の大きい順から上位𝑟個の特

異値のみを残し、𝑚行𝑚列の行列𝚺を𝑟行𝑟列の行列𝚺𝒓に縮約(次元圧縮)する。行列𝚺を𝚺𝒓に縮

約した場合、(2-33)式における𝑚行𝑚列の行列𝐔と𝑚行(𝑛 − 1)列の行列𝐕は、それぞれ𝑚行𝑟列

の行列𝐔𝐫と(𝑛 − 1)行𝑟列の行列𝐕𝒓となる。Projected DMD と Exact DMD では、時間発展行列

𝐀を低ランク近似で得られる𝑚行𝑟列の行列𝐔𝒓に射影することにより、行列𝐀̃を次のように表

す。 

𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐀𝐔𝒓 (2-37) 

低ランク近似により、(2-36)式の時間発展行列𝐀が𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓
−1𝐔𝒓

∗と表せるとすると、(2-37)

式は以下のように変形できる。 

𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗(𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−1𝐔𝒓
∗)𝐔𝒓

= 𝐔𝒓
∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−1 
(2-38) 

(2-38)式で得られる𝐀̃は𝑟行𝑟列であるので、𝐀を𝐔𝐫に射影することにより時間発展行列𝐀のサ

イズが削減されたことを示している。この𝐀̃に対して固有値分解を行い、𝐀̃の固有値と固有

ベクトルを得る。 
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 以降では、Projected DMD と Exact DMD において、行列𝐀̃の固有値・固有ベクトルから、

時間発展行列𝐀の固有値・固有ベクトルを得る方法について説明する。Projected DMD と

Exact DMD では、𝐀と𝐀̃は同じ線形写像を表現する相似な行列であると見なす。𝐀と𝐀̃が相似

な行列であるならば、𝐀と𝐀̃の固有値は同じとなる。ここで、𝐀の固有値・固有ベクトルをそ

れぞれ𝜆, 𝜙⃗ とし、𝐀̃の固有値・固有ベクトルを𝜆, 𝜙⃗̃ とする。Projected DMD と Exact DMD で

は、𝐀̃の固有ベクトル𝜙⃗̃ から𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ を推定する方法が異なるため、それぞれの

DMD における𝜙⃗ の計算方法について記述する。 

 

(a) Projected DMD 

参考文献[1]で提案された Projected DMD では、𝐀と𝐀̃が相似な関係であることに基づき、

𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ と𝐀̃の固有ベクトル𝜙⃗̃ の関係を以下のように表す。 

𝜙⃗ = 𝐔𝒓𝜙⃗̃
  (2-39) 

但し、(2-39)式で表される𝜙⃗ は、𝐀の固有ベクトルを厳密に表現できていない。このことを示

すため、以下のような行列𝐏𝐱と行列𝐁を定義する。 

𝐏𝐱 ≡ 𝐔𝒓𝐔𝒓
∗ (2-40) 

𝐁 ≡ 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓
−1 (2-41) 

(2-41)式を𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓
−1𝐔𝒓

∗と𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−1に代入することにより、𝐀と𝐀̃はそれぞれ以下

のように表せる。 

𝐀 = 𝐁𝐔𝒓
∗ (2-42) 

𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐁 (2-43) 

また、行列𝐀̃について以下の固有値方程式が成り立つとする。 

𝐀̃𝜙⃗̃ = 𝜆𝜙⃗̃  (2-44) 

(2-39)式の Projected DMD で得られる固有ベクトル𝜙⃗ に対して、行列𝐏𝐱と𝐀の積𝐏𝐱𝐀を右から

作用させると以下のようになる。 

𝐏𝐱𝐀𝜙⃗ = (𝐔𝒓𝐔𝒓
∗)(𝐁𝐔𝒓

∗)𝐔𝒓𝜙⃗̃
 

= 𝐔𝒓(𝐔𝒓
∗𝐁)𝜙⃗̃  

(2-45) 

(2-43)式の𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐁を(2-45)式に代入する。 

𝐏𝐱𝐀𝜙⃗ = 𝐔𝒓𝐀̃𝜙⃗̃  (2-46) 

(2-44)式の固有値方程式より、(2-46)式は以下のように変形できる。 

𝐏𝐱𝐀𝜙⃗ = 𝜆𝐔𝒓𝜙⃗̃
  (2-47) 

(2-39)式より、𝐏𝐱𝐀𝜙⃗ 𝑖は最終的に以下のように表せる。 

𝐏𝐱𝐀𝜙⃗ = 𝜆𝜙⃗  (2-48) 

(2-48)式より、Projected DMD における固有ベクトル𝜙⃗ は、時間発展行列𝐀の固有ベクトルで

はなく、行列𝐏𝐱𝐀の固有ベクトルになることを表している。 
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(b) Exact DMD 

次に、Exact DMD における𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ について説明する。Exact DMD は𝐀の固有

ベクトル𝜙⃗ をより厳密に表現する手法として提案された。Exact DMD における𝐀の固有ベク

トル𝜙⃗ は、𝐀̃の固有ベクトル𝜙⃗̃ を用いて以下のように表される。 

𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−𝟏 𝜙⃗̃  (2-49) 

(2-41)式の行列𝐁を用いると、(2-49)式は以下のように表せる。 

𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐁𝜙⃗̃  (2-50) 

ここで、Exact DMD で得られる固有値𝜆と固有ベクトル𝜙⃗ が、時間発展行列𝐀の固有値・固有

ベクトルに対応することを確認するため、Exact DMD による𝜙⃗ に𝐀を作用させると以下のよ

うになる。 

𝐀𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐀𝐁𝜙⃗̃ =

1

𝜆
𝐁𝐔𝒓

∗𝐁𝜙⃗̃  (2-51) 

次に、(2-43)式の𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐁を(2-51)式に代入する。 

𝐀𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐁𝐀̃𝜙⃗̃  (2-52) 

(2-44)式の固有値方程式より、(2-52)式は次のように変形できる。 

𝐀𝜙⃗ = 𝐁𝜙⃗̃  (2-53) 

(2-50)式より、𝐁𝜙⃗̃ = 𝜆𝜙⃗ であるので、𝐀𝜙⃗ は以下のように表せる。 

𝐀𝜙⃗ = 𝜆𝜙⃗  (2-54) 

(2-54)式より、Exact DMD で得られる固有値𝜆と固有ベクトル𝜙⃗ が、時間発展行列𝐀の固有値

と固有ベクトルに対応することが確認できた。 

以上より、Projected DMD, Exact DMD の計算手順を纏めると以下のようになる。 

1. 測定により取得した時系列データ行列𝐗から行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏を作成する。 

2. 𝐗𝟏:𝒏−𝟏に対して低ランク近似を用いた特異値分解を行い、𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝒓𝚺𝒓𝐕𝒓
∗とする。 

3. 時間発展行列𝐀の要素数を削減した行列𝐀̃を𝐀̃ = 𝐔𝒓
∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−1という式で計算する。 

4. 行列𝐀̃を固有値分解して固有値𝜆と固有ベクトル𝜙⃗̃ を得る。 

5. 行列𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ 𝑖を Projected DMD では𝜙⃗ = 𝐔𝒓𝜙⃗̃
 、Exact DMD では 

𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐗𝟐:𝒏𝐕𝒓𝚺𝒓

−1𝜙⃗̃ という式で計算する。  
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2.4.3 Total least squares DMD 

 Standard DMD、Projected DMD、Exact DMD では、(2-31)式のような条件に基づいて時間発

展行列𝐀を推定している。 

min
𝐀

‖∆𝐗𝟐:𝒏‖𝐹 , subject to 𝐗𝟐:𝒏 + ∆𝐗𝟐:𝒏 = 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 (2-31)再掲 

(2-31)式では、行列𝐗𝟐:𝒏の誤差∆𝐗𝟐:𝒏のみに着目しており、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の誤差∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏については考

慮していない。Standard DMD、Projected DMD、Exact DMD の問題点として、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の誤差

を考慮しないことにより、測定で得た時系列データ行列𝐗における誤差が大きくなるほど、

時間発展行列𝐀の推定結果にバイアスが生じることが知られている。この問題を解決するた

め、元の時系列データ行列𝐗における誤差が大きい場合でも、バイアスが低減された形で時

間発展行列𝐀を推定可能な Total least squares DMD (TLS DMD)が提案された。TLS DMD で

は、以下式のように𝐗𝟏:𝒏−𝟏の誤差∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏を考慮することで、時間発展行列𝐀の推定結果にお

けるバイアスを低減する。 

min
𝐀

‖[
∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏

∆𝐗𝟐:𝒏
]‖

𝐹

, subject to 𝐗𝟐:𝒏 + ∆𝐗𝟐:𝒏 = 𝐀(𝐗𝟏:𝒏−𝟏 + ∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏) (2-55) 

(2-55)式は、行列∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏と∆𝐗𝟐:𝒏を縦に連結させた行列のフロベニウスノルムが最小となる

ように、時間発展行列𝐀を決定するという意味である。Fig. 2-1 と同様に、(2-55)式を簡略化

した概念図を Fig. 2-2 に示す。Fig. 2-1 の黒破線は各プロット点と直線𝑎𝑥𝑖の距離を表してい

る。(2-55)式は行列∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏と∆𝐗𝟐:𝒏の各要素の二乗和の平方根(測定データと𝐗𝟐:𝒏 = 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏

の距離)が最小になるように𝐀を決定することを意味するので、TLS DMD では Fig. 2-2 にお

ける各プロット点と直線𝑎𝑥𝑖の距離が最小となるように𝑎を決定する。 

 

 

Fig. 2-2 Total least squares DMD の概念図 
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ここからは、TLS DMD における時間発展行列𝐀を求める計算手順について説明する。ま

ず、時系列データ行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏のサイズを𝑚行(𝑛 − 1)列とする。TLS DMD では、始めに

以下のような行列𝐙を定義する。 

𝐙 ≡ [
𝐗𝟏:𝒏−𝟏

𝐗𝟐:𝒏
] (2-56) 

次に、行列𝐙を以下のように特異値分解する。𝐙の特異値分解を行う際は低ランク近似を適

用し、値の大きい順から上位𝑟個の特異値のみを残す。 

𝐙 = 𝐏𝐒𝐐∗ (2-57) 

(2-57)式の𝐏は2𝑚行𝑟列のユニタリ行列、𝐒は対角成分に𝐙の特異値を持つ𝑟行𝑟列の対角行列、

𝐐は(𝑛 − 1)行𝑟列のユニタリ行列である。添え字∗は複素共役転置を表す。特異値分解によっ

て得た行列𝐐を用いて、以下の 2 つの行列を定義する。 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏 ≡ 𝐗𝟏:𝒏−𝟏𝐐 (2-58) 

𝐗𝟐:𝒏 ≡ 𝐗𝟐:𝒏𝐐 (2-59) 

(2-58)式と(2-59)式における行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏のサイズは𝑚行𝑟列である。TLS DMD では、

(2-58)式と(2-59)式で定義された行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏に対して、時間発展行列𝐀を用いて以下の

関係式を仮定する。 

𝐗𝟐:𝒏 ≈ 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 (2-60) 

(2-60)式における時間発展行列𝐀のサイズは𝑚行𝑚列である。(2-60)式の時間発展行列𝐀を求

めるため、行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏を特異値分解する。 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗ (2-61) 

ここで、行列𝐔は𝑚行𝑟列のユニタリ行列、行列𝚺は対角成分に𝐙の特異値を持つ𝑟行𝑟列の対

角行列、行列𝐕は𝑟行𝑟列のユニタリ行列である。ここで、時間発展行列𝐀の要素数を削減す

る必要がない場合は、(2-35)式のように𝐗𝟏:𝒏−𝟏の擬似逆行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ を計算し、𝐗𝟏:𝒏−𝟏

+ を(2-60)

式の両辺に掛けることにより、時間発展行列𝐀を以下のように求めることができる。 

𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗ (2-62) 

(2-62)式で得られた時間発展行列𝐀を固有値分解することにより、𝐀の固有値𝜆と固有ベクト

ル𝜙⃗ を得ることができる。 

また、時間発展行列𝐀の要素数を削減して、固有値分解の計算コストを低減させたい場合

は、(2-37)式のように時間発展行列𝐀を行列𝐔に射影する。時間発展行列𝐀を行列𝐔に射影し

た行列を𝐀̃とすると、𝐀̃は以下のように表せる。 

𝐀̃ = 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1 (2-63) 

(2-63)式の行列𝐀̃のサイズは𝑟行𝑟列である。この行列𝐀̃を固有値分解することにより、𝐀̃の固

有値と固有ベクトルを得ることができる。𝐀̃の固有値𝜆は、元の時間発展行列𝐀と同じである。

𝐀̃の固有ベクトルを𝜙⃗̃ とすると、元の時間発展行列𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ は、Projected DMD の

方式を採用する場合は(2-64)式、Exact DMD の方式を採用する場合は(2-65)式で表される。 

𝜙⃗ = 𝐔𝜙⃗̃  (2-64) 
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𝜙⃗ =
1

𝜆
𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝜙⃗̃  (2-65) 

 以上より、TLS DMD の計算手順を纏めると以下のようになる。 

1. 測定により取得した時系列データ行列𝐗から行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏を作成する。 

2. 行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏を縦に連結させた行列𝐙 ≡ [
𝐗𝟏:𝒏−𝟏

𝐗𝟐:𝒏
]を作成する。 

3. 𝐙に対して低ランク近似を用いた特異値分解を行い、𝐙 = 𝐏𝐒𝐐∗とする。 

4. 特異値分解により得た行列𝐐を用いて、2 つの行列𝐗𝟏:𝒏−𝟏 ≡ 𝐗𝟏:𝒏−𝟏𝐐と𝐗𝟐:𝒏 ≡ 𝐗𝟐:𝒏𝐐を定

義する。 

5. 𝐗𝟏:𝒏−𝟏の特異値分解を行い、𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗とする。 

6. 計算コストを削減する必要がない場合は、時間発展行列𝐀を𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗という式で

計算する。計算コストを削減する場合は、𝐀の要素数を削減した行列𝐀̃を𝐀̃ = 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1

という式で計算する。 

7. 6 で計算した時間発展行列𝐀あるいは行列𝐀̃を固有値分解して固有値と固有ベクトルを

得る。 

8. 行列𝐀̃の固有値分解で固有値𝜆と固有ベクトル𝜙⃗̃ を得た時、𝐀の固有ベクトル 𝜙⃗ 𝑖を

Projected DMD の方式に従う場合は𝜙⃗ = 𝐔𝜙⃗̃ 、Exact DMD の方式に従う場合は 𝜙⃗ =

1

𝜆
𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝜙⃗̃ いう式で計算する。 

 

 これまでの説明で、Standard DMD、Projected DMD、Exact DMD、TLS DMD の計算手順に

ついて記述した。本研究では、これらの DMD の中で実装が比較的容易であり、多くの分野

で一般的に用いられている Exact DMD を採用した。従って、第 3 章から第 5 章において様々

な炉物理実験手法に対して DMD を適用した結果を示しているが、これらの結果はいずれも

Exact DMD を適用した結果となっている。 

 

2.5 ランダムサンプリング法を用いた統計誤差評価手法 

 第1章1.1節の背景で述べたように、本研究では、Simmons-King法[17]、面積比法[18],[19]、

Rossi-α 法[20]といった実験手法に DMD を適用することより、基本モード成分の即発中性子

減衰定数𝛼あるいは面積比𝐴p 𝐴d⁄ を推定することを目的としている。DMD における基本モ

ード成分の𝛼は時間発展行列𝐀の固有値から求めることができ、面積比𝐴p 𝐴d⁄ は時間発展行

列𝐀の固有値・固有ベクトルを利用して時系列データを指数関数の和に展開することで得ら

れる。DMD による詳しい𝛼推定手法は、Simmons-King 法に対する DMD 適用方法を記述し

た第 3 章 3.3.2 項と、Rossi-α 法に対する DMD 適用方法を記述した第 5 章 5.3.2 項で説明す

る。また、DMD による面積比推定手法は第 4 章 4.3.2 項で詳しく述べる。DMD による𝛼推
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定手法と面積比推定手法では計算方法がそれぞれ異なるが、𝛼推定結果と面積比推定結果に

おける統計誤差評価手法については同じ手法を用いている。従って、本節では、先に𝛼ある

いは面積比推定結果の統計誤差評価手法について併せて説明を行う。 

 DMD による𝛼推定結果と面積比推定結果の統計誤差評価手法として、誤差伝播則に基づ

く手法や、ランダムサンプリング法などが挙げられる。誤差伝播則に基づく手法を用いると、

DMD による𝛼推定結果と面積比推定結果の誤差評価式を導出する必要があり、導出される

誤差評価式は非常に複雑なものとなる。従って、本研究では数学的に複雑な誤差評価式を導

出する必要がなく、測定データのみで DMD 推定結果の統計誤差を評価できるランダムサン

プリング法を利用した。本研究のランダムサンプリング法では、測定により得た時系列デー

タ行列𝐗の各要素に正規乱数による摂動を加えることにより、𝑁個の仮想的な時系列データ

行列をサンプリングした。摂動に正規乱数を用いた理由は、本論文で対象とするパルス中性

子法実験や炉雑音測定実験では中性子計数率を長時間測定し、中性子計数率の統計誤差を

中心極限定理により算出したためである。ここで、行列𝐗における𝑖行𝑗列の要素を𝑥𝑖𝑗とし、

測定データ点𝑥𝑖𝑗における誤差を𝜎𝑖𝑗とする。異なる時間ステップ間の測定データ点について

共分散項(相関)を考慮しない場合、摂動により得た𝑘番目の仮想的な時系列データ𝐗 (𝑘)の各

要素𝑥𝑖𝑗

(𝑘)
は次のように表せる。 

𝑥𝑖𝑗

(𝑘)
= 𝑥𝑖𝑗 + 𝜎𝑖𝑗𝒩(0,1) (2-66) 

(2-66)式の𝒩(0,1)は、平均が 0、標準誤差が 1 となる標準正規乱数である。このように摂動

を加えた仮想的時系列データ𝐗 (𝑘)に DMD を適用することにより、基本モード成分の即発中

性子減衰定数𝛼(𝑘)、あるいは面積比(𝐴p 𝐴d⁄ )
(𝑘)
を計算する。摂動を加えた時系列データ行列

に DMD を適用する操作を、𝑁個の仮想的時系列データ行列の全てに適用し、𝑁個の𝛼推定結

果あるいは面積比推定結果を取得する。そして、得られた𝑁個の𝛼・面積比の推定結果につ

いてヒストグラムを作成する。ここで、ランダムサンプリング法におけるサンプルサイズ𝑁

の値について考える。参考文献[21]より、ランダムサンプリング法の不確かさにおける相対

統計誤差は、1 √2(𝑁 − 1)⁄ という式で評価できることが分かっている。𝑁 = 10,000のとき

1 √2(𝑁 − 1)⁄ ≈ 0.7 %となるため、𝑁 = 10,000と設定すればランダムサンプリング法におけ

る不確かさの相対統計誤差は 1 %未満となることが期待できる。従って、本論文におけるラ

ンダムサンプリング法では𝑁 = 10,000として統計誤差評価を行った。Fig. 2-3 に𝑁 = 10,000

としてランダムサンプリング法により得られるヒストグラムの例を示す。Fig. 2-3 のように

作成したヒストグラムにおいて平均値と不偏標準偏差を計算し、ヒストグラムの平均値を

最終的な𝛼・面積比の推定結果、不偏標準偏差を𝛼・面積比の推定結果における統計誤差と

する。 
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Fig. 2-3 ランダムサンプリング法により得られるヒストグラムの例 

 

 最後に、ランダムサンプリング法を用いた DMD における統計誤差評価手法の計算手順を

以下で纏める。 

1. 測定により取得した時系列データ行列𝐗に正規乱数による摂動を加え、仮想的な時系列

データ行列𝐗 (𝑘)を作成する。 

2. 仮想的な時系列データ行列𝐗 (𝑘)に対して DMD を適用することにより、時間発展行列

𝐀(𝑘)の固有値・固有ベクトルを得る。 

3. 𝐀(𝑘)の固有値・固有ベクトルから、基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼(𝑘)、あるい

は面積比(𝐴p 𝐴d⁄ )
(𝑘)
を計算する。 

4. 1~3 の手順を𝑁回繰り返し、𝛼・面積比のヒストグラムを作成する。 

5. 得られたヒストグラムの平均値を𝛼・面積比の推定結果とし、ヒストグラムの不偏標準

偏差を𝛼・面積比の統計誤差とする。 

 

2.6 本章のまとめ 

 本章では、DMD の理論と計算手順、ランダムサンプリング法を用いた DMD における計

算結果の統計誤差評価手法について説明した。 

 2.1 節では、本章の概要を説明した。 

 2.2 節では、DMD の概要について記述し、DMD はある動的な系で得られる多次元時系列

データを指数関数モードの足し合わせに展開するデータ駆動型の手法であることを説明し

た。また、DMD は様々な分野で適用されており、それぞれの分野における適用目的に応じ

て多くの DMD の変種が提案されていることも説明した。 

 2.3 節では、DMD において重要な行列である時間発展行列𝐀について説明し、時間発展行
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列𝐀から時系列データをどのように指数関数の足し合わせに展開するかについて説明した。

時間発展行列𝐀は、離散的な時系列データにおける各時間ステップのデータを 1 ステップ後

のデータに変換する行列である。DMD では時系列データのみから𝐀を計算し、計算された

𝐀を固有値分解して固有値𝜆・固有ベクトル𝜙⃗ を得る。ここで得られた𝐀の固有値𝜆は、𝜔 =

ln(𝜆) ∆𝑡⁄  (∆𝑡は時系列データの時間ステップ幅)という式で DMD における動的モードの時

定数𝜔に変換することができる。また、𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ は DMD で得られる動的モードの

空間分布に対応する。 

 2.4 節では、「Standard DMD」、「Projected DMD」、「Exact DMD」、「Total least squares DMD 

(TLS DMD)」における時間発展行列𝐀の計算手順を説明した。Standard DMD、Projected DMD、

Exact DMD では測定により得た時系列データ𝐗から、時間ステップが 1 ステップずれた行列

𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏を始めに作成し、時間発展行列𝐀を用いて𝐗𝟐:𝒏 ≈ 𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏という式を仮定する。

これら 3 つの DMD では、𝐗𝟐:𝒏と𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏の差を表す行列∆𝐗𝟐:𝒏のフロベニウスノルムが最小

となるように𝐀を推定する。Standard DMD では推定された𝐀を固有値分解することで、𝐀の

固有値𝜆・固有ベクトル𝜙⃗ を得る。一方、Projected DMD と Exact DMD は𝐀の固有値分解にお

ける計算コストを削減するために提案された。Projected DMD と Exact DMD では、𝐀を別の

低次元化した行列に射影することで、𝐀の行列サイズを削減した行列𝐀̃を計算し、𝐀̃の固有値

分解を行うことで𝐀̃の固有値𝜆・固有ベクトル𝜙⃗̃ を得る。Projected DMD と Exact DMD では、

𝐀̃の固有ベクトル𝜙⃗̃ から𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ を推定する方法が異なっており、Exact DMD は

Projected DMD よりも厳密に𝜙⃗ を推定する手法として提案された。最後に TLS DMD は、測

定で得た時系列データ行列𝐗における誤差が大きい場合でも、頑健に時間発展行列𝐀を推定

するために開発された。TLS DMD では、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の誤差∆𝐗𝟏:𝒏−𝟏と𝐗𝟐:𝒏の誤差∆𝐗𝟐:𝒏両方のフロ

ベニウスノルムが最小となるように𝐀を推定する。TLS DMD で推定された𝐀の固有値𝜆・固

有ベクトル𝜙⃗ を得る方法は、Projected DMD あるいは Exact DMD と同様である。2.4 節では、

Standard DMD、Projected DMD、Exact DMD、TLS DMD の計算手順を説明した。本論文では

これらの DMD の中で、多くの分野で用いられており比較的実装が容易な Exact DMD を採

用することとした。 

 2.5 節では、DMD により基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積比を推定し

た場合における、DMD 推定結果の統計誤差の評価方法について説明した。本研究では、DMD

推定結果の統計誤差評価手法として、誤差伝播則のように複雑な誤差評価式を導出する必

要がなく、測定データのみで統計誤差評価が可能なランダムサンプリング法を用いること

とした。本研究のランダムサンプリング法では、測定により得た時系列データ行列に正規乱

数による摂動を𝑁回加えることにより、𝑁個の仮想的な時系列データ行列をサンプリングし

た。この𝑁個の仮想的な時系列データ行列の全てに DMD を適用することにより、𝛼あるい

は面積比の推定結果のヒストグラムを作成する。作成したヒストグラムの平均値を最終的

な𝛼・面積比の推定結果とし、ヒストグラムの不偏標準偏差を𝛼・面積比推定結果における

統計誤差とした。 
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第3章 Simmons-King 法に対する DMD の適用 

 

3.1 本章の概要 

 本章では、即発中性子減衰定数𝛼を測定するための実験手法の一つである Simmons-King

法[1]の理論と、京都大学臨界集合体実験装置(Kyoto University Critical Assembly: KUCA)にて

実際に行ったパルス中性子法実験結果に対して Dynamic Mode Decomposition (DMD)を適用

し、基本モード成分の𝛼を推定した結果について述べる。 

 第 1 章 1.1.1 項で述べたように、Simmons-King 法ではパルス中性子法実験における中性子

計数率𝐶(𝑡)を測定し、従来は𝐶(𝑡)に対して指数関数でフィッティングすることで即発中性子

減衰定数𝛼を推定する。従来のフィッティング手法(以降は従来フィッティング法と呼ぶ)に

より𝛼を推定するに当たって、現状では基本モード成分の𝛼のみを抽出する方法論について

未だ検討の余地がある。すなわち、従来フィッティング法による基本モード成分の𝛼推定結

果には、高次モード成分の影響により、本来の基本モード成分の𝛼との系統的な差異(バイア

ス)が生じ、検出器位置によって異なる推定結果が得られてしまう可能性がある。そこで、

Simmons-King 法に対して DMD を適用することを試み、DMD により高次モード成分の影響

を低減した形で基本モード成分の𝛼を推定可能か検討することを本章の目的とする。 

 3.2 節では、パルス中性子法において測定される中性子計数率の理論式を導出する。理論

式の導出に当たって、まずグリーン関数について説明し、その解析解の導出を行う。その後、

導出したグリーン関数を用いてパルス中性子法の理論式を導出する。 

 3.3 節では、パルス中性子法における中性子計数率𝐶(𝑡)から即発中性子減衰定数𝛼を計算

する手法について纏める。本節では、従来フィッティング法と、本論文で新たに適用を試み

た DMD による𝛼の推定方法を纏める。 

 3.4 節では、KUCAで行ったパルス中性子法実験とその解析結果について述べる。最初に

KUCA施設の概要について述べ、その次に KUCAで行ったパルス中性子法実験の実験炉心

体系・燃料集合体の構成・使用した検出器と計測機器について纏める。その後、制御棒落下

法による制御棒価値の測定結果、ペリオド法による余剰反応度の測定結果を示す。最後にパ

ルス中性子法の実験条件・実験結果を示し、パルス中性子法実験結果に対して DMD と従来

フィッティング法を適用した結果について説明する。 

 最後に、3.5 節で本章のまとめを述べる。  
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3.2 パルス中性子法の理論 

 パルス中性子法[1]とは、未臨界体系にパルス状の中性子を周期的に打ち込み、パルス中

性子打ち込み後の中性子計数率の時間変化を測定することで、即発中性子減衰定数𝛼を推定

する手法である。本節では、パルス中性子法実験において測定される中性子計数率の理論式

を導出し、パルス中性子法の理論式が指数関数の足し合わせで表現できることを説明する。 

 

3.2.1 グリーン関数 

 本項では、パルス中性子法の理論式導出に用いられるグリーン関数について説明する。 

 グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)は、時刻𝑡0において位置𝑟 0にエネルギー𝐸0、方向Ω⃗⃗ 0の

中性子が 1 個投入された場合に、その後の時刻𝑡における位置𝑟 、エネルギー𝐸、方向Ω⃗⃗ の中

性子束を表す。グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)は、次の時間依存中性子輸送方程式を

解くことにより求められる。 

1

v(𝐸)

𝜕𝐺

𝜕𝑡
= −𝐁𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0) + 𝛿(𝑟 − 𝑟 0)𝛿(𝐸 − 𝐸0)𝛿(Ω⃗⃗ − Ω⃗⃗ 0)𝛿(𝑡 − 𝑡0) (3-1) 

ここで、(3-1)式の𝐯(𝑬)は中性子速度、𝐁はボルツマン演算子であり、ボルツマン演算子𝐁は

以下式で定義される。 

𝐁 ≡ Ω⃗⃗ ∇ + Σt(𝑟 ,𝐸) − ∫ 𝑑𝐸 ′
∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
Σs(𝑟 , 𝐸

′ → 𝐸, Ω⃗⃗ ′ → Ω⃗⃗  )

−
𝜒p(𝑟 , 𝐸)

4𝜋
∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
𝜈pΣf(𝑟 , 𝐸

′) 

(3-2) 

(3-2)式のΣt(𝑟 ,𝐸)は巨視的全断面積、Σs(𝑟 , 𝐸
′ → 𝐸, Ω⃗⃗ ′ → Ω⃗⃗  )は巨視的散乱断面積、Σf(𝑟 , 𝐸

′)は

巨視的核分裂断面積、𝜒p(𝑟 , 𝐸)は核分裂スペクトル、𝜈pは 1 回の核分裂反応で発生する即発

中性子数の期待値である。 

 グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)を導出するため、体系内の中性子束が相対的な空間

分布やエネルギースペクトルの形状を保ちつつ、指数関数的に減少していくと仮定した上

で、以下の α 固有値方程式を考える[2]。  

𝐁𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) =
𝛼𝑛

v(𝐸)
𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (3-3) 

𝐁†𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) =

𝛼𝑛

v(𝐸)
𝜓𝑛

†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) (3-4) 

ここで、𝛼𝑛は n 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )は𝛼𝑛に対応する n 次モード

成分の固有関数、𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )は𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の随伴固有関数である。また、(3-4)式の𝐁†は𝐁の随

伴演算子であり、以下式で定義される。 
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𝐁† ≡ −Ω⃗⃗ ∇ + Σt(𝑟 , 𝐸)− ∫ 𝑑𝐸 ′
∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
Σs(𝑟 , 𝐸 → 𝐸 ′, Ω⃗⃗ → Ω⃗⃗ ′)

− 𝜈pΣf(𝑟 , 𝐸)∫ 𝑑𝐸 ′
∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋

𝜒p(𝑟 , 𝐸
′)

4𝜋
 

(3-5) 

固有関数𝜓𝑛と𝜓𝑛
†の直交条件を考える。(3-3)式の両辺に𝜓𝑚

† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )をかけて全位相空間（位

置𝑟 、エネルギー𝐸、方向Ω⃗⃗ で張られる位相空間）で積分すると以下の関係式が得られる。 

〈𝜓𝑚
† 𝐁𝜓𝑛〉 = 𝛼𝑛 〈𝜓𝑚

† 1

v
𝜓𝑛〉 (3-6) 

(3-6)式の〈 〉は全位相空間における積分を表している。同様に、(3-4)式の両辺に𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

をかけて全位相空間で積分すると以下の関係式が得られる。 

〈𝜓𝑛𝐁
†𝜓𝑚

† 〉 = 𝛼𝑚 〈𝜓𝑛

1

v
𝜓𝑚

† 〉 (3-7) 

随伴演算子の性質より、〈𝜓𝑚
† 𝐁𝜓𝑛〉 = 〈𝜓𝑛𝐁

†𝜓𝑚
† 〉であるので、(3-6)式と(3-7)式から以下の関係

が導ける。 

(𝛼𝑛 − 𝛼𝑚) 〈𝜓𝑛

1

v
𝜓𝑚

† 〉 = 0 (3-8) 

(3-8)式より、𝑚 ≠ 𝑛の異なる次数において𝛼𝑛 ≠ 𝛼𝑚の場合、〈𝜓𝑛
1

v
𝜓𝑚

† 〉 = 0でなければならな

い。一方、𝑚 = 𝑛の場合は𝛼𝑛 = 𝛼𝑚なので(3-8)式は満たされる。ここで、簡単のために、固

有関数𝜓𝑛と𝜓𝑛
†の絶対値を以下のように規格化する。 

〈𝜓𝑛

1

v
𝜓𝑛

†〉 = 1 (3-9) 

以上より、固有関数𝜓𝑛と𝜓𝑛
†の直交条件はクロネッカーのデルタ𝛿𝑚𝑛を用いて以下のように

表せる。 

〈𝜓𝑚
† 1

v
𝜓𝑛〉 = 𝛿𝑚𝑛

= {
1 (if 𝑚 = 𝑛)

0 (if 𝑚 ≠ 𝑛)
 

(3-10) 

 (3-1)式の解を求めるために、グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)が固有関数𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を

用いて以下のように展開できるとする。 

𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0, 𝑡0) = ∑ 𝑔𝑛(𝑡)𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

 (3-11) 

(3-11)式の𝑔𝑛(𝑡)は n 次モードの展開係数を表す。(3-11)式を(3-1)式に代入し、(3-1)式の両辺

に𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )をかけて全位相空間で積分することにより、展開係数𝑔𝑛(𝑡)に関する時間依存

微分方程式を以下のように得ることが出来る。 

𝑑𝑔𝑛

𝑑𝑡
= −𝛼𝑛𝑔𝑛(𝑡)+ 𝜓𝑛

†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0)𝛿(𝑡 − 𝑡0) (3-12) 
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(3-12)式をラプラス変換すると、以下のようになる。 

𝑠𝑔𝑛(𝑠) − 𝑔𝑛(𝑡0) = −𝛼𝑛 𝑔̃𝑛(𝑠) + 𝜓𝑛
†(𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0) (3-13) 

ここで、𝑡 ≤ 𝑡0において𝑔𝑛(𝑡) = 0であることを利用すると、𝑔𝑛(𝑡)のラプラス変換𝑔𝑛̃(𝑠)は次

のように表せる。 

𝑔𝑛(𝑠) =
𝜓𝑛

†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0)

𝑠 + 𝛼𝑛
 (3-14) 

(3-14)式をラプラス逆変換することにより、展開係数𝑔𝑛を以下のように求めることが出来る。 

𝑔𝑛(𝑡) = 𝜓𝑛
†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0)𝑒

−𝛼𝑛(𝑡−𝑡0 ) (3-15) 

従って、グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)は以下のように表すことが出来る。 

𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡|𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0) = ∑ 𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝜓𝑛
†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0)𝑒

−𝛼𝑛(𝑡−𝑡0)

∞

𝑛=0

 (3-16) 

 

3.2.2 パルス中性子法の理論式 

 本項では、3.2.1 項で導出したグリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)を用いてパルス中性子

法の理論式を導出する。 

 パルス中性子法の理論式を導出するため、時刻−𝑖𝑇0   ( 𝑖 = 0,1,2,⋯ )でパルス中性子源

𝑞PNS(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )が一定周期𝑇0でデルタ関数状に打ち込まれたと仮定する。定常状態では、パル

ス中性子打ち込み開始から十分な時間が経過すると、定常的なバックグラウンド中性子源

𝑞BG(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )が存在する。バックグラウンド中性子源𝑞𝐵𝐺は、核燃料中の自発核分裂や(α, n)反

応、遅発中性子先行核の崩壊などによって生じる。従って、体系内の中性子源𝑞(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)は

以下のように表せる。 

𝑞(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) = 𝑞PNS(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (∑𝛿(𝑡 + 𝑖𝑇0)

∞

𝑖=0

) + 𝑞BG(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) (3-17) 

以上より、パルス中性子法における中性子束 𝜓(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) は、グリーン関数

𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)と中性子源𝑞(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡)の積を以下のように時間積分することにより

得られる。 

𝜓(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)

= ∫ 𝑑𝑉0
𝑉

∫ 𝑑𝐸0

∞

0

∫ 𝑑Ω0
4𝜋

∫ 𝑑𝑡0

𝑡

−∞
𝑞(𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡|𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)

= ∫ 𝑑𝑉0
𝑉

∫ 𝑑𝐸0

∞

0

∫ 𝑑Ω0
4𝜋

∫ 𝑑𝑡0

𝑡

−∞

(𝑞PNS(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (∑𝛿(𝑡 + 𝑖𝑇0 )

∞

𝑖=0

)

+ 𝑞𝐵𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ))∑ 𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝜓𝑛
†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0)𝑒

−𝛼𝑛(𝑡−𝑡0)

∞

𝑛=0

 

(3-18) 

ここで、以下の関係式を定義する。 

𝑆PNS,𝑛 ≡ ∫ 𝑑𝑉0
𝑉

∫ 𝑑𝐸0

∞

0

∫ 𝑑Ω0
4𝜋

𝑞PNS(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )𝜓𝑛
†(𝑟 0, 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0) (3-19) 
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𝑆BG,𝑛 ≡ ∫ 𝑑𝑉0
𝑉

∫ 𝑑𝐸0

∞

0

∫ 𝑑Ω0
4𝜋

𝑞BG(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝜓𝑛
†(𝑟 0 ,𝐸0 , Ω⃗⃗ 0) (3-20) 

(3-19)式と(3-20)式を用いると、(3-18)式は以下のように書ける。 

𝜓(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡) = ∑ 𝑆PNS,𝑛𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝑒−𝛼𝑛𝑡 ∑ 𝑒−𝑖𝛼𝑛𝑇0

∞

𝑖=0

∞

𝑛=0

+ ∑
𝑆BG,𝑛

𝛼𝑛
𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

= ∑
𝑆PNS,𝑛𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

1 − 𝑒−𝛼𝑛𝑇0
𝑒−𝛼𝑛𝑡

∞

𝑛=0

+ ∑
𝑆BG,𝑛

𝛼𝑛
𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

= ∑ 𝐹𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝑒−𝛼𝑛𝑡

∞

𝑛=0

+ 𝐹BG(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) 

(3-21) 

ここで、𝐹𝑛は n 次モード成分の展開係数、𝐹BGはバックグラウンド成分であり、それぞれ以

下のように表せる。 

𝐹𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) ≡
𝑆PNS,𝑛𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

1 − 𝑒−𝛼𝑛𝑇0
 (3-22) 

𝐹BG(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) ≡ ∑
𝑆BG,𝑛

𝛼𝑛
𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

 (3-23) 

従って、パルス中性子法で測定される中性子計数率𝐶(𝑡)は、巨視的検出反応断面積Σdと中性

子束𝜓の積を以下のように全位相空間で積分することで得られる。 

𝐶(𝑡) = 〈Σd𝜓〉

= ∑ 𝐶𝑛𝑒
−𝛼𝑛𝑡

∞

𝑛=0

+ 𝐶BG 
(3-24) 

ここで、𝐶𝑛は n 次モード成分の展開係数、𝐶BGはバックグラウンド成分であり、それぞれ以

下のように表せる。 

𝐶𝑛 ≡ 〈Σd𝐹𝑛〉

= ∫ 𝑑𝑉
𝑉

∫ 𝑑𝐸
∞

0

∫ 𝑑Ω
4𝜋

Σd(𝑟 , 𝐸)𝐹𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) 
(3-25) 

𝐶BG ≡ 〈Σd𝐹𝐵𝐺〉

= ∫ 𝑑𝑉
𝑉

∫ 𝑑𝐸
∞

0

∫ 𝑑Ω
4𝜋

Σd(𝑟 ,𝐸)𝐹𝐵𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) 
(3-26) 

(3-24)式より、パルス中性子法における中性子計数率𝐶(𝑡)の理論式は指数関数の足し合わせ

と定常項で記述できる。 
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3.3 即発中性子減衰定数𝜶の推定手法 

本節では、パルス中性子法実験により中性子計数率の時間変化𝐶(𝑡)が得られた場合、即発

中性子減衰定数𝛼をどのように推定するかについて説明する。𝛼を推定するための手法とし

て、従来フィッティング法と、本論文で新たに適用を試みる DMD による𝛼推定方法を説明

する。3.3.1 項で従来フィッティング法による𝛼の推定方法について説明し、3.3.2 項で DMD

による𝛼の推定方法について説明する。 

 

3.3.1 従来フィッティング法による𝜶の推定 

パルス中性子法実験において、パルス中性子打ち込み後の中性子計数率𝐶(𝑡)の時間変化

が Fig. 3-1 のように測定されたとする。 

 

 

Fig. 3-1 パルス中性子法測定結果の例 

 

従来フィッティング法では、Fig. 3-1 のような中性子計数率の時間変化𝐶(𝑡)に対して、

以下式で非線形最小二乗フィッティングを行うことにより即発中性子減衰定数𝛼を得る。 

𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BG (3-27) 

(3-27)式の𝛼、𝐶0、𝐶BGはフィッティングパラメータである。なお、3.4.4.2 項で従来フィッテ

ィング法による𝛼推定結果を示すが、この時のフィッティングには、プログラミング言語

Python に存在する最小二乗フィッティングを行うためのモジュール「scipy.optimize.curve_fit 

[3]」を用いている。𝛼のフィッティング誤差は、「scipy.optimize.curve_fit」のオプション

「absolute_sigma」を「True」と設定することで、パルス中性子法実験により得られた𝐶(𝑡)の

各時間ステップにおける統計誤差の絶対値を用いて評価した。𝐶(𝑡)の各時間ステップにおけ

る統計誤差の評価方法は 3.4.4.1 目で説明する。 

 (3-24)式で示したように𝐶(𝑡)の理論式は指数関数の足し合わせで表現できる。一方、従来
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フィッティング法では、(3-27)式のように単一の指数関数でフィッティングを行っている。

(3-24)式のように複数の指数関数でフィッティングしない理由は、実際の実験体系において

中性子計数率がどの次数の高次モード成分まで展開できるのか事前に解析すること難しく、

展開できる高次モード成分の次数が求まったとしても、各高次モード成分におけるフィッ

ティングパラメータの初期値を容易に決定できないからである。従って、単一の指数関数を

用いたフィッティングにより基本モード成分の𝛼を推定するためには、マスキング時間を設

定して、𝐶(𝑡)において高次モード成分が残存している時間領域を削除しなければならない。

従来フィッティング法では、解析者側が設定するマスキング時間の値によって𝛼推定結果が

変化するという問題点が存在する。また、複数の検出器を使用した場合、検出器位置によっ

て𝛼推定結果が異なるという問題点も存在する。従って、従来フィッティング法では、数値

計算などで予め𝛼の参考値が与えられていない場合、𝛼の値を一意に決定することが難しい

という課題がある。 

 

3.3.2 DMD による𝜶の推定 

 𝑚個の検出器を用いて、パルス中性子法の中性子計数率𝐶(𝑡)を時間ステップ幅∆𝑡で𝑛ステ

ップに亘って測定した場合を考える。検出器数𝑚と時間ステップ数𝑛の大小関係は𝑚 < 𝑛で

ある。複数の検出器により得られた中性子計数率𝐶(𝑡)を𝑚行𝑛列の行列𝐗として整理する。

DMD は時系列データを複数の指数関数の足し合わせに分解する手法であるため、DMD を

パルス中性子法測定結果に適用するためには、𝐶(𝑡)の理論式における定常項CBGは差し引く

必要がある。𝐶(𝑡)における定常項CBGを差し引くため、行列𝐗の(𝑚 + 1)行目に全時間ステッ

プに渡って 1 となる定常信号を加える[4]。ここで、行列𝐗の 1 列目から(𝑛 − 1)列目を取り出

した行列を𝐗𝟏:𝒏−𝟏、行列𝐗の 2 列目から𝑛列目を取り出した行列を𝐗𝟐:𝒏として以下式を仮定す

る。 

𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐗𝟐:𝒏 (3-28) 

(3-28)式の行列𝐀は時間発展行列である。時間発展行列𝐀を求めるため、𝐗𝟏:𝒏−𝟏の擬似逆行列

𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ を計算する。𝐗𝟏:𝒏−𝟏を特異値分解すると(3-29)式のように表せるため、擬似逆行列

𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ は(3-30)式のように表せる。 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗ (3-29) 

𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ = 𝐕𝚺−1𝐔∗ (3-30) 

(3-29)式と(3-30)式の行列𝐔と𝐕はユニタリ行列、𝚺は対角成分が特異値となる対角行列である。

また、∗は複素共役転置を表す。(3-28)式の両辺に𝐗𝟏:𝒏−𝟏
+ を掛け合わせることにより、時間発

展行列𝐀を以下のように得る。 

𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗ (3-31) 

次に、本研究では Exact DMD を採用しているため、時間発展行列𝐀を行列𝐔に射影して行列

𝐀̃を計算する。 

𝐀̃ = 𝐔∗𝐀𝐔 (3-32) 
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= 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1 

計算された行列𝐀̃を固有値分解することで、𝐀̃の固有値𝜆𝑖と固有ベクトル𝜙⃗̃ 𝑖が得られる。𝐀̃と

𝐀は相似な行列であるため、𝐀と𝐀̃の固有値は等しくなる。こうして得られた固有値𝜆𝑖より、

以下式によって各モード成分の時定数𝜔𝑖に変換できる。 

𝜔𝑖 =
ln(𝜆𝑖)

∆𝑡
 (3-33) 

即発中性子減衰定数は負の時定数であるので、各モード成分の即発中性子減衰定数𝛼𝑖は以下

のように定義される。 

𝛼𝑖 ≡ −𝜔𝑖 (3-34) 

この DMD による𝛼推定手法では、𝐶(𝑡)における定常項CBGを差し引いた上で基本モード成

分の𝛼を推定するため、行列𝐗に全時間ステップに亘って 1 となる定常信号を加えている。

定常信号を加えた場合、時間発展行列𝐀の最大固有値𝜆maxは 1 となり、最大固有値𝜆maxに対

応するモードは、定常項CBGに対応する定常モード(𝜔max = ln(𝜆max) ∆𝑡⁄ = 0)となる。従って、

基本モード成分の𝛼は、最大固有値𝜆max = 1を除いて 2 番目に最大となる固有値によって、

以下のように計算される。 

𝛼 = −
ln(max(𝜆𝑖′))

∆𝜏
 where 𝜆𝑖′ < 𝜆max (3-35) 

 

3.4 京都大学臨界集合体実験装置を利用したパルス中性子法実験 

本節では、2019 年 10 月 21 日(月)から同年 11 月 1 日(金)までの期間に、京都大学臨界集

合体実験装置(Kyoto University Critical Assembly: KUCA)にて行ったパルス中性子法実験とそ

の解析結果について述べる。本実験は、実際のパルス中性子法測定結果を用いて DMD によ

り基本モード成分の𝛼の推定を試みることで、Simmons-King 法に DMD が適用可能か確認す

ることを目的として実施した。 

本節では、まず 3.4.1 項でKUCA施設の概要について述べる。次に、3.4.2 項で今回の KUCA

実験における実験体系について説明する。その後、3.4.2 項で説明した実験体系における制

御棒価値と余剰反応度の測定結果を 3.4.3 項で述べる。最後に、制御棒・安全棒挿入条件を

変化させ、未臨界度の異なる 2 つの実験体系でパルス中性子法実験を実施した結果を 3.4.4

項で示す。3.4.4 項では、2 つの実験体系で取得したパルス中性子法測定結果に対して従来フ

ィッティング法と DMD を適用し、両手法における基本モード成分の𝛼推定結果の比較につ

いても示す。 
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3.4.1  KUCA の概要 

本実験で利用した京都大学臨界集合体実験装置(KUCA)について述べる。KUCA は世界的

にも数少ない複数架台方式の臨界実験装置であり、A、B、C の 3 つの架台のうちいずれか

の炉心を一式の制御棒駆動機構で運転することができる。A 架台と B 架台は、主にポリエ

チレンを減速材として用いる固体減速架台であり、C 架台は軽水を減速材として用いる軽水

減速架台である。複数架台方式の採用によって、KUCA では変化に富んだ多様な研究テー

マに対応できるため、日本全国の大学の共同利用研究施設として活用されている[5]。 

 

3.4.2  実験体系 

本項では、2019 年 10 月 21 日(月)から同年 11 月 1 日(金)にかけて行った KUCA 実験にお

ける炉心体系、装荷された燃料集合体、使用された検出器・計測機器について纏める。 

 

3.4.2.1  実験炉心体系 

本実験は、固体減速材を用いた A 架台において実験を行った。A 架台で実験を行った理

由は、A 架台ではパルス中性子法実験を行うための加速器駆動中性子源を使用することが

できるからである[6]。本実験ではこの A架台において、「A1/8”EUEU(3)+LEU炉心」という

名称の炉心を構築した。この炉心では、中心部に燃料として濃縮ウランのみを含む

「1/8”p60EUEU燃料集合体」と「1/8”p10EUEU燃料集合体」、そして濃縮ウランと天然ウラ

ンを含む「EU-Al-NU-Al-EU燃料集合体」の 3 種類の燃料集合体を用いており、周辺部に減

速材としてポリエチレンを用いている。本実験で使用した A 架台を上面から撮影した写真

を Fig. 3-2 に示す。 

 

 

Fig. 3-2 KUCA の A 架台の写真(2019年 10月 23 日撮影) 
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次に、実験体系の炉心模式図を Fig. 3-3 に示す。Fig. 3-3 の格子位置「く-12」の 1 か所の

み部分長燃料である 1/8”p10EUEU燃料集合体になっている。この格子位置のみ部分長燃料

になっている理由は、炉心の余剰反応度を調整するためである。燃料領域の最外周の外側に

は、炉の制御を行うための 3 本の制御棒(C1,C2,C3)と 3 本の安全棒(S4,S5,S6)が配置されて

いる。そして、燃料領域の周辺部にはポリエチレン減速材、ポリエチレン反射体、核計装、

Am-Be 中性子源が設置されている。KUCA 架台に設置されている、運転時の中性子束監視

に用いられている核計装は、3 個の核分裂電離箱(Fission Chamber: FC)と 3 個の非補償型電

離箱(Uncompensated Ionization Chamber: UIC)の 2 種類がある。FC は低出力領域の計測を受

け持ち、UIC は FC よりも高い出力領域を受け持つ[5]。UIC の測定データはペリオド法によ

る余剰反応度測定に使用した。さらに、本実験では FC の他に追加の検出器として、BF3 検

出器と光ファイバー検出器を使用した。BF3検出器と光ファイバー検出器の設置位置につい

ては 3.4.4 項で示す。Fig. 3-3 のグリッド「さ-20」に設置されている Am-Be 中性子源は、炉

を起動するための中性子源として用いられる[5]。Fig. 3-3 の中央付近に位置している青枠で

囲まれた 3×3 領域は中心架台と呼ばれ、この領域に配置した 1/8”p60EUEU燃料集合体 3 本

とポリエチレン減速材 6 本は、中心架台の落下により炉心から引き抜くことができる。ま

た、炉の最外周には炉心の耐熱性を補強するための黒鉛反射体が設置されている。なお、本

実験で使用した加速器駆動中性子源については、FFAG (Fixed-Field Alternating Gradient)加速

器[7],[8]と Pb-Bi ターゲットを用いた。FFAG 加速器で加速された陽子を Pb-Bi ターゲット

に照射して核破砕反応を起こし、核破砕反応により生じた中性子をパルス中性子法実験に

おけるパルス中性子源とした。 
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Fig. 3-3  A1/8”EUEU(3)+LEU炉心の概略図 

 

3.4.2.2  燃料集合体の構成 

3.4.2.1 項で述べたように、本実験で使用した燃料集合体は、濃縮ウランのみを含む

「1/8”p60EUEU燃料集合体」と「1/8”p10EUEU燃料集合体」、そして濃縮ウランと天然ウラ

ンを含む「EU-Al-NU-Al-EU燃料集合体」の 3 種類である。本項では、それらの燃料集合体

の構成について説明する。 

まず、1/8”p60EUEU燃料集合体の構成図を Fig. 3-4 に示す。Fig. 3-4 に示した 1/8”p60EUEU

燃料集合体では、中心部に 93%濃縮ウラン板(厚さ 1/16”)2 枚とポリエチレン板(厚さ 1/8”)1

枚からなる単位セルを 60 個配置した。ここで、燃料の濃縮ウランは通常の軽水炉で用いら

れているウラン酸化物ではなく、アルミニウムとの合金である[6],[9]。 
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Fig. 3-4 1/8"p60EUEU燃料集合体の構成図 

 

次に、1/8”p10EUEU 燃料集合体の構成図を Fig. 3-5 に示す。Fig. 3-5 に示された

1/8”p10EUEU燃料集合体では、中心部に単位セル#1 を 10 個、燃料集合体両端に単位セル#2

を 25 個ずつ配置した。燃料集合体両端に単位セル#2 を 25 個ずつ配置した理由は、

1/8”p10EUEU 燃料集合体と 1/8”p60EUEU 燃料集合体の垂直方向の中心位置を一致させる

ためである。 

 

 

Fig. 3-5 1/8"p10EUEU燃料集合体の構成図 

 

最後に、EU-Al-NU-Al-EU燃料集合体の構成図を Fig. 3-6 に示す。Fig. 3-6 に示された燃料

集合体は、中心部に単位セル#3 を 20 個使用しており、単位セル#3 で構成された中心部の

両側に単位セル#1 を 10 個ずつ配置した。 
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Fig. 3-6 EU-Al-NU-Al-EU燃料集合体構成図 

 

3.4.2.3  使用した検出器と計測機器 

3.4.2.1 項で述べたように、本実験では KUCA 架台に設置されている核分裂電離箱(FC)の

他に、追加の検出器として BF3検出器と光ファイバー検出器を用いた。これは、DMD を実

験データに対して適用するためには、様々なモード成分に由来する測定データをより多く

取得する必要があるからである。本項ではそれらの検出器についてまとめる。 

 最初に BF3検出器について説明する。BF3検出器は、検出器内部の BF3ガスと中性子によ

る 10B(n, α)反応を利用する検出器である[10]。本実験では、合計 4 つの BF3検出器(BF3 #1, #2, 

#3, #4)を使用し、それぞれ炉心の減速材領域に設置した。実験で使用した BF3検出器の写真

と、BF3検出器の幾何形状を表した図を Fig. 3-7 と Fig. 3-8 にそれぞれ示す。Fig. 3-8 におい

て、黄色で示した部分が BF3検出器の有感領域となっている。 

 

 

Fig. 3-7  BF3検出器の写真(2019年 10月 21 日撮影) 
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Fig. 3-8 使用した BF3検出器の幾何形状 

 

BF3検出器は、検出器装荷用の穴あきポリエチレンブロックで構成された減速体内に装荷

した。BF3 検出器装荷用減速体の下部の反射体は、BF3 検出器の有感部の中心が炉心の燃料

領域の垂直方向の中心位置と一致するように設置した。中心位置の決定には、Fig. 3-4 に示

された 1/8”p60EUEU燃料集合体の中心位置を目安とした。Fig. 3-9 に BF3検出器を装荷した

減速体の構成図を示す。Fig. 3-9 に示した BF3検出器装荷用減速体では、アルミニウム底板

と黒鉛ブロックを 1 つずつ最下部に設置し、その上に 22.5”になるように 1/2”ポリエチレン

板 5 枚と 10”のポリエチレンブロック 2 本を装荷した。さらに、その上に直径 1.5 cm の穴が

開いている検出器装荷用の穴あきポリエチレンブロック(16.0 cm)を 5 個装荷した。 

 

 

Fig. 3-9  BF3検出器装荷用減速体の構成図 

 

次に光ファイバー検出器について説明する。光ファイバー検出器は、検出器に放射線が入

射した際に発生する蛍光パルスを光ファイバーケーブルで伝送することにより、放射線の

量を測定する検出器である[11]。本実験では、合計 4 つの光ファイバー検出器(Fiber #1, #2, 

#3, #4)を使用し、それぞれ炉心の燃料領域に設置した。Fiber #1, #2, #3 はシンチレータとし

て LiFCaF [12]が用いられており、検出器の有感部の中心となる先端約 2 cm の位置が、燃料

集合体の中心位置(燃料集合体の下部から約 73.6 cm)と一致するように燃料集合体に固定し

た。Fiber #4 はシンチレータとして LiF/Eu:CaF2共晶体が用いられており、検出器の先端約 1 

cm の部分が、燃料集合体の中心位置(燃料集合体の下部から約 73.6 cm)と一致するように燃

料集合体に固定した。 
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 最後に核分裂電離箱(FC)について説明する。FC では、電離箱内の核分裂反応により生じ

た核分裂片が封入ガスを電離し、電圧を印加してすることにより電荷を電極に収集するこ

とにより計測を行う[10]。本実験では、2 つの FC(FC #1, #2)を中性子計数時系列データ取得

のために使用した。但し、FC #3 は FFAG 加速器からの陽子ビームの入射位置に近く、中性

子計数の数え落としが生じると考えられたので、パルス中性子法の測定では使用しなかっ

た。  

 以上より、本実験では 4 個の BF3 検出器、4 個の光ファイバー検出器、2 個の FC で合計

10 個の検出器を用いて、パルス中性子法実験による中性子計数を計測した。また、本実験

では各検出器の検出器信号を記録する計測機器として、ANSeeN 製 MCA(Multi Channel 

Analyzer)と TNB工房製 MCAを用いた。ANSeeN 製 MCAについては、名古屋大学所有のも

のと KUCA 所有のもので 2 つ使用した。本実験の計測システムの概略図を Fig. 3-10 から

Fig. 3-13 に示す。それぞれの計測機器には複数のチャンネルがあり、各検出器の信号はそれ

ぞれに対応する計測機器のチャンネルに記録される。各検出器と計測機器のチャンネル対

応を Table. 3-1 に示す。なお、今回行ったパルス中性子法実験では、一定時間周期で FFAG

加速器から炉心に 100 MeVの陽子ビームが打ち込まれており、陽子ビームが打ち込まれた

時間が全ての計測機器でビームトリガー信号として記録されている。パルス中性子法実験

の解析において、ビームトリガー信号は一定時間周期内の各検出器の信号を中性子計数に

変換するために必要となる。 

 

 

Fig. 3-10 BF3検出器の測定システム 
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Fig. 3-11 Fiber #1~#3 の測定システム 

 

 

Fig. 3-12 Fiber #4 の測定システム 

 

 

Fig. 3-13 核分裂電離箱(FC)の測定システム 
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Table. 3-1 各検出器と計測機器のチャンネル対応 

計測機器 
入力 

チャンネル 
接続した信号 

ANSeeN 製 MCA 

(KUCA所有) 

1 ビームトリガー信号 

2 Fiber #1 

3 Fiber #2 

4 Fiber #3 

ANSeeN 製 MCA 

 (名古屋大学所有) 

1 ビームトリガー信号 

2 Fiber #4 

3 BF3 #3 

4 BF3 #4 

TNB工房製 MCA 

0 ビームトリガー信号 

1 BF3 #1 

2 BF3 #2 

3 FC #1 

4 FC #2 

 

3.4.3  制御棒価値と余剰反応度の測定 

 本項では、実験体系における制御棒価値と余剰反応度の測定結果について述べる。本実験

では、制御棒価値の測定には制御棒落下法[5],[13]、余剰反応度の測定にはペリオド法[5],[13]

を用いた。制御棒落下法による制御棒価値の測定結果を 3.4.3.1 目、ペリオド法による余剰

反応度の測定結果を 3.4.3.2 目に示す。 

 

3.4.3.1  制御棒落下法による制御棒価値測定 

 制御棒落下法とは、原子炉を臨界状態で一定時間保った後、制御棒を急速に落下させて負

の反応度を添加し、制御棒落下前後における体系内の中性子計数率から制御棒のドル単位

反応度価値(− 𝜌 𝛽eff⁄ )を測定する手法である。 

 ここで、制御棒落下法の理論式について説明する。制御棒落下法の理論式は、体系内の中

性子数の時間変化を記述する一点炉動特性方程式から導出することができる。一点炉動特

性方程式は以下の 2 式からなる。 

𝑑𝑛(𝑡)

𝑑𝑡
=

𝜌 − 𝛽eff

Λ
𝑛(𝑡) + ∑ 𝜆𝑖𝐶𝑖(𝑡)

6

𝑖=1

 (3-36) 

𝑑𝐶𝑖(𝑡)

𝑑𝑡
=

𝛽𝑖

Λ
𝑛(𝑡) − 𝜆𝑖𝐶𝑖(𝑡) (3-37) 

ここで、𝑛(𝑡)は中性子数(-)、𝐶𝑖(𝑡)は i 群の遅発中性子先行核数(-)、𝜆𝑖は i 群の遅発中性子先

行核の崩壊定数(1/s)、𝛽𝑖は i 群の遅発中性子割合(-)、𝛽eff(≡ ∑ 𝛽𝑖
6
𝑖=1 )は実効遅発中性子割合(-)、
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Λは中性子生成時間(s)、𝜌は添加された反応度(-)である。(3-36)式と(3-37)式をラプラス変換

して解くと次の式が得られる。 

𝑛(𝑠) = 𝑛(0)
Λ + ∑

𝛽𝑖

𝑠 + 𝜆𝑖

6
𝑖=1

𝑠Λ + 𝑠 ∑
𝛽𝑖

𝑠 + 𝜆𝑖

6
𝑖=1 − 𝜌

 (3-38) 

ここで、 

lim
𝑠→0

𝑛(𝑠) = lim
𝑠→0

∫ 𝑒−𝑠𝑡
∞

0
𝑛(𝑡)𝑑𝑡

= ∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0
 

(3-39) 

の関係があるため、(3-38)式において𝑠 → 0の極限を取ると以下式が得られる。 

∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0
= 𝑛(0)

Λ + ∑
𝛽𝑖

𝜆𝑖

6
𝑖=1

−𝜌

= 𝑛(0)
Λ + 𝛽eff ∑

𝑎𝑖

𝜆𝑖

6
𝑖=1

−𝜌
 

(3-40) 

ここで、𝑎𝑖 ≡ 𝛽𝑖/𝛽effは相対収率と呼ばれるパラメータである。(3-40)式において、Λは

𝛽eff ∑
𝑎𝑖

𝜆𝑖

6
𝑖=1 に比べて無視できるので、次式でドル単位の未臨界度を表すことができる。 

−𝜌

𝛽eff
=

𝑛(0)∑
𝑎𝑖

𝜆𝑖

6
𝑖=1

∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0

 (3-41) 

制御棒落下法では、始めに臨界状態における中性子計数率𝑛(0)を測定した後に、制御棒価値

測定対象の制御棒を落下させる。実験者が積分時間𝑇を設定し、制御棒落下後から積分時間

𝑇までの中性子総計数∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0
を測定することで、(3-41)式を用いてドル単位の未臨界度を

推定する。 

 ここからは、実施した制御棒落下法の実験条件について述べる。制御棒落下法の測定では

核分裂電離箱 FC#1~#3 を使用した。実験では、まず測定対象の制御棒を全引き抜きにした

状態で、残りの制御棒の挿入量を調節して炉を臨界状態に保った。この時、3 本の安全棒は

全て全引き抜き状態であった。臨界状態において 10秒間の中性子計数測定を 5回繰り返し、

5 回の平均値を制御棒落下前の中性子計数率𝑛(0)とした。その後、測定対象の制御棒を落下

させて積分値∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0 を測定した。積分値∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0 を測定するための積分時間𝑇 (s)は理論

上𝑇 = ∞であるが、現実の実験では有限時間の測定しか行えない。従って、積分時間𝑇 (s)は、

KUCAにおいて中性子計数率が 2 cps 以下になると発せられるアラートの時間を目安に決定

した[14]。 

 制御棒価値測定時における初期状態の制御棒・安全棒位置を Table. 3-2 に示す。また、各
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制御棒における、制御棒落下前の 5 回の 10 秒間測定結果と、制御棒落下後の中性子計数率

の積分値測定結果を Table. 3-3 から Table. 3-5 に示す。Table. 3-3 から Table. 3-5 には、各検出

器の「重み」も記載している。使用した検出器の内、落下させた制御棒に最も近い位置に存

在する検出器は、制御棒落下による中性子束変化の影響を強く受ける。よって、落下させた

制御棒に最も近い検出器の測定結果は、制御棒価値の計算に使用しないこととした。「重み」

は制御棒価値の計算に使用する検出器を 1、制御棒価値の計算に使用しない検出器を 0 とし

たパラメータである。 

 

Table. 3-2 制御棒価値測定時の初期制御棒・安全棒位置 

制御棒・安全棒 C1 測定時 C2 測定時 C3 測定時 

C1 (mm) 1201.16 1201.17 1201.16 

C2 (mm) 715.93 1201.14 715.90 

C3 (mm) 1201.32 733.50 1201.38 

S4 (mm) 1200 1200 1200 

S5 (mm) 1200 1200 1200 

S6 (mm) 1200 1200 1200 

 

Table. 3-3 制御棒 C1 の測定結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 20511 14017 29629 

2 20835 13973 29688 

3 20740 14013 29917 

4 20930 14081 30100 

5 20940 14023 29841 

平均値 20861 14021 14184.2 

積分値 (T = 399.9 s) 20577 15151 29835 

重み 0 1 1 

（2019 年 10 月 29 日測定） 
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Table. 3-4 制御棒 C2 の測定結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 14637 9883 20700 

2 14649 10044 20827 

3 14882 9996 21043 

4 14499 10184 20651 

5 15038 10155 20995 

平均値 14741 10052 20843 

積分値 (T = 549.8 s) 47098 27850 66858 

重み 1 0 1 

（2019 年 10 月 29 日測定） 

 

Table. 3-5 制御棒 C3 の測定結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 16742 11119 23973 

2 16750 11360 24056 

3 16483 11347 23732 

4 16676 11445 23994 

5 16914 11392 24330 

平均値 16713 11333 24017 

積分値 (T = 499.9 s) 54692 35520 65565 

重み 1 1 0 

（2019 年 10 月 29 日測定） 

 

 次に、制御棒価値を計算する際に用いた遅発中性子パラメータと、(3-41)式から計算した

各制御棒のドル単位の制御棒価値をそれぞれ Table. 3-6 と Table. 3-7 に示す。Table. 3-7 にお

ける制御棒価値の不確かさは、遅発中性子パラメータについては正規分布による摂動、中性

子計数測定結果についてはポアソン分布による摂動を加えてランダムサンプリング法によ

り評価した。𝑎𝑖を摂動させた際は、摂動後の𝑎𝑖の総和が 1 となるように規格化した。このラ

ンダムサンプリング法におけるサンプルサイズ𝑁は、第 2 章 2.5 節で説明したように、ラン

ダムサンプリング法による不確かさの相対統計誤差が1%未満となるように𝑁 = 10,000とし

た[16]。なお、3 本の安全棒の制御棒価値は、左右対称位置に存在する制御棒の制御棒価値

に等しいと仮定した。 
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Table. 3-6  Keepin による遅発中性子パラメータ[15] 

群 𝑖 崩壊定数 𝜆𝑖 (1/s) 相対収率 𝑎𝑖 

1 0.0124 ± 0.0003 0.033 ± 0.003 

2 0.0305 ± 0.0010 0.219 ± 0.009 

3 0.111 ± 0.004 0.196 ± 0.022 

4 0.301 ± 0.011 0.395 ± 0.011 

5 1.14 ± 0.15 0.115 ± 0.009 

6 3.01 ± 0.29 0.042 ± 0.008 

 

Table. 3-7 落下法による制御棒価値測定結果 

制御棒・安全棒 制御棒価値 ($) 

制御棒 C1、安全棒 S4 1.203 ± 0.041 

制御棒 C2、安全棒 S6 0.408 ± 0.014 

制御棒 C3、安全棒 S5 0.408 ± 0.014 

 

3.4.3.2  ペリオド法による余剰反応度測定 

 ペリオド法とは、臨界状態の原子炉にステップ状に反応度𝜌を添加し、原子炉の出力が𝑒倍

または1/𝑒倍になる周期であるペリオド𝑇を測定することにより、添加された反応度を算出

する方法である。 

 (3-36)式と(3-37)式で示した一点炉動特性方程式の一般解は、以下のように指数関数の足

し合わせで記述できることが分かっている[5]。 

𝑛(𝑡) = ∑ 𝐴𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

 (3-42) 

𝐶𝑖(𝑡) = ∑ 𝐶𝑖𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

 (𝑖 = 1,⋯ ,6) (3-43) 

(3-42)式の𝐴𝑗は定数である。(3-42)式と(3-43)式において、時定数𝜔𝑗は𝜔1 > 𝜔2 > 𝜔3 > 𝜔4 >

𝜔5 > 𝜔6 > 𝜔7とする。(3-42)式と(3-43)式を(3-36)式に代入すると、𝜔𝑗が満たすべき方程式は

以下のようになる。 

𝜌 = 𝜔𝑗Λ + 𝜔𝑗 ∑
𝛽𝑖

𝜔𝑗 + 𝜆𝑖

6

𝑖=1

 (3-44) 

ここで、実効増倍率 keff と即発中性子寿命ℓというパラメータを導入すると、反応度は𝜌 ≡

(𝑘eff − 1) 𝑘eff⁄ と定義され、中性子生成時間はΛ ≡ ℓ 𝑘eff⁄ と定義される。これらの関係を用い

て、(3-44)式を変形すると以下のように書き表せる。 
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𝜌 =
𝜔𝑗ℓ

1 + 𝜔𝑗ℓ
+

1

1 + 𝜔𝑗ℓ
∑

𝜔𝑗𝛽𝑖

𝜔𝑗 + 𝜆𝑖

6

𝑖=1

 (3-45) 

(3-45)式は逆時間方程式と呼ばれる。(3-45)式における𝜌と𝜔𝑗の関係を Fig. 3-14 に示す。Fig. 

3-14 において負の反応度が添加された場合、𝜔𝑗は全て負となるため、(3-42)式における

exp(𝜔𝑗𝑡)の項は全て時間と共に減衰する。この場合、最も減衰が遅いexp(𝜔1𝑡)の項が、時間

経過につれて支配的となっていく。一方、Fig. 3-14 において正の反応度が添加された場合、

𝜔1のみが正の値となり、(3-42)式においてexp(𝜔1𝑡)の項のみが時間と共に増大する。従って、

添加された反応度の正負に関わらずexp(𝜔1𝑡)の項が支配的となるため、(3-42)式は以下のよ

うに近似できる。 

𝑛(𝑡) ≈ 𝐴1exp(𝜔1𝑡) (3-46) 

ここでペリオド T を以下のように定義する。 

𝑇 =
1

𝜔1
 (3-47) 

(3-47)式で定義したペリオド T を用いて(3-45)式を表すと以下のようになる。 

𝜌 =
ℓ

𝑇 + ℓ
+

𝑇

𝑇 + ℓ
∑

𝛽𝑖

1+ 𝜆𝑖𝑇

6

𝑖=1

 (3-48) 

実際の実験において、添加する反応度の大きさは安全上の配慮及び測定のしやすさから、ペ

リオドが𝑇 = 10~100 (s)程度になるようにする[5]。このペリオドの値に比べて即発中性子

寿命ℓは非常に小さいので、(3-48)式は以下のように簡易的に記述できる。 

𝜌 ≈ ∑
𝛽𝑖

1 + 𝜆𝑖𝑇

6

𝑖=1

 (3-49) 

また、相対収率𝑎𝑖 ≡ 𝛽𝑖/𝛽effを用いると、(3-49)式はドル単位の反応度を表す式に変形できる。 

𝜌

𝛽𝑒ff
≈ ∑

𝑎𝑖

1 + 𝜆𝑖𝑇

6

𝑖=1

 (3-50) 

以上より、臨界状態の原子炉に反応度を添加してペリオドを測定することにより、(3-49)式

あるいは(3-50)式を用いて、添加された反応度の大きさを計算することができる。 
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Fig. 3-14 逆時間方程式における反応度 ρと時定数 ωの関係[5]  

 

 ここからは、実施したペリオド法の実験条件について述べる。ペリオド法ではまず実験体

系を臨界状態にする必要がある。この臨界状態時の制御棒と安全棒の位置を Table. 3-8 に示

す。制御棒は C3 のみが炉心に挿入されており、C3 を全引き抜きすることにより正の反応

度を添加した。この時に添加された正の反応度が余剰反応度に対応する。 

 

Table. 3-8 臨界状態時の制御棒・安全棒位置 

制御棒・安全棒 位置 (mm) 

C1 1201.13 

C2 1201.15 

C3 613.34 

S4 1200 

S5 1200 

S6 1200 

 

 C3 引き抜き後、出力が𝑒倍になる時間を直接測定することは難しいので、実験では出力が

2 倍になる倍加時間𝑇dを測定し、以下式によってペリオド𝑇を算出した。 

𝑇 =
𝑇𝑑

ln 2
 (3-51) 

実験では、出力が①25%→50%, ②30%→60%, ③35%→70%, ④40%→80%となるまでの倍加

時間を測定した。この時の測定結果を Table. 3-9 に示す。また、Table. 3-9 に示した倍加時間

からペリオドと余剰反応度を推定した結果を Table. 3-10 に示す。Table. 3-10 のペリオドとそ

の不確かさは、①～④の条件で測定した 4つの倍加時間の平均値と標準誤差から算出した。
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余剰反応度は推定したペリオドから(3-50)式により計算した。余剰反応度の計算に使用した

遅発中性子パラメータ(𝑎𝑖 ,𝜆𝑖)は Table. 3-6 に示している。余剰反応度の不確かさは、ペリオ

ドと遅発中性子パラメータ(𝑎𝑖 ,𝜆𝑖)に対して正規分布による摂動をそれぞれ加えて、ランダム

サンプリング法により評価した。𝑎𝑖を摂動させた際は、摂動後の𝑎𝑖の総和が 1 となるように

規格化している。このランダムサンプリング法におけるサンプルサイズ𝑁は、制御棒落下法

と同様に𝑁 = 10,000とした。 

 

Table. 3-9 倍加時間の測定結果 

出力変化 倍加時間 (s) 

25%→50% 229.44 

30%→60% 223.75 

35%→70% 230.06 

40%→80% 228.25 

平均値 227.35 

 

Table. 3-10 ペリオドと余剰反応度の推定結果 

ペリオド (s) 328.00 ± 2.34 

余剰反応度 ($) 0.036 ± 0.001 

 

3.4.4  パルス中性子法の測定と解析 

 本項では、KUCAで行ったパルス中性子法実験とその解析結果について述べる。3.4.4.1 目

にて KUCAで実施したパルス中性子法実験の実験条件と実験結果を示し、3.4.4.2 目でパル

ス中性子法の実験結果に対して従来フィッティング法と Dynamic Mode Decomposition 

(DMD)を適用した結果について説明する。 

 

3.4.4.1  実験条件・実験結果 

 KUCAで実施したパルス中性子法実験の炉心体系を Fig. 3-15 に示し、Fig. 3-15 の各炉心

体系における実験条件を Table. 3-11 に示す。Fig. 3-15 では 2 つの体系を示しており、制御棒

C1・C2・C3 のみを全挿入した体系を C1C2C3in、全ての制御棒と安全棒を全挿入した体系

を ARI (All Rods In)と呼称する。パルス中性子法実験の測定には、減速材領域に設置した 4

つの BF3検出器(BF3#1~#4)、燃料領域に設置した 4 つの Fiber 検出器(Fiber#1~#4)、反射体領

域に備え付けられている 2 つの核分裂電離箱(FC#1,#2)を使用した。Table. 3-11 で示した各炉

心体系の未臨界度(−𝜌)は、Table. 3-7 と Table. 3-10 で示した制御棒価値と余剰反応度から算

出した。  
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(a) C1C2C3in 

 

(b) ARI 

Fig. 3-15 炉心体系（黒丸・白字の制御棒・安全棒は全挿入） 
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Table. 3-11 各炉心体系における実験条件 

 (a) C1C2C3in (b) ARI 

制御棒 

C1 0 mm C1 0 mm 

C2 0 mm C2 0 mm 

C3 0 mm C3 0 mm 

安全棒 

S4 1200 mm S4 0 mm 

S5 1200 mm S5 0 mm 

S6 1200 mm S6 0 mm 

中心架台 上限 上限 

Am-Be 中性子源 引き抜き 引き抜き 

未臨界度 (-ρ) 1.983 ± 0.066 $  4.001 ± 0.133 $ 

 

ここで、Fig. 3-15 に示した実験炉心体系の一点炉動特性パラメータの計算結果について記

載する。一点炉動特性パラメータの計算には、連続エネルギーモンテカルロ計算コード

MCNP6.2[17]を用いた。Iterated Fission Probability (IFP)と呼ばれる随伴中性子束に比例する

量を評価することで、モンテカルロ計算により一点炉動特性パラメータの計算を行うこと

ができる[18],[19]。MCNP6.2 の計算条件を Table. 3-12 に示す。IFP の計算では、随伴中性子

束による重みを計算するために、外部反復におけるサイクル(世代)を連続した block に分割

する。各blockでは、①随伴重みを計算するための中性子を発生させる第一世代から始まり、

②block 最後の世代において随伴重み関数が収束したと見なし、③こうして推定した随伴重

みを利用して、随伴中性子束重みの統計量を推定する。このように分割した各 block のサイ

クル数が Table. 3-12 で記載した blocksize に対応する[20]。blocksize の値を大きくするほど、

より正確な随伴重み関数を推定できるが、得られた随伴中性子束重み統計量の統計的不確

かさが大きくなる。KUCAのように炉心が小型で中性子漏洩量が大きい場合には、𝑘eff固有

値ドミナンス比が 1 より小さくなり、比較的少ない世代で随伴重み関数が収束すると期待

できるため、本研究では blocksize=5 と設定した。 

 

Table. 3-12 MCNP6.2 の計算条件 

核データ ENDF/VII.1 [21] 

ヒストリー数 100000 

バッチ数 1300 

捨てバッチ数 300 

blocksize 5 
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MCNP6.2 によって計算した実効遅発中性子割合𝛽effと中性子生成時間Λを Table. 3-13 に示

す。Table. 3-13 における𝛽effとΛの不確かさは、MCNP6.2 のモンテカルロ計算における統計

誤差である。Table. 3-13 には、制御棒価値・余剰反応度の測定結果から算出した未臨界度(-

ρ)と、MCNP6.2 による𝛽effとΛを用いて計算した(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の値も示している。(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄

の不確かさについては、各パラメータに対して正規分布による摂動を加え、ランダムサンプ

リング法によって評価した。このランダムサンプリング法におけるサンプリング数は 10,000

である。3.4.4.2 目の解析では、Table. 3-13 に示された(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の値を即発中性子減衰定数

α の参考値として用いている。 

 

Table. 3-13 MCNP6.2 による一点炉動特性パラメータと(𝜷𝐞𝐟𝐟 − 𝝆) 𝚲⁄  

 (a) C1C2C3in (b) ARI 

実効遅発中性子割合 𝛽eff (-)  0.00805±0.00006 0.00797 ± 0.00006 

中性子生成時間 Λ (μs)  30.61±0.04 27.20 ± 0.04 

(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄  (1/s) 784 ± 18 1466 ± 39 

 

今回実施したパルス中性子法実験では、各炉心体系における未臨界定常状態で 1,000 秒間

中性子を測定した。パルス中性子は 30 Hz の周期で打ち込まれていたので、合計 30,000(=30 

Hz×1,000 s)回のパルス中性子打ち込み結果の平均をパルス中性子法実験結果とした。パル

ス中性子法実験結果の統計誤差は、30,000 個のパルス中性子法実験結果の標準誤差を中心

極限定理により計算することで評価した。Fig. 3-16 に 10 個の検出器におけるパルス中性子

法実験結果を示す。Fig. 3-16 において、パルス中性子打ち込み後の中性子計数率は、∆𝑡 =

0.0001 sの時間ステップ幅で測定されている。Fig. 3-16 における C1C2C3in と ARI のいずれ

の実験結果も、中性子計数率の立ち上がり後に即発中性子が指数関数的に減衰しており、最

終的には遅発中性子による定常成分が表れている。指数関数的減衰の傾きに着目すると、未

臨界度が深い ARI の方が、C1C2C3in に比べて即発中性子の減衰が速い。 
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(a) C1C2C3in 

 

(b) ARI 

Fig. 3-16 パルス中性子法実験結果 

 

3.4.4.2  DMD と従来フィッティング法による解析 

 Fig. 3-16 (a)で示した C1C2C3in におけるパルス中性子法実験結果に対して、3.3 節に示し

た方法で従来フィッティング法と DMD により基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼を推

定した結果を Fig. 3-17 に示す。同様に、Fig. 3-16 (b)で示した ARI におけるパルス中性子法

実験結果に対して従来フィッティング法と DMD を適用した結果を Fig. 3-18 に示す。Fig. 

3-17 と Fig. 3-18 の横軸は、パルス中性子法実験結果の高次モード成分を削除するために設

定したマスキング時間である。従って、Fig. 3-17 と Fig. 3-18 はマスキング時間に対する𝛼推

定結果の変動を示した結果となっている。比較のため、Table. 3-13 にて示した(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の

値とその不確かさ 1σ 範囲も Fig. 3-17 と Fig. 3-18 に示している。 

 パルス中性子法実験結果における初期の時間ステップでは、高次モード成分が十分に減

衰していない。従って、従来フィッティング法で基本モード成分の𝛼を推定する場合、即発

中性子の減衰初期段階における高次モード成分の影響が大きくなる。例えば、Fig. 3-17 (a)と

Fig. 3-18 (a)の従来フィッティング法による𝛼推定結果において、特に BF3検出器と核分裂電

離箱(FC#1,#2）の𝛼推定結果は、マスキング時間が小さくなるにつれて参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ か
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ら外れていく結果となっている。この従来フィッティング法による𝛼推定結果と参考値

(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の差異は𝛼のフィッティング誤差より大きい。すなわち、従来フィッティング法

による𝛼推定結果には高次モード成分による系統誤差(バイアス)が生じている。よって、従

来フィッティング法により基本モード成分の𝛼を得るためには、マスキング時間を適切に決

定する必要がある。適切なマスキング時間を決定するに当たって、𝛼のフィッティング誤差

が最小となるマスキング時間を選択する方法が考えられる。しかし、Fig. 3-17 (a)と Fig. 3-18 

(a)ではマスキング時間に対して𝛼推定結果が変動しているため、フィッティング誤差が最小

となるマスキング時間を選ぶと、参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ から外れた値が推定されてしまう可能

性がある。従って、今回のように(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ といった参考値が事前に与えられていない場

合、適切なマスキング時間の決定は困難となる。また、従来フィッティング法では、Fig. 3-17 

(a)と Fig. 3-18 (a)で示されたように検出器毎に推定される𝛼の値が大きく異なっている。𝛼の

値を一意に決定するためには、複数の検出器結果から 1 つだけ選ぶ必要があるが、参考値が

事前に与えられていない場合、どの検出器結果を採用するのか決定し難い。以上のことより、

従来フィッティング法では基本モード成分の𝛼を一意に得ることが難しく、解析者側の工学

的判断に依存する所が大きい。  

 一方 DMD では、時系列データを複数の指数関数のモードに分解することで、高次モード

成分の影響を基本モード成分から排除することができる。そのため、高次モード成分が残存

する即発中性子減衰初期段階における時間ステップデータを用いた場合でも、基本モード

成分の𝛼を抽出することが可能となると考えられる。Fig. 3-16 (a),(b)の時系列データに DMD

を適用した結果、Fig. 3-17 (b)と Fig. 3-18 (b)において、マスキング時間に対する𝛼推定結果

の変動は従来フィッティング法と比べて大幅に低減されている。DMD による𝛼推定結果は

概ね一定となり、いずれのマスキング時間においても参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ と統計誤差の範囲

で一致している。よって、DMD では(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ といった参考値が不明な場合でも、頑健に

基本モード成分の α を推定することができる。DMD による𝛼推定結果がマスキング時間に

対して概ね一定になっていることから、マスキング時間は DMD による𝛼の統計誤差が最小

となる時間を選べば良い。Fig. 3-17 (b)と Fig. 3-18 (b)において𝛼の統計誤差が最小となるマ

スキング時間と、そのマスキング時間における𝛼推定結果を Table. 3-14 に纏めた。このよう

に、DMD では複数の検出器結果から 1 つの𝛼の値を推定することができるため、従来フィ

ッティング法のようにどの検出器結果を採用するか決定する必要がない。以上より、DMD

は従来フィッティング法の課題を克服可能であることを、実際のパルス中性子法実験を通

じて実証することができた。 
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(a) 従来フィッティング法 

 

(b) DMD 

Fig. 3-17 C1C2C3in における α推定結果 
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(a) 従来フィッティング法 

 

(b) DMD 

Fig. 3-18 ARI における α推定結果  

 

Table. 3-14 DMD による α 推定結果 

 C1C2C3in ARI 

マスキング時間 (s) 0.0011 0.0013 

α 推定結果 (1/s) 795 ± 5  1505 ± 10 
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3.5 本章のまとめ 

 本章では、主にパルス中性子法の理論式の導出と、KUCA で実施したパルス中性子法実

験とその解析結果について説明した。  

 3.1 節では、本章の概要を説明した。 

 3.2 節では、パルス中性子法において測定される中性子計数率𝐶(𝑡)の理論式を導出した。

理論式の導出に当たって、まずグリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)を時間依存輸送方程式

から導出した。グリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)は、時刻𝑡0において位置𝑟 0にエネルギー

𝐸0、方向Ω⃗⃗ 0の中性子が 1 個投入された場合に、その後の時刻𝑡における位置𝑟 、エネルギー

𝐸、方向Ω⃗⃗ の中性子束を表す。導出されたグリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 , 𝑡0)を用いて、パ

ルス中性子法の理論式が𝐶(𝑡) = ∑ 𝐶𝑛𝑒−𝛼𝑛𝑡∞
𝑛=0 + 𝐶BGというように指数関数の足し合わせと

定常項で表せることを示した。 

 3.3 節では、従来フィッティング法による𝛼の推定方法と、本研究で新たに適用を試みた

DMD による𝛼の推定方法について説明した。従来フィッティング法では、パルス中性子法

の中性子計数率𝐶(𝑡)に対してマスキング時間を設定した上で、フィッティング式𝐶(𝑡) =

𝐶0exp(−𝛼𝑡) + 𝐶BGで基本モード成分の𝛼を推定する。一方 DMD では、複数の検出器で測定

した𝐶(𝑡)について、各検出器を行成分、各時間ステップを列成分とした行列𝐗を作成する。

パルス中性子の理論式における定常項𝐶BGを差し引くため、全時間ステップに亘って 1 とな

る定常信号を行列𝐗に追加した。定常信号を追加した行列𝐗から Exact DMD により時間発展

行列𝐀を求める。時間発展行列𝐀を固有値分解することで各モード成分の固有値𝜆𝑖が得られ、

𝛼𝑖 = − ln(𝜆𝑖) ∆𝑡⁄ という関係式によって各モード成分の即発中性子減衰定数を得る。ここで、

∆𝑡は中性子計数率𝐶(𝑡)における時間ステップ幅である。今回の DMD では行列𝐗に定常信号

を追加しているので、時間発展行列𝐀の最大固有値𝜆maxは常に 1 となる。従って、最大固有

値𝜆max = 1を除いて 2 番目に最大となる固有値に対応する𝛼𝑖を基本モード成分の𝛼とした。 

 3.4 節では、KUCAで実施したパルス中性子法実験とその解析結果について纏めた。今回

の実験では、KUCA の A 架台にて「A1/8”EUEU(3)+LEU 炉心」という名称の炉心を構築し

た。装荷した燃料集合体は、濃縮ウランのみを含む「1/8”p60EUEU 燃料集合体」と

「1/8”p10EUEU 燃料集合体」、そして濃縮ウランと天然ウランを含む「EU-Al-NU-Al-EU 燃

料集合体」の 3 種類を用いた。パルス中性子法実験の測定には、減速材領域に設置した BF3

検出器 4 個、燃料領域に設置した光ファイバー検出器 4 個、反射体領域に備え付けられて

いる核分裂電離箱(FC)2 個を使用した。実験体系における制御棒価値は制御棒落下法により

測定し、余剰反応度はペリオド法により測定した。今回のパルス中性子法実験では、制御棒

C1・C2・C3 のみを全挿入した体系(C1C2C3in)と、全ての制御棒と安全棒を全挿入した体系

(ARI)で測定を行った。パルス中性子法実験結果に対して従来フィッティング法を適用した

結果、推定された𝛼の値はマスキング時間に対して大きく変動し、高次モード成分による系

統誤差が生じていた。また、従来フィッティング法では検出器毎に𝛼推定結果が大きく異な
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っており、𝛼の参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ が事前に与えられなければ従来フィッティング法により𝛼

の値を一意に決定することが困難であった。一方 DMD を適用した結果、マスキング時間に

対する𝛼推定結果の変動は大幅に低減された。いずれのマスキング時間においても、DMD に

よる𝛼推定結果は参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ と統計誤差の範囲で概ね一致しており、頑健に基本モー

ド成分の𝛼を推定することができた。DMD による α の値は統計誤差が最小となる推定結果

を選べば良く、C1C2C3in では 795 ± 5 (1/s)、ARI では 1505 ± 10 (1/s)となった。以上の解析

より、DMD により従来フィッティング法の課題を克服可能であることを、実際のパルス中

性子法実験を通して実証することができた。 
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第4章 面積比法に対する DMD の適用 

 

4.1 本章の概要 

 本章では、ドル単位の未臨界度を測定するための実験手法の一つである面積比法[1]の理

論と、京都大学臨界集合体実験装置(KUCA)で取得したパルス中性子法実験結果からドル単

位未臨界度を推定した結果について述べる。 

面積比を推定するための従来法として、外挿面積比法[2],[3],[4]と呼ばれる手法が存在す

るが、高次モード成分の影響により頑健にドル単位未臨界度を推定することが困難となっ

ている。そこで、Dynamic Mode Decomposition (DMD) [5],[6]を面積比法に適用することによ

り、高次モード成分の影響を低減した形でドル単位未臨界度を推定可能か確認することを

本章の目的とする。 

4.2 節では、面積比法の理論を説明する。まずドル単位未臨界度の推定に必要な即発中性

子成分面積と遅発中性子成分面積の導出を行う。その後、導出した即発中性子成分面積と遅

発中性子成分面積の比がドル単位未臨界度に相当することを理論的に示す。 

4.3 節では、面積比の推定手法について説明する。面積比の推定手法として、従来法であ

る外挿法と、本論文で新たに適用を試みた DMD による面積比の推定方法を纏める。 

 4.4 節では、KUCAで取得したパルス中性子法実験結果に面積比法を適用することで、ド

ル単位未臨界度を推定した結果を示す。最初に KUCA で行ったパルス中性子法実験の実験

炉心体系と、その実験炉心体系における制御棒価値・余剰反応度を示す。その後、面積比法

を適用したパルス中性子法実験における実験条件・実験結果を示し、パルス中性子法実験に

対して DMD と従来外挿法を適用した結果について説明する。 

 最後に、4.5 節で本章のまとめを述べる。 

 

4.2 面積比法の理論 

 ある未臨界体系に対してパルス中性子を連続的に打ち込み、未臨界増倍によって体系内

の遅発中性子先行核数が準定常状態に達している場合を考える。この時、Fig. 4-1 のような

パルス中性子法の測定結果が得られたとする。Fig. 4-1 の横軸はパルス中性子打ち込み後の

経過時間、縦軸は測定された中性子計数率である。面積比法における「面積」とは、Fig. 4-1

のように測定された中性子計数率を時間積分した値を指す。面積比法では、Fig. 4-1 に示し

た①体系内における即発中性子の総数に比例した量である即発中性子成分面積𝐴pと、②体

系内の遅発中性子の総数に比例した量である遅発中性子成分面積𝐴dを求め、面積比𝐴p 𝐴d⁄ を

計算することでドル単位の未臨界度(−𝜌 𝛽eff⁄ )を推定する。ここで、未臨界体系の実効増倍

率を𝑘eff (< 1)、パルス中性子源強度を𝑆とする。体系内の中性子数の総和𝐴p + 𝐴dは、初項

𝑆・公比𝑘effの等比数列の和となるため、以下のように表せる。 
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𝐴p + 𝐴d =
𝑆

1 − 𝑘eff
 (4-1) 

また、実効遅発中性子割合を𝛽effとすると、即発中性子成分面積𝐴pについても初項𝑆・公比

(1 − 𝛽eff)𝑘effの等比数列の和となるため、𝐴pは以下のように表せる。 

𝐴p =
𝑆

1− (1 − 𝛽eff)𝑘eff
 (4-2) 

(4-1)式の両辺から(4-2)式の両辺を引くことにより、遅発中性子成分面積𝐴dは以下のように

なる。 

𝐴d =
𝑆𝛽eff𝑘eff

(1− 𝑘eff){1− (1− 𝛽eff)𝑘eff}
 (4-3) 

(4-2)式の両辺を(4-3)式の両辺で割ることにより、𝐴pと𝐴dの比は以下のように表せる。 

𝐴p

𝐴d
=

1 − 𝑘eff

𝛽eff𝑘eff
 (4-4) 

ここで、未臨界度(−𝜌)は(4-5)式のように定義されるため、(4-4)式で導出した面積比𝐴p 𝐴d⁄ は

(4-6)式のようにドル単位の未臨界度に相当することが理解できる。 

−𝜌 ≡
1 − 𝑘eff

𝑘eff
 (4-5) 

𝐴p

𝐴d
= −

𝜌

𝛽eff
 (4-6) 

ここまでの説明は、体系内に基本モード成分しか存在しないと近似した場合における面

積比の導出となっている。実際のパルス中性子法実験では高次モード成分も存在し、面積比

法でドル単位未臨界度を推定するためには、パルス中性子法測定結果における基本モード

成分のみを抽出できる手法が必要となる。高次モード成分の影響を軽減した上で、基本モー

ド成分の面積比を推定する手法として外挿面積比法が提案されている[2],[3],[4]。第1章1.1.1

項で述べたように外挿面積比法では、マスキング時間を設定して高次モード成分が残存し

ている時間領域を削除した上で、測定結果に対して𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BGでフィッティ

ングを行い、高次モード成分が残存する時間領域を基本モード成分で外挿する。但し、外挿

面積比法においても高次モード成分の影響を完全に除去することはできず、設定するマス

キング時間の値や検出器位置によって面積比推定結果が変化するといった課題がある。従

って、高次モード成分の影響をより低減した形で面積比を推定できる手法の開発が望まれ

ている。4.2 節における以降の項目ではこの課題の解決に向けて、まずは𝛼固有関数展開や

𝑘eff固有関数展開を用いて即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子成分面積𝐴dを導出すること

を試み、面積比の理論式を導出することで高次モード成分の影響がどのように現れるか説

明する。4.2.1 項では即発中性子成分面積𝐴pの導出、4.2.2 項では遅発中性子成分面積𝐴dの導

出、4.2.3 項では 4.2.1 項と 4.2.2 項で導出された𝐴pと𝐴dから面積比𝐴p 𝐴d⁄ の理論式を導出し

た結果について示す。 
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Fig. 4-1 面積比法の概念図[7] 

 

4.2.1 即発中性子成分面積 

 本項では、即発中性子成分面積𝐴pの理論式を、𝛼固有関数展開を用いて導出する。 

 ある未臨界体系において、デルタ関数状のパルス中性子𝑆(𝑟, 𝐸, Ω⃗⃗ )が𝑡 = 0で 1 ショット打

ち込まれた場合を考える。ここで、𝑆(𝑟, 𝐸, Ω⃗⃗ )はパルス中性子源の空間分布・エネルギースペ

クトル・飛行方向分布を表す。中性子束𝜓(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)における即発中性子成分𝜓p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)に

着目した場合、𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)は以下で示す時間輸送中性子輸送方程式を満たす。 

1

v(𝐸)

𝜕𝜓p

𝜕𝑡
= (−𝐀 + 𝐅p)𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) + 𝑆(𝑟, 𝐸, Ω⃗⃗ )𝛿(𝑡) (4-7) 

ここで、v(𝐸)は中性子速度、𝐀は中性子の消滅演算子、𝐅pは核分裂による即発中性子の生成

演算子であり、それぞれ以下のように表せる。 

𝐀 ≡ Ω⃗⃗ ∇ + Σt(𝑟 ,𝐸)− ∫ 𝑑𝐸 ′
∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
Σs(𝑟 ,𝐸

′ → 𝐸, Ω⃗⃗ ′ → Ω⃗⃗ ) (4-8) 

𝐅p ≡
𝜒p(𝑟 , 𝐸)

4𝜋
∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
𝜈pΣf(𝑟 , 𝐸

′) (4-9) 

(4-8)式と(4-9)式におけるΣt(𝑟 ,𝐸)は巨視的全断面積、Σs(𝑟 , 𝐸
′ → 𝐸, Ω⃗⃗ ′ → Ω⃗⃗  )は巨視的散乱断面

積、Σf(𝑟 , 𝐸
′)は巨視的核分裂断面積、𝜒p(𝑟 , 𝐸)は核分裂スペクトル、𝜈pは 1 回の核分裂反応で

発生する即発中性子数の期待値である。 

 ここで、𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)が相対的な空間分布やエネルギースペクトルの形状を保ちつつ、指

数関数的に減少していくと仮定した上で、以下の α 固有値方程式を考える[8]。  

(𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) =
𝛼𝑛

v(𝐸)
𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (4-10) 

n
(t

)

t

Ad

Ap
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(𝐀† − 𝐅p
†)𝜓𝑛

†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) =
𝛼𝑛

v(𝐸)
𝜓𝑛

†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (4-11) 

(4-10)式と(4-11)式における𝛼𝑛は n 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )は𝛼𝑛に対

応する n 次モード成分の固有関数、𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )は𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の随伴固有関数である。また、

𝐀†は𝐀の随伴演算子、𝐅p
†は𝐅pの随伴演算子であり、それぞれ以下のように表せる。 

𝐀† ≡ −Ω⃗⃗ ∇ + Σt(𝑟 ,𝐸)− ∫ 𝑑𝐸 ′
∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
Σs(𝑟 ,𝐸 → 𝐸 ′ , Ω⃗⃗ → Ω⃗⃗ ′) (4-12) 

𝐅p
† ≡ 𝜈pΣf(𝑟 , 𝐸)∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋

𝜒p(𝑟 , 𝐸
′)

4𝜋
 (4-13) 

 固有関数𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )と𝜓𝑛
†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の直交条件を考える。(4-10)式の両辺に𝜓𝑚

† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )をかけ

て全位相空間(位置𝑟 、エネルギー𝐸、方向Ω⃗⃗ で張られる位相空間)で積分すると以下の関係式

が得られる。 

〈𝜓𝑚
† (𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑛〉 = 𝛼𝑛 〈𝜓𝑚

† 1

v
𝜓𝑛 〉 (4-14) 

(4-14)式の〈 〉は全位相空間における積分を表している。同様に、(4-11)式の両辺に𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

をかけて全位相空間で積分すると以下の関係式が得られる。 

〈𝜓𝑛(𝐀† − 𝐅p
†)𝜓𝑚

† 〉 = 𝛼𝑚 〈𝜓𝑛

1

v
𝜓𝑚

† 〉 (4-15) 

随伴演算子の性質より、〈𝜓𝑚
† (𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑛〉 = 〈𝜓𝑛(𝐀

† − 𝐅p
†)𝜓𝑚

† 〉であるので、(4-14)式と(4-15)式

から以下の関係が導ける。 

(𝛼𝑛 − 𝛼𝑚) 〈𝜓𝑛

1

v
𝜓𝑚

† 〉 = 0 (4-16) 

(4-16)式より、𝑚 ≠ 𝑛の異なる次数において𝛼𝑛 ≠ 𝛼𝑚の場合、〈𝜓𝑛
1

v
𝜓𝑚

† 〉 = 0でなければならな

い。一方、𝑚 = 𝑛の場合は𝛼𝑛 = 𝛼𝑚なので(4-16)式は満たされる。よって、固有関数𝜓𝑛と𝜓𝑛
†

の直交条件はクロネッカーのデルタ𝛿𝑚𝑛を用いて以下のように表せる。 

〈𝜓𝑚
† 1

v
𝜓𝑛 〉 = 〈𝜓𝑚

† 1

v
𝜓𝑚〉 𝛿𝑚𝑛 (4-17) 

また、(4-17)式より以下で示す直交条件も成り立つ。 

〈𝜓𝑚
† (𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑛〉 = 〈𝜓𝑚

† (𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑚〉𝛿𝑚𝑛 (4-18) 

(4-10)式の両辺に𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )を乗じて全位相空間で積分すると、n 次モード成分の即発中性子

減衰定数は以下のように表せる。 

𝛼𝑛 =
〈𝜓𝑛

†(𝐀 − 𝐅p)𝜓𝑛〉

〈𝜓𝑛
† 1
v 𝜓𝑛〉

 (4-19) 

ここで、即発中性子成分𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)が α 固有関数𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )を用いて以下式で展開できる

とする。 
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𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) = ∑ 𝑐𝑛(𝑡)𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

 (4-20) 

(4-20)式の𝑐𝑛(𝑡)は𝑛次モード成分の展開係数を表す。(4-20)式を(4-7)式に代入すると以下式が

得られる。 

1

v(𝐸)
∑

𝑑𝑐𝑛(𝑡)

𝑑𝑡
𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

= (−𝐀 + 𝐅p)∑ 𝑐𝑛(𝑡)𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

+ 𝑆(𝑟, 𝐸, Ω⃗⃗ )𝛿(𝑡) (4-21) 

(4-21)式の両辺に𝜓𝑛
†(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )を乗じて全位相空間で積分すると、(4-17)式、(4-18)式、(4-19)式

の関係より、以下の微分方程式を得ることができる。 

𝑑𝑐𝑛(𝑡)

𝑑𝑡
= −𝛼𝑛𝑐𝑛(𝑡)+

〈𝜓𝑛
†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v 𝜓𝑛〉

𝛿(𝑡) (4-22) 

(4-22)式をラプラス変換すると、以下のようになる。 

𝑠𝑐𝑛̃(𝑠) − 𝑐𝑛(0) = −𝛼𝑛𝑐𝑛̃(𝑠) +
〈𝜓𝑛

†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v

𝜓𝑛〉
 (4-23) 

ここで、𝑡 ≤ 0において𝑐𝑛(𝑡) = 0であることを利用すると、𝑐𝑛(𝑡)のラプラス変換𝑐𝑛̃(𝑠)は次の

ように表せる。 

𝑐𝑛̃(𝑠) =
〈𝜓𝑛

†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v 𝜓𝑛〉

1

𝑠 + 𝛼𝑛
 (4-24) 

(4-24)式をラプラス逆変換することにより、展開係数𝑐𝑛(𝑡)を以下のように求めることができ

る。 

𝑐𝑛(𝑡) =
〈𝜓𝑛

†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v

𝜓𝑛 〉
𝑒−𝛼𝑛𝑡 (4-25) 

(4-25)式を(4-20)式に代入すると、即発中性子成分𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)は以下のように表せる。 

𝜓p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) = ∑
〈𝜓𝑛

†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v 𝜓𝑛 〉

𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )𝑒−𝛼𝑛𝑡

∞

𝑛=0

= ∑ 𝒮𝑛𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )𝑒−𝛼𝑛𝑡

∞

𝑛=0

  

(4-26) 

ここで、(4-26)式の𝒮𝑛は以下のように定義した。 

𝒮𝑛 ≡
〈𝜓𝑛

†𝑆〉

〈𝜓𝑛
† 1
v 𝜓𝑛 〉

 (4-27) 

面積比法の測定では、体系にはパルス中性子が一定の周期𝜏で打ち込まれ続けている。ここ
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で、最初のパルス中性子打ち込みから連続的にパルス中性子が打ち込まれ続け、時間𝑡 ′が経

過した時の中性子束における即発中性子成分を𝜓p
′ (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′)とすると、𝜓p

′ (𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡 ′)は以下

のように表せる。 

𝜓p
′ (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′) = ∑𝜓p

(𝑟⃗ ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′ + 𝑗𝜏)

∞

𝑗=0

 (4-28) 

即発中性子成分面積𝐴pの理論式を得るため、以下のように𝜓p
′ (𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′)を0 ≤ 𝑡 ′ ≤ 𝜏で時間

積分した量である𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を考える。 

𝜓p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∫ 𝜓p
′ (𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′)

𝜏

0
𝑑𝑡 ′ (4-29) 

(4-29)式の𝜓
p
′ (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)に(4-28)式を代入し、(4-26)式を利用すると以下のようになる。 

𝜓p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∑∫ 𝜓p
(𝑟⃗ , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′ + 𝑗𝜏)

𝜏

0
𝑑𝑡 ′

∞

𝑗=0

= ∫ 𝜓p
(𝑟⃗ , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′)

∞

0
𝑑𝑡 ′

= ∑
𝒮𝑛

𝛼𝑛
𝜓𝑛(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑛=0

 

(4-30) 

最後に、体系内のある検出器𝑘における巨視的検出反応断面積をΣd,𝑘(𝑟 , 𝐸)とすると、その検

出器で測定された即発中性子成分面積𝐴p(すなわち、即発中性子に起因した中性子計数率の

時間積分値)は、以下のように𝛼固有値と𝛼固有関数で展開された形となる。 

𝐴p = 〈Σd,𝑘𝜓p〉

= ∑
𝒮𝑛

𝛼𝑛

〈Σd,𝑘𝜓𝑛〉

∞

𝑛=0

 
(4-31) 

 

4.2.2 遅発中性子成分面積 

 本項では、遅発中性子成分面積𝐴dの理論式を、𝑘eff固有関数展開を用いて導出する。 

即発中性子成分面積𝐴pを導出した時と同様に、ある未臨界体系においてデルタ関数状の

パルス中性子𝑆(𝑟, 𝐸, Ω⃗⃗ )が 𝑡 = 0で 1 ショット打ち込まれた場合を考える。中性子束

𝜓(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)における遅発中性子成分𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡)は以下の時間輸送中性子輸送方程式を満た

す。 

1

v(𝐸)

𝜕𝜓d

𝜕𝑡
= (−𝐀 + 𝐅p)𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡) + ∑

𝜒𝑖(𝑟 ,𝐸)

4𝜋
𝜆𝑖𝐶𝑖(𝑟 ,𝑡)

6

𝑖=1

 (4-32) 

(4-32)式の𝐀は(4-8)式で定義される中性子消滅演算子、また、遅発中性子先行核数密度𝐶𝑖につ

いては、以下で示す時間微分方程式を満たす。𝐅pは(4-9)式で定義された核分裂による即発中

性子生成演算子である。また、遅発中性子先行核数密度については、以下で示す時間微分方
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程式を満たす。 

𝜕𝐶𝑖

𝜕𝑡
= ∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
𝜈𝑖Σf(𝑟 ,𝐸

′)(𝜓p(𝑟 ,𝐸 ′ , Ω⃗⃗ ′ ,𝑡) + 𝜓d(𝑟 , 𝐸 ′, Ω⃗⃗ ′,𝑡)) − 𝜆𝑖𝐶𝑖(𝑟 , 𝑡) (4-33) 

(4-33)式の𝐶𝑖(𝑟 , 𝑡)は i 群の遅発中性子先行核密度、𝜆𝑖は i 群の遅発中性子先行核の崩壊定数、

𝜒𝑖(𝑟 ,𝐸)は i 群の遅発中性子先行核の崩壊による遅発中性子スペクトルである。また、(4-33)

式のΣf(𝑟 , 𝐸
′)は巨視的核分裂断面積、𝜈𝑖は 1 回の核分裂反応で発生する i 群の遅発中性子先

行核数の期待値である。 

始めに、(4-33)式を遅発中性子先行核の放射能𝜆𝑖𝐶𝑖(𝑟 , 𝑡)について整理し、それを(4-32)式に

代入することにより、以下式を得る。 

1

v(𝐸)

𝜕𝜓d

𝜕𝑡
= (−𝐀 + 𝐅p)𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)

+ ∑
𝜒𝑖(𝑟 ,𝐸)

4𝜋
[∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
𝜈𝑖Σf(𝑟 , 𝐸

′){𝜓p(𝑟 ,𝐸 ′ , Ω⃗⃗ ′ ,𝑡)

6

𝑖=1

+ 𝜓d(𝑟 , 𝐸
′ , Ω⃗⃗ ′ ,𝑡)} −

𝜕𝐶𝑖

𝜕𝑡
] 

(4-34) 

ここで、4.2.1 項で述べた即発中性子束𝜓p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)の場合と同様に、最初のパルス中性子打

ち込みから時間𝑡 ′が経過した時の中性子束における遅発中性子成分を𝜓d
′ (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡 ′)とし、

𝜓d
′ (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡 ′)を0 ≤ 𝑡 ′ ≤ 𝜏で時間積分した量を𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )とする。4.2.1 項の(4-30)式と同様に、

𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )は以下のように記述できる。 

𝜓̃d(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∫ 𝜓d
′ (𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡′)

𝜏

0

𝑑𝑡′

= ∑∫ 𝜓d(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡′ + 𝑗𝜏)
𝜏

0
𝑑𝑡′

∞

𝑗=0

= ∫ 𝜓d(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡′)
∞

0
𝑑𝑡′ 

(4-35) 

𝑡 = 0,∞において𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡) = 0かつ𝐶𝑖(𝑟 , 𝑡) = 0であるとして、(4-34)式を0 ≤ 𝑡 ≤ ∞で時間

積分すると以下のようになる。 

(𝐀 − 𝐅)𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∑ 𝐅𝑖 𝜓̃p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

6

𝑖=1

 (4-36) 

(4-36)式における演算子𝐅と𝐅𝑖はそれぞれ以下のように定義した。 

𝐅 ≡ 𝐅p + ∑𝐅𝑖

6

𝑖=1

 (4-37) 

𝐅𝑖 ≡
𝜒𝑖(𝑟 ,𝐸)

4𝜋
∫ 𝑑𝐸 ′

∞

0

∫ 𝑑Ω′

4𝜋
𝜈𝑖Σf(𝑟 ,𝐸

′ , Ω⃗⃗ ) (4-38) 

遅発中性子成分面積𝐴dと𝑘eff固有関数[9],[10],[11]の関係を理論的に示すため、𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )が
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𝑘eff固有関数Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を用いて以下のように展開できるとする。 

𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∑ 𝑑𝑚Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑚=0

 (4-39) 

(4-39)式の𝑑𝑚は、m 次モード成分に対応する展開係数である。𝑘eff固有関数Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )は以

下の𝑘eff固有値方程式を満足する。 

𝐀Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) =
1

𝑘𝑚
𝐅Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (4-40) 

𝐀†Ψ𝑚
† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) =

1

𝑘𝑚
𝐅†Ψ𝑚

† (𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ ) (4-41) 

ここで、𝐀†は𝐀の随伴演算子、𝐅†は𝐅の随伴演算子、Ψ𝑚
† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )はΨ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の随伴固有関

数である。なお、基本モード成分𝑛 = 0の固有値𝑘0は実効増倍率𝑘effに対応する。 

 固有関数Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )とΨ𝑚
† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の直交条件を考える。(4-40)式の両辺にΨ𝑛

†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )をか

けて全位相空間で積分すると以下の関係式が得られる。 

〈Ψ𝑛
†𝐀Ψ𝑚〉 =

1

𝑘𝑚

〈Ψ𝑛
†𝐅Ψ𝑚〉 (4-42) 

同様に、(4-41)式の両辺にΨ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )をかけて全位相空間で積分すると以下の関係式が得ら

れる。 

〈Ψ𝑚𝐀†Ψ𝑛
†〉 =

1

𝑘𝑛

〈Ψ𝑚𝐅†Ψ𝑛
†〉 (4-43) 

随伴演算子の性質より、〈Ψ𝑛
†𝐀Ψ𝑚〉 = 〈Ψ𝑚𝐀†Ψ𝑛

†〉であるので、(4-42)式と(4-43)式から以下の関

係が導ける。 

(
1

𝑘𝑛
−

1

𝑘𝑚

) 〈Ψ𝑛
†𝐅Ψ𝑚〉 = 0 (4-44) 

(4-44)式より、𝑚 ≠ 𝑛の異なる次数において1 𝑘𝑚⁄ ≠ 1 𝑘𝑛⁄ の場合、〈Ψ𝑛
†𝐅Ψ𝑚〉 = 0でなければな

らない。一方、𝑚 = 𝑛の場合は1 𝑘𝑚⁄ = 1 𝑘𝑛⁄ なので(4-44)式は満たされる。よって、固有関数

Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )とΨ𝑚
† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )の直交条件はクロネッカーのデルタ𝛿𝑚𝑛を用いて以下のように表

せる。 

〈Ψ𝑛
†𝐅Ψ𝑚〉 = 〈Ψ𝑛

†𝐅Ψ𝑛〉𝛿𝑚𝑛 (4-45) 

以上の(4-39)式で示した𝑘eff固有関数で展開された𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を(4-36)式に代入することに

より、以下式が得られる。 

∑ 𝑑𝑚(𝐀 − 𝐅)Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

∞

𝑚=0

= ∑ 𝐅𝑖𝜓̃p(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

6

𝑖=1

 (4-46) 

(4-46)式の両辺にΨ𝑚
† (𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を乗じて全位相空間で積分すると、(4-40)式と(4-45)式の関係よ

り展開係数𝑑𝑚の理論式を以下のように求めることができる。 

𝑑𝑚 =
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚

∑
〈Ψ𝑚

† 𝐅𝑖 𝜓̃𝑝〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

6

𝑖=1

 (4-47) 
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従って、𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )は以下式で表せる。 

𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) = ∑
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚

∑
〈Ψ𝑚

† 𝐅𝑖 𝜓̃𝑝〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

6

𝑖=1

∞

𝑚=0

 (4-48) 

4.2.1 項に示した即発中性子成分面積𝐴pと同様に、体系内のある検出器𝑘における巨視的検

出反応断面積をΣd,𝑘(𝑟 , 𝐸)とすると、遅発中性子成分面積𝐴d(すなわち、遅発中性子に起因し

た中性子計数率の時間積分値)は、以下のように𝑘eff固有値と𝑘eff固有関数で展開された形で

求めることができる。 

𝐴d = 〈Σd,𝑘𝜓d〉

= ∑
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚

∑
〈Ψ𝑚

† 𝐅𝑖 𝜓̃𝑝〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉

6

𝑖=1

∞

𝑚=0

 
(4-49) 

 

4.2.3 面積比法の理論式  

 本項では、4.2.1 項で𝛼固有関数展開により導出した即発中性子成分面積𝐴pと、4.2.2 項で

導出した遅発中性子成分面積𝐴dの理論式を利用することで、面積比𝐴p 𝐴d⁄ がドル単位未臨界

度(−𝜌 𝛽eff⁄ )に相当することを示す。 

 (4-31)式の両辺をと(4-49)式で割ることにより、面積比𝐴p 𝐴d⁄ は以下のように表せる。 

𝐴p

𝐴d
=

〈Σd,𝑘𝜓̃p〉

〈Σd,𝑘𝜓d〉

=

∑
𝒮𝑛

𝛼𝑛
〈Σd,𝑘𝜓𝑛 〉∞

𝑛=0

∑
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚
∑

〈Ψ𝑚
† 𝐅𝑖 𝜓̃𝑝〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉6
𝑖=1

∞
𝑚=0

 

(4-50) 

(4-50)式に(4-30)式の𝜓𝑝を代入することで、𝐴p 𝐴d⁄ は以下のように変形できる。 

𝐴p

𝐴d
=

∑
𝒮𝑛

𝛼𝑛
〈Σd,𝑘𝜓𝑛 〉∞

𝑛=0

∑ ∑
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚

𝒮𝑛

𝛼𝑛
∑

〈Ψ𝑚
† 𝐅𝑖𝜓𝑛 〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

6
𝑖=1 〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉∞

𝑛=0
∞
𝑚=0

 (4-51) 

ここで、(4-50)式の即発中性子成分面積〈Σd,𝑘𝜓p〉において、仮に何らかの方法により基本モー

ド成分
𝒮0

𝛼0
〈Σd,𝑘𝜓0〉を抽出できたと仮定すると、(4-50)式は以下のように書き直せる。 

𝐴p

𝐴d
=

𝒮0

𝛼0
〈Σd,𝑘𝜓0〉

∑ ∑
𝑘𝑚

1 − 𝑘𝑚

𝒮𝑛

𝛼𝑛
∑

〈Ψ𝑚
† 𝐅𝑖𝜓𝑛〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

6
𝑖=1 〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉∞

𝑛=0
∞
𝑚=0

=
−𝜌0

∑ ∑
−𝜌0

−𝜌𝑚

𝒮𝑛

𝒮0

𝛼0

𝛼𝑛

〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉
〈Σd,𝑘𝜓0〉

∑
〈Ψ𝑚

† 𝐅𝑖𝜓𝑛〉

〈Ψ𝑚
† 𝐅Ψ𝑚〉

6
𝑖=1  ∞

𝑛=0
∞
𝑚=0

 

(4-52) 

(4-52)式において、次モードの𝑘eff固有値𝑘𝑚を用いて、𝑚次モードの未臨界度(−𝜌𝑚)は以下の
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ように定義される。 

−𝜌𝑚 ≡
1 − 𝑘𝑚

𝑘𝑚
 (4-53) 

(4-52)式において、𝑚 ≠ 0あるいは𝑛 ≠ 0の高次モード成分において|−𝜌0

−𝜌𝑚

𝒮𝑛

𝒮0

𝛼0

𝛼𝑛

〈Σd,𝑘Ψ𝑚〉

〈Σd,𝑘𝜓0〉
| ≪ 1と

近似できる場合、(4-52)式は次のように簡略化できる。 

𝐴p

𝐴d
=

−𝜌0

∑
〈Ψ0

†𝐅𝑖𝜓0〉

〈Ψ0
†𝐅Ψ0〉

6
𝑖=1

 
(4-54) 

ここで、Ψ0と𝜓0に直交性が成り立ちΨ0 ≈ 𝜓0と近似できる場合、(4-54)式は以下式のように

ドル単位の未臨界度として表せる。 

𝐴p

𝐴d
≈

−𝜌0

𝛽eff
 (4-55) 

ここで、(4-55)式右辺の分母𝛽effは以下式で定義され、実効遅発中性子割合と呼ばれる量であ

る。 

𝛽eff ≡ ∑
〈Ψ0

†𝐅𝑖Ψ0〉

〈Ψ0
†𝐅Ψ0〉

6

𝑖=1

 (4-56) 

以上で示した(4-55)式から分かるように、基本モード成分のみを抽出することが出来た場合、

即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子成分面積𝐴dの比がドル単位の未臨界度に相当すること

が分かる。 

 

4.3 面積比の推定手法 

 面積比法では、パルス中性子法の実験結果から即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子成分

面積𝐴dの比𝐴p 𝐴d⁄ を求めることにより、ドル単位の未臨界度を算出する。但し、4.2 節で説

明したように、面積比法でドル単位の未臨界度を適切に推定するためには、パルス中性子法

実験結果における基本モード成分のみを抽出する必要がある。本節では、基本モード成分の

面積比を推定する手法として、従来の外挿面積比法と、本論文で新たに適用を試みた DMD

による面積比の推定方法について説明する。外挿面積比法による面積比の推定方法を 4.3.1

項、DMD による面積比の推定方法を 4.3.2 項で記述する。 

 

4.3.1 外挿面積比法による面積比推定手法 

 本項では、従来法である外挿面積比法[2],[3],[4]による面積比の推定方法について説明す

る。 

 パルス中性子法実験結果におけるパルス中性子打ち込み直後の初期時間ステップでは、

中性子計数率の立ち上がり部分や高次モード成分の減衰部分が存在し、それらの部分が即
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発中性子成分面積𝑨𝐩の値に影響を及ぼす。そこで、従来の外挿面積比法では、マスキング時

間を設定して初期時間ステップを使用せずに、実験結果に対して(4-57)式で Fig. 4-2 のよう

にフィッティングを行い、高次モード成分が含まれている部分を基本モード成分で外挿す

る。 

𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BG (4-57) 

(4-57)式の𝐶0は定数、𝐶BGは遅発中性子による定常項、𝛼は即発中性子減衰定数に対応する。 

 

 

Fig. 4-2 外挿面積比法におけるフィッティングの例 

 

ここで、パルス中性子打ち込み周期を𝜏とすると、即発中性子成分面積𝐴pは(4-57)式の第 1

項𝐶0exp(−𝛼𝑡)を以下式のように0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分することで得られる。 

𝐴p = ∫ 𝐶0exp(−𝛼𝑡)𝑑𝑡
𝜏

0
 (4-58) 

ここで、4.2.1 項の(4-28)式から(4-30)式や、4.2.2項の(4-35)式で示したように、パルス中性子

を一定周期𝜏で打ち込み続けた際の中性子計数率を0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分した結果と、パルス

中性子を 1 ショットだけ打ち込んだ際の中性子計数率を0 ≤ 𝑡 ≤ ∞で時間積分した結果は等

価であると見なせる。従って、(4-58)式は以下のように近似できる。 

𝐴p ≈ ∫ 𝐶0exp(−𝛼𝑡)𝑑𝑡
∞

0
=

𝐶0

𝛼
 (4-59) 

また、遅発中性子成分面積𝐴dは、(4-57)式の第 2 項𝐶BGを0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分することで以

下のように得られる。 

𝐴d = 𝐶BG𝜏 (4-60) 

(4-58)式と(4-60)式より、フィッティングに基づいて、パルス中性子法実験結果における即発

中性子減衰部分の基本モード成分𝐶0exp(−𝛼𝑡)と定常項𝐶BGを推定した場合には、面積比
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𝐴p 𝐴d⁄ は以下のように求めることができる。 

𝐴p

𝐴d
=

𝐶0

𝛼𝐶BG𝜏
 (4-61) 

ここまで説明してきた外挿面積比法では、マスキング時間を設定してフィッティングを

行うことにより、高次モード成分の影響を軽減することを試みている。但し、第 3 章 3.4.4.2

目で示したように、パルス中性子法実験結果にフィッティングを適用すると、設定したマス

キング時間の値によって基本モード成分の𝛼推定結果が変化するという問題がある。(4-61)

式で示されたように、面積比𝐴p 𝐴d⁄ を推定するには基本モード成分の𝛼推定結果が必要とな

るので、外挿面積比法についても設定したマスキング時間の値によって面積比推定結果が

変化するという問題がある。また、同じく第 3 章 3.4.4.2 目より、複数の検出器を用いてパ

ルス中性子法実験結果を取得した場合、フィッティングでは検出器位置によって異なる𝛼推

定結果が得られてしまうことが分かっているため、外挿面積比法についても検出器位置に

よって面積比推定結果が異なると考えられる。従って、マスキング時間や検出器位置に依ら

ず頑健に面積比を推定できる手法の開発が課題となっている。 

 

4.3.2 DMD による面積比推定手法 

 本項では、DMD[5],[6]による面積比の推定方法について説明する。 

 𝑚個の検出器を用いて、時間ステップ幅∆𝑡で𝑛ステップに亘ってパルス中性子法における

中性子計数率を測定した場合を考える。検出器数𝑚と時間ステップ数𝑛の大小関係は𝑚 < 𝑛

とする。この離散的な時系列データを𝑚行𝑛列の行列𝐗として整理する。第 3 章 3.3.4項で有

効性を示したように、遅発中性子による定常成分を差し引くため、行列𝐗の(𝑚 + 1)行目に全

時間ステップに亘って 1 となる定常信号を加える。ここで、行列𝐗の 1 列目から(𝑛 − 1)列目

を取り出した行列を𝐗𝟏:𝒏−𝟏、行列𝐗の 2 列目から𝑛列目を取り出した行列を𝐗𝟐:𝒏として以下式

を仮定する。 

𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐗𝟐:𝒏 (4-62) 

(4-62)式の行列𝐀は時間発展行列である。第 3 章 3.3.2 項で説明したように、時間発展行列𝐀

は以下のように計算できる。 

𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗ (4-63) 

次に、本研究では Exact DMD [6]を採用しているため、時間発展行列𝐀を行列𝐔に射影して行

列𝐀̃を計算する。 

𝐀̃ = 𝐔∗𝐀𝐔 

= 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗𝐔 

= 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1 

(4-64) 

計算された行列𝐀̃を固有値分解することで、𝐀̃の固有値𝜆𝑖と固有ベクトル𝜙⃗̃ 𝑖がが得られる。

なお、𝐀̃は𝐀の相似変換であるので、𝐀と𝐀̃の固有値は等しくなる。こうして得られた固有値

𝜆𝑖により、以下式によって各モード成分の時定数𝜔𝑖に変換できる。 
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𝜆𝑖 = 𝑒𝜔𝑖∆𝑡 

∴ 𝜔𝑖 =
ln(𝜆𝑖)

∆𝑡
 

(4-65) 

また、𝐀の固有ベクトル𝜙⃗ 𝑖と𝐀̃の固有ベクトル𝜙⃗̃ 𝑖について、以下のように整理する。 

𝚽 = (𝜙⃗ 1 𝜙⃗ 2 ⋯ 𝜙⃗ 𝑚+1) (4-66) 

𝚽̃ = (𝜙⃗̃ 1 𝜙⃗̃ 2 ⋯ 𝜙⃗̃ 𝑚+1
) (4-67) 

Exact DMD において、𝚽と𝚽̃の関係は以下式で記述できる。 

𝚽 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝚽̃diag(1/𝜆𝑖) (4-68) 

(4-68)式のdiag(1/𝜆𝑖)は対角成分に固有値𝜆𝑖の逆数を持つ対角行列を表す。 

 ここで、パルス中性子法測定結果における時刻𝑡を𝑡 = 𝑘∆𝑡 (𝑘は 0 以上の整数)と表す。𝐗𝟐:𝒏

における任意の列を𝑥 𝑘とし、(4-62)式を以下式で書き直す。 

𝑥 𝑘 = 𝐀𝑥 𝑘−1

= 𝐀𝑘𝑥 0

= (𝚽𝚲𝚽−1)𝑘𝑥 0

= 𝚽𝚲𝑘𝚽−1𝑥 0

= 𝚽𝚲𝑡/∆𝑡𝚽−1𝑥 0 

(4-69) 

(4-69)式の行列𝚲は以下で表される。 

𝚲 = (

𝜆1 0 … 0

0 𝜆2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … 𝜆𝑚+1

)

= (

𝑒𝜔1∆𝑡 0 … 0
0 𝑒𝜔2∆𝑡 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ ⋮
0 … … 𝑒𝜔𝑚+1∆𝑡

) 

(4-70) 

第 2 章 2.3 節で示したように、(4-69)式は次のように複数のモードの足し合わせとして表現

できる。 

𝑥 (𝑡) = ∑ 𝐶𝑖 𝜙⃗ 𝑖exp(𝜔𝑖𝑡)

𝑚+1

𝑖=1

 (4-71) 

𝐂 = (𝐶1 𝐶2 ⋯ 𝐶𝑚+1)T

= 𝚽−1𝑥 0 
(4-72) 

ここで、𝐶𝑖は𝑖次モード成分の展開係数である。(4-71)式において、高次モード成分を除去す

るためには、遅発中性子による定常成分に対応する 1 番目モード𝐶1𝜙⃗ 1𝑒
𝜔1𝑡 (𝜔1 ≈ 0)と、基

本モード成分に対応する 2番目モード𝐶2𝜙⃗ 2𝑒𝜔2𝑡 (𝜔2 ≡ −𝛼)のみを抽出すれば良い。従って、

高次モード成分を除去した形で(4-71)式を記述すると以下のようになる。 

𝑥 (𝑡) = 𝐶1𝜙⃗ 1exp(𝜔1𝑡) + 𝐶2𝜙⃗ 2exp(𝜔2𝑡)

= 𝐶2𝜙⃗ 2exp(−𝛼𝑡) + 𝐶1𝜙⃗ 1  (∵𝜔1 ≈ 0,𝜔2 ≡ −𝛼) 
(4-73) 

以上で導出した式変形では、パルス中性子打ち込み時刻𝑡 = 0から測定された中性子計数
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率の時系列データを全て利用した場合を想定している。ここで、外挿面積比法と同様にマス

キング時間𝑡maskを設定して、時刻𝑡 = 0から𝑡 = 𝑡maskまでの時間ステップについて DMD の

処理から削除する場合について考えることとする。マスキングを行った場合、DMD におけ

る行列𝐗の 1 列目のデータが時刻𝑡 = 𝑡maskに対応する。従って、マスキング時間𝑡maskを設定

した場合、DMD による展開式は以下式のように(4-73)式を𝑡maskだけ平行移動させた式とな

る。 

𝑥 (𝑡) = 𝐶2𝜙⃗ 2exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)} + 𝐶1𝜙⃗ 1 (4-74) 

パルス中性子打ち込み周期を𝜏とすると、即発中性子成分面積𝐴pは、(4-74)式の第 1 項

exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)}を以下式のように0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分することで得られる。 

𝐴p = ∫ |𝐶2||𝜙⃗ 2|exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)}𝑑𝑡
𝜏

0
 (4-75) 

4.3.1 項で述べたように、パルス中性子を一定周期𝜏で打ち込み続けた際の中性子計数率を

0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分した結果と、パルス中性子を 1 ショットだけ打ち込んだ際の中性子計

数率を0 ≤ 𝑡 ≤ ∞で時間積分した結果は等価であると見なせる。従って、(4-75)式は以下のよ

うに近似できる。 

𝐴p ≈ ∫ |𝐶2||𝜙⃗ 2|exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)}𝑑𝑡
∞

0
=

|𝐶2||𝜙⃗ 2|exp(𝛼𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)

𝛼
 (4-76) 

また、遅発中性子成分面積𝐴dは、(4-74)式の第 2 項𝐶1𝜙⃗ 1を0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分することで、

以下のように表せる。 

𝐴d = ∫ |𝐶1||𝜙⃗ 1|𝑑𝑡
𝜏

0

= |𝐶1||𝜙⃗ 1|𝜏 

(4-77) 

(4-75)式と(4-77)式より、DMD を用いてパルス中性子法測定結果における定常成分と基本モ

ード成分を抽出した場合には、面積比𝐴p 𝐴d⁄ は以下のように求めることができる。 

𝐴p

𝐴d
=

|𝐶2||𝜙⃗ 2|exp(𝛼𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)

𝛼|𝐶1||𝜙⃗ 1|𝜏
 (4-78) 

 

4.4 KUCA パルス中性子法実験結果に対する面積比法の適用 

 本節では、2019 年 10 月 21 日(月)から同年 11 月 1 日(金)までの期間に京都大学臨界集合

体実験装置(KUCA)で取得したパルス中性子法実験結果に対して、面積法を適用した結果に

ついて説明する。第 3 章 3.4 節で KUCA のパルス中性子法実験結果を用いて DMD により

基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼を推定したように、本節では同じパルス中性子法実

験結果に対して DMD を適用することにより、基本モード成分の面積比を推定可能か確認す

ることを目的する。本節では、始めに 4.4.1 項において、第 3 章 3.4.2 項で説明した KUCA

パルス中性子法実験における実験体系について簡単に纏め直す。その後、4.4.2 項で未臨界
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度の異なる 2 つの実験体系でパルス中性子法実験を実施した結果と、2 つの実験体系で取得

したパルス中性子法測定結果に対して外挿面積比法と DMD を適用した結果について示す。 

 

4.4.1 実験体系 

 4.4 節において面積比法を適用する実験体系は、第 3 章 3.4.2項で示した KUCAの A架台

における「A1/8”EUEU(3)+LEU炉心」である。A1/8”EUEU(3)+LEU炉心の概略図を Fig. 4-3 に

再掲する。第 3 章 3.4.2 項で説明した通り、A1/8”EUEU(3)+LEU 炉心には、中心部に燃料と

して濃縮ウランのみを含む「1/8”p60EUEU燃料集合体」と「1/8”p10EUEU燃料集合体」、そ

して濃縮ウランと天然ウランを含む「EU-Al-NU-Al-EU燃料集合体」の 3 種類の燃料集合体

を用いている。各燃料集合体の構成については、第 3 章 3.4.2.2 目の Fig. 3-4 から Fig. 3-6で

既に示している。燃料領域の周辺には、減速材・反射体としてポリエチレンが用いられてい

る。ポリエチレン反射体領域には核分裂電離箱(FC#1~#3)が設置されており、パルス中性子

源に近い FC#3 はパルス中性子法の測定には使用しなかった。パルス中性子法の測定には

FC#1,#2 の他に、4 つの BF3検出器(BF3#1~#4)と 4 つの光ファイバー検出器(Fiber#1~#4)を使

用した。BF3 検出器と光ファイバー検出器の設置位置については 4.4.2 項で示す。パルス中

性子源としては、FFAG 加速器(Fixed-Field Alternating Gradient accelerator)と Pb-Bi ターゲッ

トによる核破砕中性子源を用いた。FFAG 加速器のビーム打ち込み周期は 30 Hz であった。 

  



  

79 

 

 

 

Fig. 4-3 A1/8”EUEU(3)+LEU炉心の概略図（再掲） 

 

 また、第 3 章 3.4.3 項で説明したように、Fig. 4-3 の実験体系における制御棒価値は制御棒

落下法[12],[13]、余剰反応度はペリオド法[12],[13]によって測定した。Table. 4-1 に制御棒価

値と余剰反応度の算出結果を示す。制御棒価値と余剰反応度を算出するために用いた崩壊

定数𝜆𝑖と相対収率𝑎𝑖は、Keepin による遅発中性子パラメータ[14]を用いた。Fig. 4-3 より、制

御棒と安全棒は左右対称に配置されているため、対称位置の制御棒と安全棒の制御棒価値

は等しいと仮定した。Table. 4-1 の各値の不確かさはランダムサンプリング法によって評価

した。遅発中性子パラメータ(𝜆𝑖, 𝑎𝑖)とペリオド法で測定したペリオドには正規分布による摂

動、制御棒落下法によって測定した中性子計数率にはポアソン分布による摂動を加えた。𝑎𝑖

を摂動させた場合は、摂動後の𝑎𝑖の総和が 1 となるように規格化した。ランダムサンプリン
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グ法におけるサンプルサイズ𝑁は、ランダムサンプリング法における不確かさの相対統計誤

差が 1 %未満となるように𝑁 = 10,000とした[15]。 

 

Table. 4-1 制御棒価値と余剰反応度の算出結果（再掲） 

制御棒価値 ($) 

C1, S4 1.203 ± 0.041 

C2, S6 0.408 ± 0.014 

C3, S5 0.408 ± 0.014 

余剰反応度 ($) 0.036 ± 0.001 

 

4.4.2 面積比法の測定と解析 

 本項では、KUCAで行ったパルス中性子法実験とその解析結果について述べる。4.4.2.1 目

にて KUCAで実施したパルス中性子法実験の実験条件と実験結果を示し、4.4.2.2 目でパル

ス中性子法の実験結果から従来外挿法と DMD により面積比を推定した結果について説明

する。 

 

4.4.2.1 実験条件・実験結果 

 本項で示すパルス中性子法の実験条件と実験結果は、第 3 章 3.3.4.1 目で示したものと同

様である。KUCAで実施したパルス中性子法実験の実験炉心体系を Fig. 4-4、Fig. 4-4 の各炉

心体系における実験条件を Table. 4-2、パルス中性子法実験結果を Fig. 4-5 に再掲する。Fig. 

4-4、制御棒 C1・C2・C3 のみを挿入した体系を C1C2C3in、全ての制御棒と安全棒を全挿入

した体系を ARI (All Rods In)と呼称している。未臨界が深くなるほど基本モード成分の減衰

は速くなり、高次モード成分との分離が難しくなるため、未臨界が深い体系ほど面積比の推

定結果に高次モード成分による系統誤差(バイアス)が生じると考えられる。従って、未臨界

が浅い体系を C1C2C3in、未臨界が深い体系を ARI として、未臨界度の違いによって外挿面

積比法と DMD の面積比推定結果がどのように変化するのか調べるため 2 つの体系で実験

を行った。Fig. 4-4 に示す通り、パルス中性子法実験の測定には、減速材領域に設置した 4

つの BF3検出器(BF3#1~#4)、燃料領域に設置した 4 つの Fiber 検出器(Fiber#1~#4)、反射体領

域に備え付けられている 2 つの核分裂電離箱(FC#1,#2)を使用した。Table. 4-2 で示した各炉

心体系の未臨界度(−𝜌)は、Table. 4-1 で示した制御棒価値と余剰反応度から算出した。4.4.2.2

目の解析では、Table. 4-2 の未臨界度(−𝜌)の値を面積比の参考値として用いている。Fig. 4-5

の実験結果は、各炉心体系における未臨界定常状態で 1,000 秒間中性子計数率を測定した結

果である。パルス中性子打ち込み周期は 30 Hz だったので、合計 30,000 回のパルス中性子

打ち込み結果の平均を Fig. 4-5 に図示し、平均値の標準誤差を誤差バーとして示している。

標準誤差は中心極限定理に基づいて算出した。なお、Fig. 4-5 におけるパルス中性子打ち込

み後の中性子計数率は、∆𝑡 = 0.0001 s の時間ステップ幅で測定されている。 
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(a) C1C2C3in 

 

(b) ARI 

Fig. 4-4 実験炉心体系（再掲） 
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Table. 4-2 各炉心体系における実験条件（再掲） 

 (a) C1C2C3in (b) ARI 

制御棒 

C1 0 mm C1 0 mm 

C2 0 mm C2 0 mm 

C3 0 mm C3 0 mm 

安全棒 

S4 1200 mm S4 0 mm 

S5 1200 mm S5 0 mm 

S6 1200 mm S6 0 mm 

中心架台 上限 上限 

Am-Be 中性子源 引き抜き 引き抜き 

未臨界度 (−𝜌) 1.983 ± 0.066 $  4.001 ± 0.133 $ 

 

 

(a) C1C2C3in 

 

(b) ARI 

Fig. 4-5 パルス中性子法実験結果（再掲） 
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4.4.2.2 DMD と外挿面積比法による解析 

C1C2C3in におけるパルス中性子法実験結果に対して従来外挿法と DMD を適用した結果

を Fig. 4-6、同様に ARI におけるパルス中性子法実験結果に対して従来外挿法と DMD を適

用した結果を Fig. 4-7 に示す。外挿面積比法による面積比の不確かさは誤差伝播則、DMD

による面積比の統計誤差は第 2 章 2.5 節で説明したランダムサンプリング法によって評価

した。DMD による面積比の不確かさを評価するためのサンプルサイズは 10,000 とした。

Fig. 4-6 と Fig. 4-7 の横軸は、パルス中性子法実験結果の中性子計数率立ち上がり部分と高

次モード減衰部分を削除するために設定したマスキング時間である。従って、Fig. 4-6 と Fig. 

4-7 はマスキング時間に対する面積比推定結果の変動を示した結果となっている。比較のた

め、Table. 4-2 にて示した未臨界度(−𝜌)の値とその不確かさ 1σ 範囲も参考値として Fig. 4-6

と Fig. 4-7 に示している。 

Fig. 4-6 (a)と Fig. 4-7 (a)で示したフィッティングに基づく外挿面積比法の適用結果におい

て、特に BF3 検出器と核分裂電離箱(FC#1,#2)の面積比推定結果では、マスキング時間によ

る面積比推定結果の変動が大きく、参考値との系統的な差異が生じていることから高次モ

ード成分によるバイアスが見られる。マスキング時間に対する面積比の変動が小さく、高次

モード成分の影響が比較的小さい Fiber 検出器の推定結果でも、Fig. 4-7 (a)と Fig. 4-7 (a)の

結果を見ると参考値の 1𝜎範囲から外れた値が推定されており、未臨界が深い ARI の方が参

考値との差異が大きくなっている。これは 4.4.2.1 目で述べたように、未臨界が深くなるほ

ど基本モード成分の減衰が速くなり、基本モード成分と高次モード成分の分離が難しくな

ることで、基本モード成分の面積比推定結果における高次モード成分のバイアスが大きく

なったためと考えられる。また、第 3 章 3.4.4.2 目の従来フィッティング法による𝛼推定結果

と同様に、今回の外挿面積比法においても、検出器毎に面積比推定結果が大きく異なってい

る。面積比の値を一意に決定するためには複数の検出器結果から 1 つだけ選ぶ必要がある

が、事前に参考値が与えられていない場合、どの検出器結果を採用すべきか決定し難い。以

上を纏めると、①マスキング時間に対する面積比推定結果の変動が見られ、ほとんどの推定

結果が参考値の 1𝜎範囲から外れていること、②いずれの検出器結果も参考値から外れた値

が推定されていること、③検出器毎に面積比推定結果が大きく異なることから、今回の外挿

面積比法による推定結果から面積比を一意に推定することは困難である。 

一方、Fig. 4-6 (b)と Fig. 4-7 (b)の DMD による面積比推定結果では、マスキング時間に対

して面積比が概ね一定の値で推定されており、外挿面積比法と比べて高次モード成分のバ

イアスを大幅にを低減することができている。DMD の面積比推定結果は、マスキング時間

に依らず概ね参考値の 1𝜎範囲と一致していることから、DMD によりパルス中性子法実験

結果を(4-74)式のように展開することで、基本モード成分の面積比を頑健に推定可能である

ことが確認された。DMD ではマスキング時間による面積比推定結果の変動が小さく、複数

の検出器結果から 1 つの面積比を推定することができるため、第 3 章 3.4.4.2 目の DMD に

よる𝛼推定結果と同様に、DMD による面積比推定結果は不確かさが最小となるマスキング
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時間を選べば良い。Fig. 4-6 (b)と Fig. 4-7 (b)において面積比の統計誤差が最小となるマスキ

ング時間と、そのマスキング時間における面積比推定結果を Table. 4-3 に纏めた。DMD は

従来外挿法とは異なり面積比推定結果を一意に決定することができることから、DMD は従

来外挿法の課題を克服していることが分かる。 

 

 

(a) 外挿面積比法 

 

(b) DMD 

Fig. 4-6  C1C2C3in における面積比推定結果 
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(a) 外挿面積比法 

 

(b) DMD 

Fig. 4-7 ARI における面積比推定結果 

 

Table. 4-3 DMD による面積比推定結果 

 C1C2C3in ARI 

マスキング時間 (s) 0.0012 0.0013 

面積比推定結果 ($) 1.889 ± 0.005  4.156 ± 0.043 

 

DMD による面積比推定結果は、いずれのマスキング時間においても参考値の 1𝜎範囲と

一致したため、DMD を用いることで Fig. 4-5 のパルス中性子法実験結果を高次モード成分

の影響を低減した形で Fig. 4-5 展開することができたと考えられる。このことを確認するた

め、マスキング時間 0.0001 s において、C1C2C3in の実験結果を(4-71)式で展開した結果(全

モードで展開した結果)と(4-73)式で展開した結果(1 番目と 2 番目のモードのみで展開した

結果)を Fig. 4-8、ARI の実験結果を DMD で同様に展開した結果を Fig. 4-9 に示す。Fig. 4-8

と Fig. 4-9 では、DMD による展開結果をプロット線で示し、比較として Fig. 4-5 のパルス中
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性子法測定結果をプロット点で示している。全モードで展開した Fig. 4-8 (a)と Fig. 4-9 (a)に

おいて、DMD による展開結果は、中性子計数率の立ち上がり部分も含めて Fig. 4-5 のパル

ス中性子法実験結果を再現することが出来ている。一方、高次モード成分を除去して 1 番目

と 2 番目のモードのみで展開した Fig. 4-8 (b)と Fig. 4-9 (b)では、対数目盛において中性子計

数率が直線的に減衰している部分と定常部分しか見られないことから、中性子計数率の立

ち上がり部分と高次モード減衰部分は除かれており、元のパルス中性子法実験結果におい

て支配的な時間変化構造が抽出されていることが分かる。従って、1 番目と 2 番目のモード

のみを抽出してパルス中性子法実験結果を展開することにより、高次モード成分の影響を

低減した形で即発中性子成分面積𝐴pを推定することができたため、DMD で面積比を頑健に

推定することが可能になったと言える。 

 

  

(a) 全モードで展開 

  

(b) 1 番目と 2 番目のモードのみで展開 

Fig. 4-8 C1C2C3in の実験結果を DMD によって展開した結果 
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(a) 全モードで展開 

  

(b) 1 番目と 2 番目のモードのみで展開 

Fig. 4-9 ARI の実験結果をDMD によって展開した結果 

 

4.5 本章のまとめ 

 本章では、主に面積比法の理論式の導出、外挿面積比法と DMD による面積比の推定方法、

KUCA で取得したパルス中性子法実験結果に対して面積比法を適用した結果について説明

した。  

 4.1 節では、本章の概要を説明した。 

 4.2 節では、パルス中性子法実験結果における即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子成分面

積𝐴dの理論式を導出し、面積比𝐴p 𝐴d⁄ がドル単位未臨界度に相当することを示した。即発中

性子成分面積比𝐴pは、𝛼固有値方程式における固有関数𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を用いてパルス中性子打

ち込み後の即発中性子束𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)を導出し、𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡)を0 ≤ 𝑡 ≤ ∞で時間積分した

𝜓p(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )と巨視的検出反応断面積Σd,𝑘(𝑟 , 𝐸)の積を全位相空間で積分することにより導出

した。遅発中性子成分面積𝐴dは、𝑘eff固有値方程式における固有関数Ψ𝑚(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )を用いてパ
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ルス中性子打ち込み後の遅発中性子束𝜓d(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ,𝑡)を0 ≤ 𝑡 ≤ ∞で時間積分した𝜓̃d(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )

を導出し、𝜓̃d(𝑟 ,𝐸, Ω⃗⃗ )とΣd,𝑘(𝑟 , 𝐸)の積を全位相空間で積分することで導出した。このよう

にして導出した𝐴pと𝐴dから面積比𝐴p 𝐴d⁄ の理論式を示した。𝐴p 𝐴d⁄ の理論式において、即発

中性子成分面積の基本モード成分を何らかの手法で抽出することができれば、面積比𝐴p 𝐴d⁄

はドル単位の未臨界度(−𝜌 𝛽eff⁄ )に相当することを示した。 

 4.3 節では、従来法である外挿面積比法と、本研究で新たに考案した DMD による面積比

の推定方法について説明した。外挿面積比法では、マスキング時間を設定してパルス中性子

法の中性子計数率𝐶(𝑡)において高次モード成分が残存している時間ステップを削除した上

で、フィッティング式𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BGを用いてパルス中性子法実験結果の高次モ

ード成分が含まれている部分を基本モード成分で外挿する。フィッティングにより𝛼,𝐶0,𝐶BG

を推定し、フィッティング式の第 1 項𝐶0𝑒
−𝛼𝑡と第 2 項𝐶BGをそれぞれ0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏 (𝜏：パルス中

性子打ち込み周期)で時間積分することで𝐴pと𝐴dを計算し、面積比𝐴p 𝐴d⁄ を求めることでド

ル単位未臨界度を推定する。一方、DMD では、始めは Simmons-King 法に対する適用方法

と同様に、複数の検出器で測定した𝐶(𝑡)から行列𝐗を作成し、遅発中性子による定常成分の

影響を差し引くため全時間ステップに渡って 1 となる定常信号を行列𝐗に追加した。定常信

号を追加した行列𝐗から Exact DMD により時間発展行列𝐀を求め、𝐀の固有値分解により各

モード成分の固有値𝜆𝑖・固有ベクトル𝜙⃗ 𝑖を得る。各モード成分の固有値𝜆𝑖は𝜔𝑖 = ln (𝜆𝑖) ∆𝑡⁄  

(∆𝑡：𝐶(𝑡)の時間ステップ幅)という式によって各モード成分の時定数𝜔𝑖に変換する。ここで、

𝐀 の固有値と固有ベクトルから定常信号を追加した時系列データを 𝑥 (𝑡) =

∑ 𝐶𝑖 𝜙⃗ 𝑖exp(𝜔𝑖𝑡)
𝑚+1
𝑖=1  (𝐶𝑖：𝑖次モード成分の展開係数)という式に展開する。高次モード成分を除

去するため、遅発中性子による定常成分に対応する1番目モード𝐶1𝜙⃗ 1exp(𝜔1𝑡) (𝜔1 ≈ 0)と、

基本モード成分に対応する 2 番目モード𝐶2𝜙⃗ 2exp(𝜔2𝑡) (𝜔2 ≡ −𝛼)のみを抽出して、時系列

データを𝑥 (𝑡) = 𝐶2𝜙⃗ 2exp(−𝛼𝑡) + 𝐶1𝜙⃗ 1と展開する。なお、外挿面積比法と同様にマスキング

時間𝑡maskを設定する場合は、時系列データを𝑥 (𝑡) = 𝐶2𝜙⃗ 2exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)} + 𝐶1𝜙⃗ 1という

式で展開する。DMD により展開された時系列データ𝑥 (𝑡)の第 1 項𝐶2𝜙⃗ 2exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)}

と第 2 項𝐶1𝜙⃗ 1をそれぞれ0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分することで𝐴pと𝐴dを計算し、面積比𝐴p 𝐴d⁄ を

高次モード成分の影響を低減した形で推定することとした。 

4.4 節では、KUCAで取得したパルス中性子法実験結果に対して面積比法を適用した結果

について説明した。4.4 節で面積比法を適用した実験体系は、第 3 章 3.4.2 項で示したもの

と同様であり、KUCAの A架台における「A1/8”EUEU(3)+LEU炉心」で実験を行った。パル

ス中性子法実験の測定には、減速材領域に設置した BF3検出器 4 個、燃料領域に設置した光

ファイバー検出器 4個、反射体領域に備え付けられている核分裂電離箱(FC)2 個を使用した。

実験体系における制御棒価値は制御棒落下法により測定し、余剰反応度はペリオド法によ

り測定した。今回のパルス中性子法実験では、未臨界度の違いによって外挿面積比法とDMD

による面積比推定結果がどのように変化するのか調べるため、制御棒 C1・C2・C3 のみを全

挿入した体系(C1C2C3in)と、全ての制御棒と安全棒を全挿入した体系(ARI)で測定を行った。
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パルス中性子法実験結果に対して外挿面積比法を適用した結果、推定された面積比の値は

マスキング時間に対して大きく変動し、検出器毎に面積比推定結果が大きく異なっていた

ことから、参考値が予め与えられていなければ面積比の値を一意に決定することが困難で

あった。一方 DMD を適用した結果、マスキング時間に対して面積比が概ね一定の値で推定

されており、従来外挿法と比べて高次モード成分のバイアスを大幅に低減することができ

た。DMD による面積比推定結果はマスキング時間に依らず参考値の 1𝜎範囲で一致してい

るため、DMD による面積比の値は不確かさが最小となる推定結果を選べば良く、C1C2C3in

では 1.889 ± 0.005 ($)、ARI では 4.156 ± 0.043 ($)となった。また、パルス中性子法実験結果

を DMD により展開した結果、全モードで展開した場合は中性子計数率の立ち上がり部分も

含めて実験結果を再現することができた。一方、DMD で得られた 1 番目と 2 番目のモード

のみで展開した場合は、中性子計数率の立ち上がり部分と高次モード成分の減衰部分は除

去できており、元の時系列データにおいて支配的な時間変化構造が抽出された。従って、時

系列データを複数のモードに分解した上で、1 番目と 2 番目のモードのみを抽出して時系列

データを展開することにより、高次モード成分の影響を排除した形で即発中性子成分面積

𝐴pを推定できるので、DMD で面積比を頑健に推定することが可能となったと考えられる。 
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第5章 Rossi-α法に対する DMD の適用  

 

5.1 本章の概要 

 本章では、即発中性子減衰定数𝛼を測定するための実験手法の一つである Rossi-α 法[1]の

理論と、京都大学臨界集合体実験装置(Kyoto University Critical Assembly: KUCA)にて実際に

行った原子炉雑音測定実験結果に対して Dynamic Mode Decomposition (DMD)を適用し、基

本モード成分の𝛼を推定した結果について述べる。  

 第 1 章 1.1.2 項で説明したように、Rossi-α 法では原子炉雑音測定結果から中性子検出時間

間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成し、従来手法では𝑃(𝜏)に対して指数関数でフィッティングする

ことで即発中性子減衰定数𝛼を推定する。𝛼の推定にフィッティングを用いるということは、

Simmons-King 法[2]における従来フィッティング法と同様に、𝛼の推定結果に高次モード成

分による系統的差異(バイアス)が存在する可能性がある。また、第 3 章 3.4.4.2 目で示したよ

うに、従来フィッティング法で複数の検出器を使用した場合、検出器の位置によってそれぞ

れ異なる𝛼の値が推定され、事前に𝛼の参考値が与えられなければ𝛼推定結果を一意に決定す

ることが難しい。そこで、Rossi-α 法に対しても Dynamic Mode Decomposition (DMD) [3],[4]

の適用を試み、Rossi-α 法における従来フィッティング法の課題を DMD により解決可能か

確認することを本章の目的とする。 

5.2 節では、Rossi-α 法における頻度分布𝑃(𝜏)の理論式の導出を行う。𝑃(𝜏)の理論式の導出

に当たって、まず 1 時点検出確率と 2 時点検出確率について説明し、それぞれの確率の導

出を行う。その後、導出した 1 時点検出確率と 2 時点検出確率から𝑃(𝜏)の理論式の導出を行

う。 

5.3 節では、Rossi-α 法における頻度分布𝑃(𝜏)から即発中性子減衰定数𝛼を推定する手法に

ついて纏める。本節では、𝛼の推定手法として、従来法であるフィッティング法と、本論文

で新たに適用を試みた DMD による𝛼の推定方法を纏める。 

5.4 節では、KUCAで行った原子炉雑音測定実験とその解析結果について述べる。最初に

KUCA で行った原子炉雑音測定実験の実験炉心体系・燃料集合体の構成・使用した検出器

と計測機器について纏める。次に、制御棒落下法による制御棒価値測定結果、ペリオド法に

よる余剰反応度の測定結果を示す。その次に、制御棒・安全棒の挿入条件などを変更し、様々

な実験条件において原子炉雑音を測定した結果について述べる。本節では、①実験体系を臨

界にした状態、②実験体系における全ての制御棒・安全棒を全挿入した状態、③実験体系の

運転が停止した状態における Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を示し、それぞれの測定で得た𝑃(𝜏)に

対して DMD と従来フィッティング法を適用した結果について説明する。 

 最後に、5.6 節で本章のまとめを述べる。  
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5.2 Rossi-α法の理論 

 第 1 章 1.1.2 項で説明したように、Rossi-α 法では原子炉雑音測定結果から中性子が検出さ

れた 2 時点の検出時間間隔𝜏を計算し、検出された全ての中性子の組み合わせについて検出

時間間隔𝜏を求めて、𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成することで即発中性子減衰定数𝛼を得る。本項

では、Rossi-α 法における頻度分布𝑃(𝜏)の理論式を 1 時点検出確率と 2 時点検出確率から導

出する。1時点検出確率については 5.2.1項、2時点検出確率については 5.2.2項で説明する。

5.2.3 項では、5.2.1 項と 5.2.2 項で導出した 1 時点検出確率と 2 時点検出確率から𝑃(𝜏)の理

論式を導出する。 

 

5.2.1 1 時点検出確率 

 1 時点検出確率𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1とは、定常未臨界状態において時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1に 1 個の中性子が

検出される確率である[5]。ここで、位置𝑟 𝑠における中性子投入頻度が𝑆(𝑟 𝑠)となる外部中性子

源が存在する定常未臨界体系を考える。この体系において、Fig. 5-1 のように時刻𝑡𝑠で外部

中性子源による中性子が投入された後、時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1で中性子が検出される確率

𝑃1(𝑡1, 𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡𝑠を求める。Fig. 5-1 における中性子の検出は、投入された中性子が直接検出さ

れる場合だけではなく、投入された中性子によって発生した核分裂連鎖反応による子孫中

性子が検出される場合も含む。 

 

 

Fig. 5-1 1 時点中性子検出過程 

  

確率𝑃1(𝑡1, 𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡𝑠を求めるに当たって、まず時刻𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠に外部中性子源によ

る中性子が投入される確率を𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠とする。次に、外部中性子源から𝑞個の中性子が投

入される確率を𝑝𝑠(𝑞)とすると、外部中性子源から発生する中性子数の期待値は∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)∞
𝑞=0

と表せる。また、外部中性子源によりエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠の中性子が投入される確率を

(𝜒𝑠(𝐸𝑠) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑠𝑑Ω⃗⃗ 𝑠とする。ただし、𝜒𝑠(𝐸)は外部中性子源から発生する中性子のエネルギー

スペクトルを表す。ここで、第 3 章 3.2.1 項で導出したグリーン関数[5]を導入すると、時刻

𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠にエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠の中性子が 1 個投入された場合に、その後の時刻

𝑡1における位置𝑟 1、エネルギー𝐸1、方向Ω⃗⃗ 1の中性子数は以下のように表せる。 
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𝐺(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1,𝑡1|𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠 , 𝑡𝑠) = ∑ 𝜓𝑛(𝑟 1,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)𝑒

−𝛼𝑛(𝑡1−𝑡𝑠)

∞

𝑛=0

 (5-1) 

(5-1)式の𝛼𝑛は𝑛次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑛(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)は𝛼𝑛に対応する𝑛次モー

ド成分の固有関数、𝜓𝑛
†(𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)は𝛼𝑛に対応する𝑛次モード成分の随伴固有関数である。最

後に、位相空間(𝑟 1 , 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1, 𝑡1)に存在する中性子が検出される確率は、巨視的検出反応断面積

Σd(𝑟 1, 𝐸1)を用いてv(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1)と表せる。v(𝐸1)はエネルギー𝐸1の中性子速度である。 

以上より、①時刻𝑡𝑠、位置𝑟 𝑠で外部中性子源による中性子が投入される確率𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠、

②外部中性子源から発生する中性子数の期待値∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)∞
𝑞=0 、③外部中性子源による中性子

がエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠に投入される確率(𝜒𝑠(𝐸𝑆) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑠𝑑Ω⃗⃗ 𝑠、④(5-1)式で記述されるグリ

ーン関数𝐺(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1 ,𝑡1|𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠 ,𝑡𝑠)、⑤位相空間(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1 ,𝑡1)の中性子が検出される確率

v(𝐸1)Σd(𝑟 1,𝐸1)を掛け合わせ、その積を全空間・全エネルギー・全方向で積分することによ

り、時刻 𝑡𝑠で中性子が投入された後に時刻 𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1で中性子が検出される確率

𝑃1(𝑡1, 𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡𝑠が以下のように表せる。 

𝑃1 (𝑡1 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡𝑠 

= ∫ 𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠
𝑉

∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)

∞

𝑞=0

∫ 𝑑𝐸𝑠

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑠
4𝜋

𝜒𝑠(𝐸𝑠)

4𝜋
 

× ∫ 𝑑𝑟 1
𝑉

∫ 𝑑𝐸1

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 1
4𝜋

v(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1)∑ 𝜓𝑛(𝑟 1,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)𝑒

−𝛼𝑛(𝑡1−𝑡𝑠)

∞

𝑛=0

 

(5-2) 

外部中性子による中性子の投入は時刻−∞~𝑡1の間に起こり得るので、(5-2)式において𝑡𝑠を区

間(−∞, 𝑡1)で時間積分することにより、時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1に中性子が検出される 1 時点検出確

率𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1を以下のように求めることができる。 

𝑃1 (𝑡1)𝑑𝑡1 = ∫ 𝑃(𝑡1 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡𝑠

𝑡1

−∞

= ∑
𝑆𝑛𝐷𝑛

𝛼𝑛

∞

𝑛=0

𝑑𝑡1 

(5-3) 

𝑆𝑛 ≡ ∫ 𝑆(𝑟 )𝑑𝑟 
𝑉

∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)

∞

𝑞=0

Ψ𝑠,𝑛
† (𝑟 ) (5-4) 

Ψ𝑠,𝑛
† (𝑟 ) ≡ ∫ 𝑑𝐸

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 
4𝜋

𝜒𝑠(𝐸)

4𝜋
𝜓𝑛

†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (5-5) 

𝐷𝑛 ≡ ∫ 𝑑𝑟 
𝑉

∫ 𝑑𝐸
∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 
4𝜋

v(𝐸)Σd(𝑟 , 𝐸)𝜓𝑛(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (5-6) 

(5-4)式の𝑆𝑛は単位時間当たりに外部中性子源によって n 次モード成分の中性子が投入され

る確率、(5-5)式のΨ𝑠,𝑛
† (𝑟 )は位置𝑟 で外部中性子源により投入された n 次モード成分の随伴中

性子束、(5-6)式の𝐷𝑛は単位時間当たりに n 次モード成分の中性子が検出される確率を表す

[5]。 
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5.2.2 2 時点検出確率 

2 時点検出確率𝑃2(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2とは、定常未臨界状態において時刻 𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻

𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2に中性子のペアが検出される確率である[5]。本項では、検出された中性子ペア

が別の核分裂連鎖系に属する場合(非相関の中性子ペアを検出する場合)の2時点検出確率を

5.2.2.1 目、検出された中性子ペアが同じ核分裂連鎖系に属する場合(相関を持つ中性子ペア

を検出する場合)の 2 時点検出確率を 5.2.2.2 目でそれぞれ説明する。 

 

5.2.2.1 非相関の中性子ペアが検出される確率 

 Fig. 5-2 のように、時刻𝑡𝑠1と時刻𝑡𝑠2で体系に独立に投入された 2 つの異なる中性子、また

はそれらの中性子によって発生した 2 つの独立な核分裂連鎖系に属する子孫中性子がそれ

ぞれ時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出されるケースを考える。 

 

 

Fig. 5-2 独立に投入された 2 つの中性子による 2時点検出過程 

 

 まず、1 つ目の核分裂連鎖系に属する中性子が時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1で検出される確率は 5.2.1

項で導出した 1 時点検出確率より𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1で表される。同様に、2 つ目の核分裂連鎖系に属

する中性子は𝑃1(𝑡2)𝑑𝑡2と表せる。2 つの核分裂連鎖系は独立であるため、検出された中性子

ペアが別の核分裂連鎖系に属する確率、すなわち非相関の中性子ペアが検出される確率

𝑃𝑢(𝑡1, 𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2は以下のように表せる。 

𝑃𝑢(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 = 𝑃1(𝑡1)𝑃1(𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 (5-7) 

 

5.2.2.2 相関を持つ中性子ペアが検出される確率 

検出された中性子ペアが相関を持つケースとして、①同一の核分裂連鎖系が核分裂反応で

分岐して 2 つの中性子が検出されるケース、②外部中性子源により同時に投入された中性

子によって核分裂連鎖系が分岐して 2 つの中性子が検出されるケースがある。本項では、そ

れぞれのケースにおける 2 時点検出確率について説明する。 
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 同一の核分裂連鎖系が核分裂反応で分岐するケース 

Fig. 5-3 に示すように時刻𝑡𝑠で体系に中性子が投入され、時刻𝑡𝑓で核分裂反応によって核

分裂連鎖系が分岐し、分岐した核分裂連鎖系に属する中性子がそれぞれ時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時

刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出される確率𝑃𝑓(𝑡1,𝑡2 ,𝑡𝑠 ,𝑡𝑓)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑓を求める。 

 

 

Fig. 5-3 同一の核分裂連鎖系が核分裂反応で分岐した時の 2 時点検出過程 

 

確率𝑃𝑓(𝑡1 ,𝑡2 ,𝑡𝑠 ,𝑡𝑓)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑓を求めるに当たって、まず時刻𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠に外部中

性子源による中性子が投入される確率を𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠とする。次に、外部中性子源から𝑞個の

中性子が投入される確率を𝑝𝑠(𝑞)とすると、外部中性子源から発生する中性子数の期待値は

∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)∞
𝑞=0 と表せる。また、外部中性子源によりエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠の中性子が投入され

る確率を(𝜒𝑠(𝐸𝑠) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑠𝑑Ω⃗⃗ 𝑠とする。ここで、グリーン関数を導入すると、時刻𝑡𝑠において

位置𝑟 𝑠にエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠の中性子が 1 個投入された場合に、その後の時刻𝑡𝑓における

位置𝑟 𝑓、エネルギー𝐸𝑓、方向Ω⃗⃗ 𝑓の中性子数は以下のように表せる。 

𝐺(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓 , Ω⃗⃗ 𝑓 , 𝑡𝑓|𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠 ,𝑡𝑠) = ∑ 𝜓𝑙(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓 , Ω⃗⃗ 𝑓)𝜓𝑙
†(𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)𝑒

−𝛼𝑙(𝑡𝑓−𝑡𝑠)

∞

𝑙=0

 (5-8) 

(5-8)式の𝛼𝑙は l 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑙(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓 , Ω⃗⃗ 𝑓)は𝛼𝑙に対応する l 次モー

ド成分の固有関数、𝜓𝑙
†(𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)は𝛼𝑙に対応する l 次モード成分の随伴固有関数である。位

相空間(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓 , Ω⃗⃗ 𝑓 , 𝑡𝑓)に存在する中性子が核分裂反応を起こす確率は、巨視的核分裂反応断面

積Σ𝑓(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓)を用いてv(𝐸𝑓)Σ𝑓(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓)と表せる。v(𝐸𝑓)はエネルギー𝐸𝑓の中性子速度である。こ

こで、核分裂反応により𝜈個の中性子が発生する確率を𝑝𝑓(𝜈, 𝐸𝑓)とすると、時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1

と時刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出される中性子の先祖の組み合わせは𝜈(𝜈 − 1)通りとなるので、異な

る 2 時刻で検出される中性子の先祖数の期待値は∑ 𝜈(𝜈 − 1)𝑝𝑓(𝜈, 𝐸𝑓)∞
𝜈=0 となる。核分裂反応

が起こった際、エネルギー𝐸𝑓
′、方向Ω⃗⃗ 𝑓

′の中性子が発生する確率を(𝜒𝑓(𝐸𝑓
′) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑓

′𝑑Ω⃗⃗ 𝑓
′とする。

𝜒𝑓(𝐸𝑓)は核分裂スペクトルを表す。核分裂反応により、時刻𝑡𝑓において位置𝑟 𝑓にエネルギー

𝐸𝑓
′、方向Ω⃗⃗ 𝑓

′の中性子が 1 個投入された場合に、その後の時刻𝑡1における位置𝑟 1、エネルギー

𝐸1、方向Ω⃗⃗ 1の中性子数はグリーン関数より以下のように表せる。 

𝐺(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1 ,𝑡1|𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓
′ , Ω⃗⃗ 𝑓

′ , 𝑡𝑓) = ∑ 𝜓𝑚(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑚
† (𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′ , Ω⃗⃗ 𝑓
′ )𝑒−𝛼𝑚(𝑡1−𝑡𝑓)

∞

𝑚=0

 (5-9) 
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(5-9)式の𝛼𝑚は m 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑚(𝑟 1, 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)は𝛼𝑚に対応する m 次

モード成分の固有関数、𝜓𝑚
† (𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′ , Ω⃗⃗ 𝑓
′ )は𝛼𝑚に対応する m 次モード成分の随伴固有関数であ

る。位相空間(𝑟 1 , 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1, 𝑡1)に存在する中性子が検出される確率は、巨視的検出反応断面積

Σd(𝑟 1, 𝐸1)を用いてv(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1)と表せる。v(𝐸1)はエネルギー𝐸1の中性子速度である。また、

核分裂反応によりエネルギー𝐸𝑓
′′、方向Ω⃗⃗ 𝑓

′′の中性子が発生する確率を(𝜒𝑓(𝐸𝑓
′′) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑓

′′𝑑Ω⃗⃗ 𝑓
′′と

する。核分裂反応により、時刻𝑡𝑓において位置𝑟 𝑓にエネルギー𝐸𝑓
′′、方向Ω⃗⃗ 𝑓

′′の中性子が 1 個投

入された場合に、その後の時刻𝑡2における位置𝑟 2、エネルギー𝐸2、方向Ω⃗⃗ 2の中性子数はグリ

ーン関数より以下のように表せる。 

𝐺(𝑟 2 ,𝐸2 , Ω⃗⃗ 2 ,𝑡2|𝑟 𝑓 ,𝐸𝑓
′′, Ω⃗⃗ 𝑓

′′,𝑡𝑓) = ∑ 𝜓𝑛(𝑟 2, 𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′′, Ω⃗⃗ 𝑓
′′)𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡𝑓)

∞

𝑛=0

 (5-10) 

(5-10)式の𝛼𝑛は n 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑛(𝑟 2 ,𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)は𝛼𝑛に対応する n次モ

ード成分の固有関数、𝜓𝑛
†(𝑟 𝑓 ,𝐸𝑓

′′, Ω⃗⃗ 𝑓
′′)は𝛼𝑛に対応するn次モード成分の随伴固有関数である。

位相空間(𝑟 2 , 𝐸2 , Ω⃗⃗ 2, 𝑡2)に存在する中性子が検出される確率は、巨視的検出反応断面積

Σd(𝑟 2 ,𝐸2)を用いてv(𝐸2)Σd(𝑟 2 ,𝐸2)と表せる。v(𝐸2)はエネルギー𝐸2の中性子速度である。 

 これまでの説明で定義してきた確率、期待値、グリーン関数を掛け合わせ、全空間・全エ

ネルギー・全方向で積分することにより、確率𝑃𝑓(𝑡1 ,𝑡2 ,𝑡𝑠 ,𝑡𝑓)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑓を以下のように表

すことができる。 

𝑃𝑓(𝑡1, 𝑡2, 𝑡𝑠 ,𝑡𝑓)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑓 

= ∫ 𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠
𝑉

∑ 𝑞𝑝𝑠(𝑞)

∞

𝑞=0

∫ 𝑑𝐸𝑠

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑠
4𝜋

𝜒𝑠(𝐸𝑠)

4𝜋
 

× ∫ 𝑑𝑟 𝑓
𝑉

∫ 𝑑𝐸𝑓

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑓
4𝜋

v(𝐸𝑓)Σ𝑓(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓) 

× ∑ 𝜈(𝜈 − 1)𝑝𝑓(𝜈, 𝐸𝑓)

∞

𝜈=0

∑ 𝜓𝑙(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓 , Ω⃗⃗ 𝑓)𝜓𝑙
†(𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)𝑒

−𝛼𝑙(𝑡𝑓−𝑡𝑠)

∞

𝑙=0

 

× ∫ 𝑑𝐸𝑓
′

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑓
′

4𝜋

𝜒𝑓(𝐸𝑓
′)

4𝜋
∫ 𝑑𝐸𝑓

′′
∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑓
′′

4𝜋

𝜒𝑓(𝐸𝑓
′′)

4𝜋
 

× ∫ 𝑑𝑟 1
𝑉

∫ 𝑑𝐸1

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 1
4𝜋

v(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1) ∑ 𝜓𝑚(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑚
† (𝑟 𝑓 ,𝐸𝑓

′ , Ω⃗⃗ 𝑓
′ )𝑒−𝛼𝑚(𝑡1−𝑡𝑓)

∞

𝑚=0

 

× ∫ 𝑑𝑟 2
𝑉

∫ 𝑑𝐸2

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 2
4𝜋

v(𝐸2)Σd(𝑟 2, 𝐸2)∑ 𝜓𝑛(𝑟 2 ,𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′′, Ω⃗⃗ 𝑓
′′)𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡𝑓)

∞

𝑛=0

 

(5-11) 

時刻𝑡𝑓における核分裂反応は時刻𝑡𝑠~𝑡1の間のいずれかの時刻で発生し、時刻𝑡𝑠における中性

子の投入は時刻−∞~𝑡1の間のいずれかの時刻で発生する。従って、(5-11)式において𝑡𝑓を区

間(𝑡𝑠 ,𝑡1)、𝑡𝑠を区間(−∞, 𝑡1)で時間積分することで、体系に中性子が投入された後、核分裂反

応によって分岐した核分裂連鎖系に属する中性子がそれぞれ時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻𝑡2~𝑡2 +

𝑑𝑡2で検出される確率𝑃𝑓(𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2を以下のように求めることができる。 
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𝑃𝑓(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 = ∫ ∫ 𝑃𝑓(𝑡1,𝑡2 ,𝑡𝑠 ,𝑡𝑓)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠𝑑𝑡𝑓

𝑡1

𝑡𝑠

𝑡1

−∞

= ∑ ∑ ∑
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛𝐷𝑚𝐷𝑛

𝛼𝑙(𝛼𝑚 + 𝛼𝑛)
𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡1 )𝑑𝑡1𝑑𝑡2

∞

𝑛=0

∞

𝑚=0

∞

𝑙=0

 

(5-12) 

𝐹𝑙→𝑚𝑛 ≡ ∫ 𝑑𝑟 
𝑉

∫ 𝑑𝐸
∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 
4𝜋

v(𝐸)Σ𝑓(𝑟 , 𝐸)𝜓𝑙(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ )

× ∑ 𝜈(𝜈 − 1)𝑝𝑓(𝜈, 𝐸)

∞

𝜈=0

Ψ𝑓,𝑚
† (𝑟 )Ψ𝑓,𝑛

† (𝑟 ) 

(5-13) 

Ψ𝑓,𝑛
† (𝑟 ) ≡ ∫ 𝑑𝐸

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 
4𝜋

𝜒𝑓(𝐸)

4𝜋
𝜓𝑛

†(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ ) (5-14) 

(5-12)式の𝑆𝑙は(5-4)式で定義しており、𝐷𝑚と𝐷𝑛は(5-6)式で定義している。(5-13)式の𝐹𝑙→𝑚𝑛は、

単位時間当たりに l 次モード成分の中性子が核分裂反応を起こすことにより核分裂連鎖系

が分岐し、m 次モード成分と n 次モード成分の中性子が発生する確率である[5]。(5-14)式の

Ψ𝑓,𝑛
† (𝑟 𝑓)は、位置𝑟 の核分裂反応で発生した n 次モード成分の随伴中性子束を表す[5]。 

 

 同時に投入された中性子により核分裂連鎖系が分岐するケース 

Fig. 5-4 に示すように時刻𝑡𝑠で体系に外部中性子源による中性子が投入され、そのうち 2

個の中性子が引き起こした核分裂反応によって核分裂連鎖系が分岐し、分岐した核分裂連

鎖系に属する中性子がそれぞれ時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出される確率

𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠を求める。 

 

 

Fig. 5-4 同時に投入された中性子により核分裂連鎖系が分岐した時の 2 時点検出過程 

 

 確率𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠を求めるに当たって、まず時刻𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠に外部中性子

源による中性子が投入される確率を𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠とする。次に、外部中性子源から𝑞個の中性

子が投入される確率を𝑝𝑠(𝑞)とすると、時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出される中性

子の先祖の組み合わせは𝑞(𝑞 − 1)通りとなるので、異なる 2 時刻で検出される中性子の先祖

数の期待値は∑ 𝑞(𝑞 − 1)𝑝𝑠(𝑞)∞
𝑞=0 となる。また、外部中性子源によりエネルギー𝐸𝑠、方向 Ω⃗⃗ 𝑠

の中性子が投入される確率を(𝜒𝑠(𝐸𝑠) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑠𝑑Ω⃗⃗ 𝑠とする。ここで、グリーン関数を導入する

と、時刻𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠にエネルギー𝐸𝑠、方向Ω⃗⃗ 𝑠の中性子が 1 個投入された場合に、その



  

98 

 

後の時刻𝑡1における位置𝑟 1、エネルギー𝐸1、方向Ω⃗⃗ 1の中性子数は以下のように表せる。 

𝐺(𝑟 1 , 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1, 𝑡1|𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠 , 𝑡𝑠) = ∑ 𝜓𝑚(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑚
† (𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠 , Ω⃗⃗ 𝑠)𝑒

−𝛼𝑚(𝑡1−𝑡𝑠)

∞

𝑚=0

 (5-15) 

(5-15)式の𝛼𝑚は m 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑚(𝑟 1, 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)は𝛼𝑚に対応する m次

モード成分の固有関数、𝜓𝑚
† (𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′ , Ω⃗⃗ 𝑓
′ )は𝛼𝑚に対応する m 次モード成分の随伴固有関数であ

る。位相空間(𝑟 1 , 𝐸1 , Ω⃗⃗ 1, 𝑡1)に存在する中性子が検出される確率は、巨視的検出反応断面積

Σd(𝑟 1, 𝐸1)を用いてv(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1)と表せる。v(𝐸1)はエネルギー𝐸1の中性子速度である。同様

に、外部中性子源によりエネルギー 𝐸𝑠
′ 、方向 Ω⃗⃗ 𝑠

′ の中性子が投入される確率を

(𝜒𝑠(𝐸𝑠
′) 4𝜋⁄ )𝑑𝐸𝑠

′𝑑Ω⃗⃗ 𝑠
′とする。時刻𝑡𝑠において位置𝑟 𝑠にエネルギー𝐸𝑠

′、方向Ω⃗⃗ 𝑠
′の中性子が 1 個

投入された場合に、その後の時刻𝑡2における位置𝑟 2、エネルギー𝐸2、方向Ω⃗⃗ 2の中性子数は以

下のように表せる。 

𝐺(𝑟 2 , 𝐸2 , Ω⃗⃗ 2 ,𝑡2|𝑟 𝑠 , 𝐸𝑠
′ , Ω⃗⃗ 𝑠

′ ,𝑡𝑠) = ∑ 𝜓𝑛(𝑟 2 ,𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠

′ , Ω⃗⃗ 𝑠
′ )𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡𝑠)

∞

𝑛=0

 (5-16) 

(5-16)式の𝛼𝑛は n 次モード成分の即発中性子減衰定数、𝜓𝑛(𝑟 2 ,𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)は𝛼𝑛に対応する n次モ

ード成分の固有関数、𝜓𝑛
†(𝑟 𝑠 ,𝐸𝑠

′ , Ω⃗⃗ 𝑠
′ )は𝛼𝑛に対応する n 次モード成分の随伴固有関数である。

位相空間(𝑟 2 , 𝐸2 , Ω⃗⃗ 2, 𝑡2)に存在する中性子が検出される確率は、巨視的検出反応断面積

Σd(𝑟 2 ,𝐸2)を用いてv(𝐸2)Σd(𝑟 2 ,𝐸2)と表せる。v(𝐸2)はエネルギー𝐸2の中性子速度である。 

 これまでの説明で定義してきた確率、期待値、グリーン関数を掛け合わせ、全空間・全エ

ネルギー・全方向で積分することにより、確率𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠を以下のように表すこと

ができる。 

𝑃𝑠(𝑡1,𝑡2 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠 

= ∫ 𝑆(𝑟 𝑠)𝑑𝑟 𝑠𝑑𝑡𝑠
𝑉

∑ 𝑞(𝑞 − 1)𝑝𝑠(𝑞)

∞

𝑞=0

 

× ∫ 𝑑𝐸𝑠

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑠
4𝜋

𝜒𝑠(𝐸𝑠)

4𝜋
∫ 𝑑𝐸𝑠

′
∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 𝑠
′

4𝜋

𝜒𝑠(𝐸𝑠
′)

4𝜋
 

× ∫ 𝑑𝑟 1
𝑉

∫ 𝑑𝐸1

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 1
4𝜋

v(𝐸1)Σd(𝑟 1 ,𝐸1) ∑ 𝜓𝑚(𝑟 1 ,𝐸1 , Ω⃗⃗ 1)𝜓𝑚
† (𝑟 𝑓 ,𝐸𝑓

′ , Ω⃗⃗ 𝑓
′ )𝑒−𝛼𝑚(𝑡1−𝑡𝑠)

∞

𝑚=0

 

× ∫ 𝑑𝑟 2
𝑉

∫ 𝑑𝐸2

∞

0

∫ 𝑑Ω⃗⃗ 2
4𝜋

v(𝐸2)Σd(𝑟 2, 𝐸2)∑ 𝜓𝑛(𝑟 2, 𝐸2 , Ω⃗⃗ 2)𝜓𝑛
†(𝑟 𝑓 , 𝐸𝑓

′′, Ω⃗⃗ 𝑓
′′)𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡𝑠)

∞

𝑛=0

 

(5-17) 

時刻𝑡𝑠における中性子の投入は時刻−∞~𝑡1の間のいずれかの時刻で発生し得る。従って、

(5-17)式において𝑡𝑠を区間(−∞, 𝑡1)で積分すると、中性子の投入によって分岐した核分裂連鎖

系に属する中性子がそれぞれ時刻 𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻 𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2で検出される確率

𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2を以下のように求めることができる。 
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𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 = ∫ 𝑃𝑠(𝑡1,𝑡2 ,𝑡𝑠)𝑑𝑡1𝑑𝑡2𝑑𝑡𝑠

𝑡1

−∞

= ∑ ∑
𝑆𝑚𝑛𝐷𝑚𝐷𝑛

𝛼𝑚 + 𝛼𝑛

∞

𝑛=0

∞

𝑚=0

𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡1 )𝑑𝑡1𝑑𝑡2 

(5-18) 

𝑆𝑚𝑛 ≡ ∫ 𝑆(𝑟 )𝑑𝑟 
𝑉

∑ 𝑞(𝑞 − 1)𝑝𝑠(𝑞)

∞

𝑞=0

Ψ𝑠,𝑚
† (𝑟 )Ψ𝑠,𝑛

† (𝑟 ) (5-19) 

(5-19)式の𝑆𝑚𝑛は、単位時間当たりに外部中性子源の中性子投入により核分裂連鎖系が分岐

し、m 次モード成分と n 次モード成分の中性子が発生する確率である[5]。 

 

5.2.3 Rossi-α法の理論式  

 5.2.2 項より、全 2 時点検出確率𝑃2(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2は、独立に中性子が投入されたときの 2時

点検出確率𝑃𝑢(𝑡1, 𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2、核分裂反応によって核分裂連鎖系が分岐した場合の 2 時点検出

確率𝑃𝑓(𝑡1, 𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2、中性子の投入によって核分裂連鎖系が分岐した場合の 2 時点検出確率

𝑃𝑠(𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2を足し合わせることによって(5-20)式のように求められる。 

𝑃2 (𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 

= 𝑃𝑢(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 + 𝑃𝑓(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2 + 𝑃𝑠(𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2

= [𝑃1(𝑡1)𝑃1(𝑡2)+ ∑ ∑ {∑(
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛

𝛼𝑙

)+ 𝑆𝑚𝑛

∞

𝑙=0

}
𝐷𝑚𝐷𝑛

𝛼𝑚 + 𝛼𝑛
𝑒−𝛼𝑛(𝑡2−𝑡1)

∞

𝑛=0

∞

𝑚=0

]𝑑𝑡1𝑑𝑡2 

(5-20) 

ここで、𝜏 = 𝑡2 − 𝑡1と置いて(5-20)式を変数変換する。 

𝑃2 (𝑡1,𝜏)𝑑𝑡1𝑑𝜏 

= [𝑃1(𝑡1)𝑃1(𝜏) + ∑ ∑ {∑(
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛

𝛼𝑙

)+ 𝑆𝑚𝑛

∞

𝑙=0

}
𝐷𝑚𝐷𝑛

𝛼𝑚 + 𝛼𝑛
𝑒−𝛼𝑛𝜏

∞

𝑛=0

∞

𝑚=0

] 𝑑𝑡1𝑑𝜏 
(5-21) 

(5-21)式を 5.2.1 項で導出した 1 時点検出確率𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1で除することにより、中性子が 1 個

検出された後、検出時間間隔𝜏~𝜏 + 𝑑𝜏で別の中性子が検出される条件付き確率𝑃(𝜏)𝑑𝜏が以下

のように求まる。 

𝑃(𝜏)𝑑𝜏 = [𝑃1(𝜏) +

∑ ∑ {∑ (
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛

𝛼𝑙
)+ 𝑆𝑚𝑛

∞
𝑙=0 }𝐷𝑚𝐷𝑛

∞
𝑛=0

∞
𝑚=0

(𝛼𝑚 + 𝛼𝑛)𝑃1(𝑡1)
𝑒−𝛼𝑛𝜏]𝑑𝜏

= [∑
𝑆𝑛′𝐷𝑛′

𝛼𝑛′

∞

𝑛′=0

+

∑ ∑ {∑ (
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛

𝛼𝑙
) + 𝑆𝑚𝑛

∞
𝑙=0 }𝐷𝑚𝐷𝑛

∞
𝑛=0

∞
𝑚=0

(𝛼𝑚 + 𝛼𝑛) (∑
𝑆𝑛′′𝐷𝑛′′

𝛼𝑛′′

∞
𝑛′′=0

)
𝑒−𝛼𝑛𝜏] 𝑑𝜏

= [∑ 𝑃𝑛𝑒−𝛼𝑛𝜏

∞

𝑛=0

+ 𝑃u] 𝑑𝜏 

(5-22) 

(5-22)式の𝑃𝑛は n 次モード成分の展開係数で以下のように定義した。 
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𝑃𝑛 ≡

∑ {∑ (
𝑆𝑙𝐹𝑙→𝑚𝑛

𝛼𝑙
) + 𝑆𝑚𝑛

∞
𝑙=0 }𝐷𝑚𝐷𝑛

∞
𝑚=0

(𝛼𝑚 + 𝛼𝑛) (∑
𝑆𝑛′′𝐷𝑛′′

𝛼𝑛′′

∞
𝑛′′=0

)
 (5-23) 

(5-22)式の∑ 𝑃𝑛𝑒−𝛼𝑛𝜏∞
𝑛=0 は相関項と呼ばれる。また、𝑃uは非相関項と呼ばれ、1 個目の中性子

が検出された後に検出時間間隔𝜏で非相関の中性子が検出される頻度であり、(5-24)式より𝑃u

は一定値となることが分かる。 

𝑃u ≡ ∑
𝑆𝑛′𝐷𝑛′

𝛼𝑛′

∞

𝑛′=0

 (5-24) 

(5-22)式が Rossi-α 法の理論式であり、(5-22)式の𝑃(𝜏)が Rossi-α 法の頻度分布となる。(5-22)

式より、𝑃(𝜏)の理論式は指数関数の足し合わせと定常項で表せることが分かる。実際の

Rossi-α 法実験では、原子炉雑音測定結果から中性子検出時間間隔𝜏を数え上げ、𝜏の頻度分

布𝑃(𝜏)を作成する。(5-22)式より、𝑃(𝜏)𝑑𝜏は 1 個目の中性子が検出された直後(𝜏 = 0)に最大

となり、𝜏が増加するにつれて指数関数的に減少する。これは、核分裂連鎖系に属する中性

子が群を成すことにより、1 個目の中性子が検出された時刻付近には中性子が密に存在して

いるためである。Rossi-α 法では、この指数関数的変化から即発中性子減衰定数𝛼を推定す

る。  

 

5.3 即発中性子減衰定数𝜶の推定手法 

本節では、原子炉雑音測定により Rossi-α 法の頻度分布𝑃(𝜏)が得られた場合、即発中性子

減衰定数𝛼をどのように推定するかについて説明する。𝛼を推定するための手法として、従

来法として用いられているフィッティング法と、本論文で新たに適用を試みる DMD による

𝛼の推定方法を説明する。5.3.1 項で従来フィッティング法による𝛼の推定方法について説明

し、5.3.2 項で DMD による𝛼の推定方法について説明する。 

 

5.3.1 従来フィッティング法による𝜶の推定  

第 1 章 1.1.2 項で説明したように、Rossi-α 法では原子炉雑音測定結果から Fig. 5-5 のよう

に中性子が検出された 2 時点の検出時間間隔𝜏を計算し、検出された全ての中性子の組み合

わせについて検出時間間隔𝜏を求めて Fig. 5-6 のような頻度分布𝑃(𝜏)を作成する。  
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Fig. 5-5 中性子検出時間間隔𝝉の概念図(再掲) 

 

 

Fig. 5-6 Rossi-α 法における頻度分布𝑷(𝝉)の例(再掲)  

 

従来フィッティング法では、Fig. 5-6 のような Rossi-α 法の頻度分布𝑃(𝜏)に対して、以下式

で非線形最小二乗フィッティングを行うことにより即発中性子減衰定数𝛼を得る。 

𝑃(𝜏) = 𝑃0exp(−𝛼𝜏) + 𝑃u (5-25) 

(5-25)式の𝑃0、𝑃uはフィッティングパラメータである。なお、5.4.3 項から 5.4.5 項で従来フ

ィッティング法による𝛼推定結果を示すが、この時のフィッティングには、プログラミング

言語 Python に存在する最小二乗フィッティングを行うためのモジュール

「 scipy.optimize.curve_fit [6] 」 を 用 い て い る。 𝛼 の フィ ッ ティ ン グ誤差は、

「scipy.optimize.curve_fit」のオプション「absolute_sigma」を「True」と設定することで、原

子炉雑音測定により得られた𝑃(𝜏)の各時間ステップにおける統計誤差の絶対値を用いて評

価した。𝑃(𝜏)の各時間ステップにおける統計誤差の評価方法は 5.4.3.1 目で説明する。 

 (5-22)式で示したように𝑃(𝜏)の理論式は指数関数の足し合わせで表現できる。一方、従来
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フィッティング法では、(5-25)式のように単一の指数関数でフィッティングを行っている。

(5-22)式における𝑃(𝜏)の理論式のように複数の指数関数の足し合わせでフィッティングしな

い理由は、第 3 章 3.3.1 項で説明したように、①実際の実験体系でどの次数の高次モード成

分まで展開できるか事前に解析することが難しく、②各高次モード成分のフィッティング

パラメータの初期値を容易に決定できないことによる。従って、基本モード成分の𝛼を推定

するためには、マスキング時間を設定して、𝑃(𝜏)において高次モード成分が残存している時

間領域を削除しなければならない。従来フィッティング法では、解析者側が設定するマスキ

ング時間によって𝛼推定結果が変化するという問題点が存在する。また、複数の検出器を使

用した場合、検出器毎に𝛼推定結果が異なるという問題点も存在する。従って、従来フィッ

ティング法では、数値計算などで予め𝛼の参考値が与えられていない場合、𝛼の値を一意に

決定することが難しい。 

 

5.3.2 DMD による αの推定 

 5.2 節より、Rossi-α 法の頻度分布𝑃(𝜏)の理論式は、パルス中性子法における中性子計数率

𝐶(𝑡)の理論式と同様に、指数関数の足し合わせと定常項で記述できることが明らかとなった。

このことより、 Rossi-α 法に対しても、第 3 章 3.3.2 項で説明した Simmons-King 法[2]の場

合と同様に DMD を適用することができると考えた。𝑚個の検出器を用いて、Rossi-α 法の

頻度分布𝑃(𝜏)を時間ステップ幅∆𝜏毎に𝑛区間測定した場合を考える。検出器数𝑚と時間ステ

ップ数𝑛の大小関係は𝑚 < 𝑛である。原子炉雑音測定により得られた頻度分布𝑃(𝜏)を𝑚行𝑛列

の行列𝐗として整理する。𝑃(𝜏)における非相関項𝑃uを差し引くため、Simmons-King 法や面積

比法[7],[8]の場合と同様に行列𝐗の(𝑚 + 1)行目に全時間ステップに渡って 1となる定常信号

を加える[9]。ここで、行列𝐗の 1 列目から(𝑛 − 1)列目を取り出した行列を𝐗𝟏:𝒏−𝟏、行列𝐗の

2 列目から𝑛列目を取り出した行列を𝐗𝟐:𝒏として以下式を仮定する。 

𝐀𝐗𝟏:𝒏−𝟏 = 𝐗𝟐:𝒏 (5-26) 

(5-26)式の行列𝐀は時間発展行列である。第 3 章 3.3.2項、第 4 章 4.3.2 項で説明したように、

時間発展行列𝐀は以下のように計算することができる。 

𝐀 = 𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1𝐔∗ (5-27) 

(5-27)式の行列𝐔と𝐕はユニタリ行列、𝚺は対角成分に特異値分解における特異値を持つ対角

行列である。また、∗は複素共役転置を表す。次に、本研究では Exact DMD [4]を採用してい

るため、時間発展行列𝐀を行列𝐔に射影して行列𝐀̃を計算する。 

𝐀̃ = 𝐔∗𝐀𝐔 

= 𝐔∗𝐗𝟐:𝒏𝐕𝚺−1 
(5-28) 

計算された行列𝐀̃を固有値分解することで、𝐀̃の固有値𝜆𝑖と固有ベクトル𝜙⃗̃ 𝑖が得られる。𝐀̃は

𝐀の相似変換であるため、𝐀と𝐀̃の固有値は等しくなる。こうして得られた固有値𝜆𝑖より、以

下式によって各モード成分の時定数𝜔𝑖に変換できる。 
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𝜔𝑖 =
ln(𝜆𝑖)

∆𝜏
 (5-29) 

即発中性子減衰定数は負の時定数であるので、各モード成分の即発中性子減衰定数𝛼𝑖は以下

のように定義される。 

𝛼𝑖 ≡ −𝜔𝑖 (5-30) 

この DMD による𝛼推定手法では、基本モード成分の𝛼を正確に推定するため、行列𝐗に定常

信号を加えることにより非相関項𝑃uを差し引いている。定常信号を加えた場合、時間発展行

列𝐀の最大固有値𝜆maxは 1 となり、最大固有値𝜆maxに対応するモードは非相関項による定常

成分(𝜔𝑚𝑎𝑥 = ln(𝜆𝑚𝑎𝑥) ∆𝜏⁄ = 0 )に対応する。従って、基本モード成分の𝛼は、最大固有値

𝜆max = 1を除いて 2 番目に最大となる固有値によって、以下のように計算される。 

𝛼 = −
ln(max(𝜆𝑖′))

∆𝜏
 where 𝜆𝑖′ < 𝜆max (5-31) 

 

5.4 KUCA を利用した原子炉雑音測定実験  

 本節では、2020 年 10 月 19 日(月)から同年 10月 23日(金)までの期間に、京都大学臨界集

合体実験装置(Kyoto University Critical Assembly: KUCA)にて行った原子炉雑音測定実験とそ

の解析結果について述べる。本実験は、実際に原子炉雑音を測定して Rossi-α法頻度分布𝑃(𝜏)

を作成し、Rossi-α 法に DMD が適用可能か確認することを目的として実施した。 

 本節の流れは、まず 5.4.1 項で今回の KUCA実験における実験体系について説明する。次

に、5.4.1 項で説明した実験体系における制御棒価値と余剰反応度の測定結果を 5.4.2 項で説

明する。その後、制御棒・安全棒挿入条件などの実験条件を変化させて、様々な実験条件で

原子炉雑音測定実験を行った結果を示す。実験体系を臨界状態にした原子炉雑音測定実験

を 5.4.3 項、全ての制御棒・安全棒を全挿入した状態の原子炉雑音測定実験を 5.4.4 項、原子

炉の運転を停止した状態の原子炉雑音測定実験を 5.4.5 項で示す。 

 

5.4.1 実験体系 

 本項では、2020 年 10 月 19 日(月)から同年 10 月 23 日(金)にかけて行った KUCA 実験に

おける実験炉心体系、装荷された燃料集合体、使用された検出器・計測機器について纏める。

実験炉心体系は 5.4.1.1 目、装荷された燃料集合体は 5.4.1.2 目、使用された検出器・計測機

器は 5.4.1.3 目で説明する。 

 

5.4.1.1 実験炉心体系 

 本実験は、固体減速材を用いた A架台において実験を行った。本実験ではこの A架台に

おいて、「A1/8”p60EUEU(3)+1/8”Pb40p20EUEU炉心」という名称の炉心を構築した。この炉

心では、中心部に燃料として濃縮ウランを含む「1/8”p60EUEU燃料集合体」、「1/8”p40EUEU
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燃料集合体」、「1/8”p14EUEU燃料集合体」、「1/8”Pb40p20EUEU燃料集合体」の 4 種類の燃

料集合体を用いており、周辺部に減速材としてポリエチレンを用いている。本実験で使用し

た A架台を上面から撮影した写真を Fig. 5-7 に示す。 

 

 

Fig. 5-7 KUCA の A 架台の写真(2020 年 10月 20 日撮影) 

 

次に、実験炉心体系の模式図を Fig. 5-8 に示す。Fig. 5-8 の格子位置「そ-11」、「そ-12」、

「そ-13」の 3 か所は部分長燃料になっている。「そ-11」と「そ-13」は 1/8”p40EUEU燃料集

合体、「そ-12」は 1/8”p14EUEU 燃料集合体である。これらの格子位置が部分長燃料になっ

ている理由は、炉心の余剰反応度を調整するためである。燃料領域の最外周の外側には、炉

の制御を行うための 3 本の制御棒(C1,C2,C3)と 3 本の安全棒(S4,S5,S6)が配置されている。

そして、燃料領域の周辺部にはポリエチレン減速材、ポリエチレン反射体、核計装、Am-Be

中性子源が設置されている。第 3 章 3.4.2 項で説明したように、KUCAの A架台に設置され

ている核計装は、3 個の核分裂電離箱(Fission Chamber: FC)と 3 個の非補償型電離箱

(Uncompensated Ionization Chamber: UIC)の 2 種類がある。FC は低出力領域の計測を受け持

ち、UIC は FC よりも高い出力領域を受け持つ[10]。FC は制御棒落下法による制御棒価値の

測定に使用した。一方 UIC は、ペリオド法による余剰反応度の測定に使用した。ペリオド

法において UIC を使用した理由は、ペリオド法では制御棒引き抜きにより炉心を一時的に

超臨界状態にするため、炉心が一時的に高出力となるためである。本実験における原子炉雑

音測定には 3He 検出器を使用した。3Fig. 5-8 のグリッド「し-20」に設置されている Am-Be

中性子源は、炉を起動するための中性子源[10]として用いた他、未臨界定常状態を保つため

の中性子源としても使用した。Fig. 5-8 の中央付近に位置している青枠で囲まれた 3×3 領

域は中心架台であり、この領域に配置した 1/8”p60EUEU燃料集合体 3 本とポリエチレン減

速材 6 本は、中心架台の落下により炉心から引き抜くことができる。また、炉の最外周に
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は、炉心の耐火性を補強するための黒鉛反射体が設置されている。3He 検出器設置位置、Am-

Be 中性子源の挿入条件、中心架台の挿入条件については、原子炉雑音測定実験における実

験条件を記述した 5.4.3.1 目、5.4.4.1 目、5.4.5.1 目で示す。 

 

 

 

Fig. 5-8  A1/8”p60EUEU(3)+1/8”Pb40p20EUEU炉心の概略図 

 

5.4.1.2 燃料集合体の構成 

 5.4.1.1 目で述べたように、本実験で使用した燃料集合体は、燃料として濃縮ウランを含む

「1/8”p60EUEU 燃料集合体」、「1/8”p40EUEU 燃料集合体」、「1/8”p14EUEU 燃料集合体」、

「1/8”Pb40p20EUEU 燃料集合体」の 4 種類である。本目では、それらの燃料集合体の構成

について説明する。 
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まず、1/8”p60EUEU燃料集合体の構成図を Fig. 5-9 に示す。Fig. 5-9 に示した 1/8”p60EUEU

燃料集合体では、中心部に 93%濃縮ウラン板(厚さ 1/16”)2 枚とポリエチレン板(厚さ 1/8”)1

枚からなる単位セルを 60 個配置した。ここで、燃料の濃縮ウランは通常の軽水炉で用いら

れているウラン酸化物ではなく、アルミニウムとの合金である[10],[11]。 

 

 

Fig. 5-9 1/8"p60EUEU燃料集合体の構成図 

 

次に、1/8”p40EUEU 燃料集合体の構成図を Fig. 5-10 に示す。Fig. 5-10 に示された

1/8”p40EUEU燃料集合体では、中心部に単位セル#1 を 40 個、燃料集合体両端に Al 板(厚さ

1/16”)2 枚とポリエチレン板(厚さ 1/8”)1 枚からなる単位セル#2 を 10 個ずつ配置した。燃料

集合体両端に単位セル#2 を 10 個ずつ配置した理由は、1/8”p40EUEU 燃料集合体と

1/8”p60EUEU燃料集合体の垂直方向の中心位置を一致させるためである。 

 

 

Fig. 5-10 1/8"p40EUEU燃料集合体の構成図 
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 次に、1/8”p14EUEU 燃料集合体の構成図を Fig. 5-11 に示す。Fig. 5-11 に示された

1/8”p40EUEU燃料集合体では、中心部に単位セル#1 を 14 個、燃料集合体両端に単位セル#2

を 23 個ずつ配置した。燃料集合体両端に単位セル#2 を 23 個ずつ配置した理由は、

1/8”p40EUEU燃料集合体の場合と同様に、1/8”p14EUEU 燃料集合体と 1/8”p60EUEU燃料集

合体の垂直方向の中心位置を一致させるためである。 

 

 

Fig. 5-11 1/8"p14EUEU燃料集合体構成図 

 

最後に、1/8"Pb40p20EUEU燃料集合体の構成図を Fig. 5-12 に示す。Fig. 5-12 に示された

1/8"Pb40p20EUEU 燃料集合体は、中心部に 93%濃縮ウラン板(厚さ 1/16”)2 枚と Pb 板(厚さ

1/8”)1 枚からなる単位セル#3 を 40 個使用しており、単位セル#3 で構成された中心部の両側

に単位セル#1 を 10 個ずつ配置した。1/8"Pb40p20EUEU燃料集合体は、Pb 装荷炉心におけ

る評価済み核データの妥当性を評価するために、中性子輸送計算コード計算結果との比較

に用いる測定データを得ることを目的として装荷された燃料である[12]。 
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Fig. 5-12 1/8"Pb40p20EUEU燃料集合体構成図 

 

5.4.1.3 使用した検出器と計測機器 

5.4.1.1 目で述べたように、本実験における原子炉雑音測定には 3He 検出器を用いた。He

検出器は、検出器内部の 3He ガスと中性子による 3He(n,p)3H 反応を利用する検出器である

[13]。本実験では、合計 4 つの 3He 検出器(3He#1, #2, #3, #4)を使用し、それぞれ炉心の減速

材領域に設置した。実験で使用した 3He 検出器の幾何形状を Fig. 5-13 に示す。Fig. 5-13 に

おいて、灰色で示した部分が 3He 検出器の有感領域となっている。 

 

 

Fig. 5-13 使用した 3He 検出器の幾何形状 

 

3He 検出器は、検出器装荷用の穴あきポリエチレンブロックで構成された減速体内に装荷

した。Fig. 5-14 に 3He 検出器を装荷した減速体の構成図を示す。Fig. 5-14 に示した 3He 検出

器装荷用減速体では、アルミニウム底板と黒鉛ブロックを 1 つずつ最下部に設置し、燃料集

合体の中心位置と 3He 検出器の有感領域中心位置が概ね一致するように 1/2”ポリエチレン

板 5 枚と 10”のポリエチレンブロック 2 本を装荷した。さらに、その上に直径 2.9 cm の穴が

開いている検出器装荷用の穴あきポリエチレンブロック(16.0 cm)を 5 個装荷した。 
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Fig. 5-14 3He 検出器装荷用減速体の構成図 

 

本実験では各検出器の検出器信号を記録する計測機器として、ANSeeN 製 MCA(Multi 

Channel Analyzer)を用いた。本実験の計測システムの概略図を Fig. 5-15 に示す。それぞれの

計測機器には複数のチャンネルがあり、各検出器の信号はそれぞれに対応する計測機器の

チャンネルに記録される。各検出器と計測機器のチャンネル対応を Table. 5-1 に示す。 

 

 

Fig. 5-15 3He 検出器の測定システム 

 

Table. 5-1 各検出器と計測機器のチャンネル対応 

計測機器 
入力 

チャンネル 
接続した信号 

ANSeeN 

1 3He#1 

2 3He#2 

3 3He#3 

4 3He#4 

 

5.4.2 制御棒価値と余剰反応度の測定 

本項では、5.4.1 項で示した実験体系の制御棒価値と余剰反応度の測定結果について述べ

る。本実験では、制御棒価値の測定には制御棒落下法[10],[14]、余剰反応度の測定にはペリ

オド法[10],[14]を用いた。制御棒落下法による制御棒価値の測定結果を 5.4.2.1 目、ペリオド

法による余剰反応度の測定結果を 5.4.2.2 目に示す。 
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5.4.2.1 制御棒落下法による制御棒価値測定 

 第 3 章 3.4.3.1 目で説明したように、制御棒落下法とは、臨界状態における中性子計数率

𝑛(0)を測定した後に制御棒価値測定対象の制御棒を落下させ、一定時間経過後に中性子計

数率の積分値∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0 を測定して、以下式によりドル単位の制御棒価値(−𝜌 𝛽eff⁄ )を算出す

る手法である。 

−𝜌

𝛽eff
=

𝑛(0)∑
𝑎𝑖

𝜆𝑖

6
𝑖=1

∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0

 (5-32) 

(5-32)式の𝑎𝑖は i 群の遅発中性子の相対収率、𝜆𝑖は i 群の遅発中性子先行核の崩壊定数(1/s)で

ある。 

 制御棒落下法の測定では核分裂電離箱 FC#1~#3 を使用した。実験では、まず測定対象の

制御棒を全引き抜きにした状態で、残りの制御棒の挿入量を調節して体系を臨界状態に保

った。この時、3 本の安全棒は全て全引き抜き状態であった。臨界状態において 10 秒間の

中性子計数測定を 5 回繰り返し、5 回の平均値を臨界状態における中性子計数率𝑛(0)とし

た。その後、測定対象の制御棒を落下させ、中性子計数率の積分値∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0 を測定した。積

分値∫ 𝑛(𝑡)𝑑𝑡
∞

0 を測定するための積分時間 T (s)は、KUCAにおいて中性子計数率が 2 cps 以

下になると発せられるアラートの時間を目安に決定した[15]。 

 制御棒価値測定時における初期状態の制御棒・安全棒位置を Table. 5-2 に示す。また、各

制御棒における、制御棒落下前の 5 回の 10 秒間測定結果と、制御棒落下後の中性子計数率

の積分値測定結果を Table. 5-3 から Table. 5-5 に示す。Table. 5-3 から Table. 5-5 には、各検出

器の「重み」も記載している。「重み」は、落下させた制御棒と各検出器の位置関係を考慮

し、制御棒価値の計算に使用する検出器を 1、制御棒価値の計算に使用しない検出器を 0 と

したパラメータである。 

 

Table. 5-2 制御棒価値測定時の初期制御棒・安全棒位置 

制御棒・安全棒 C1 測定時 C2 測定時 C3 測定時 

C1 (mm) 1201.13 727.03 727.22 

C2 (mm) 1201.16 1201.17 1201.16 

C3 (mm) 614.62 1201.36 1201.38 

S4 (mm) 1200 1200 1200 

S5 (mm) 1200 1200 1200 

S6 (mm) 1200 1200 1200 
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Table. 5-3 C1 制御棒価値測定時の計測結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 19490 49985 14252 

2 19494 50003 14188 

3 19412 49561 14139 

4 19334 49726 14156 

5 19563 50195 14186 

平均値 19459 49894 14184 

積分値 (T = 500 s) 20402 54139 16038 

重み 0 1 1 

（2020 年 10 月 21 日測定） 

 

Table. 5-4 C2 制御棒価値測定時の計測結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 16508 42524 13591 

2 16525 42836 13682 

3 16486 42447 13442 

4 16566 42701 13540 

5 16374 42427 13464 

平均値 16492 42587 13544 

積分値 (T = 600 s) 39994 85320 32342 

重み 1 0 1 

（2020 年 10 月 21 日測定） 
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Table. 5-5 C3 制御棒価値測定時の計測結果 

測定回数 FC#1 FC#2 FC#3 

1 16903 43002 13546 

2 16689 42703 13486 

3 16514 42770 13702 

4 17092 43375 13737 

5 16852 43334 13548 

平均値 16810 43037 13604 

積分値 (T = 600 s) 52943 136736 36861 

重み 1 1 0 

（2020 年 10 月 21 日測定） 

 

次に、(5-32)式から計算した各制御棒のドル単位の制御棒価値を Table. 5-6 に示す。制御

棒価値の計算には、第 3章 3.4.3.1目で示したKeepinの遅発中性子パラメータ[16]を用いた。

Table. 5-6 における制御棒価値の不確かさは、遅発中性子パラメータ(𝑎𝑖 ,𝜆𝑖)については正規

分布による摂動、中性子計数測定結果についてはポアソン分布による摂動を加えてランダ

ムサンプリング法によって評価した。𝑎𝑖を摂動させた際は、摂動後の𝑎𝑖の総和が 1 となるよ

うに規格化した。このランダムサンプリング法におけるサンプリング数 N は、ランダムサ

ンプリング法による不確かさの相対統計誤差が 1%以下となるように N = 10,000とした[17]。

なお、3 本の安全棒の制御棒価値は、左右対称位置に存在する制御棒の制御棒価値に等しい

と仮定した。 

 

Table. 5-6 落下法による制御棒価値測定結果 

制御棒・安全棒 制御棒価値 ($) 

制御棒 C1、安全棒 S4 1.179 ± 0.040 

制御棒 C2、安全棒 S6 0.542 ± 0.019 

制御棒 C3、安全棒 S5 0.413 ± 0.014 

 

5.4.2.2 ペリオド法による余剰反応度測定 

 第 3 章 3.4.3.2 目で説明したように、ペリオド法とは、臨界状態の体系にステップ状に反

応度𝜌を添加し、原子炉の出力が e 倍または 1/e 倍になる周期であるペリオド𝑇を測定するこ

とにより、以下式のように添加された反応度をドル単位で算出する方法である。 

𝜌

𝛽eff
= ∑

𝑎𝑖

1 + 𝜆𝑖𝑇

6

𝑖

 (5-33) 
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(5-33)式の𝑎𝑖は i 群の遅発中性子の相対収率、𝜆𝑖は i 群の遅発中性子先行核の崩壊定数(1/s)で

ある。 

 本実験のペリオド法では、始めに制御棒C1,C2 と安全棒 3本を全引き抜きの状態にして、

制御棒 C3 の挿入量を調節することで炉心を臨界状態にした。臨界状態の制御棒・安全棒位

置を Table. 5-7 に示す。 

 

Table. 5-7 臨界状態時の制御棒・安全棒位置（1回目） 

制御棒・安全棒 位置 (mm) 

C1 1201.13 

C2 1201.15 

C3 613.34 

S4 1200 

S5 1200 

S6 1200 

 

炉心を臨界状態にした後、C3 を 613.34 mm → 684.63 mm だけ引き抜き、UIC#5 で測定さ

れた出力が①25%→50%, ②30%→60%, ③35%→70%, ④40%→80%と倍になるまでの倍加

時間𝑇𝑑をストップウォッチで計測した。倍加時間𝑇𝑑とペリオド𝑇の関係は以下の通りである。 

𝑇 =
𝑇𝑑

ln 2
 (5-34) 

この時に測定した倍加時間を Table. 5-8 に示す。 

 

Table. 5-8 C3：613.34 mm → 684.63 mm 引き抜き時の倍加時間測定結果 

出力変化  倍加時間 [s] 

25%→50% 65.13 

30%→60% 66.85 

35%→70% 65.40 

40%→80% 64.06 

平均 [s] 65.44  

 

④40%→80%の倍加時間を測定した後、制御棒 C1 を挿入して再び炉心を臨界状態にした。

この時の制御棒・安全棒位置を Table. 5-9 に示す。 

  



  

114 

 

Table. 5-9 臨界状態時の制御棒・安全棒位置（2回目） 

制御棒・安全棒 位置 (mm) 

C1 776.22 

C2 1201.15 

C3 684.63 

S4 1200 

S5 1200 

S6 1200 

 

C1 によって炉心を臨界状態にした後、C3 を 684.63 mm → 1200 mm まで全引き抜きし、

出力が①25%→50%, ②30%→60%, ③35%→70%, ④40%→80%になるまでの倍加時間𝑇𝑑を

再度ストップウォッチで計測した。この時に測定した倍加時間を Table. 5-10 に示す。 

 

Table. 5-10 C3：684.63 mm → 1200 mm 引き抜き時の倍加時間測定結果 

出力変化 倍加時間 (s) 

25%→50% 45.58 

30%→60% 44.88 

35%→70% 45.00 

40%→80% 45.15 

平均値 45.15 

 

 今回のペリオド法では、制御棒 C3 を 2 回に分けて全引き抜きした。この 1 回目と 2回目

の引き抜きで加えられた正の反応度の合計が余剰反応度に相当する。Table. 5-8 と Table. 5-10

の倍加時間測定結果から、ペリオド𝑇とドル単位の反応度(𝜌 𝛽eff⁄ )を推定した結果を Tab le.  

5-11 に示す。Table. 5-11 のペリオド𝑇とその不確かさは、①～④の条件で測定した 4 つの倍

加時間の平均値と標準誤差から算出した。ドル単位の反応度(𝜌 𝛽eff⁄ )は推定したペリオド𝑇

から(5-33)式により推定した。(𝜌 𝛽eff⁄ )の計算に使用した𝑎𝑖と𝜆𝑖の値は、第 3 章 3.4.3.1目で示

した Keepin の遅発中性子パラメータを用いた。(𝜌 𝛽eff⁄ )の不確かさは、ペリオド𝑇と遅発中

性子パラメータ(𝑎𝑖 ,𝜆𝑖)に対して正規分布による摂動をそれぞれ加えて、ランダムサンプリン

グ法により評価した。𝑎𝑖を摂動させた際は、摂動後の𝑎𝑖の総和が 1 となるように規格化して

いる。このランダムサンプリング法におけるサンプリング数 N は、制御棒落下法と同様に

N = 10,000 とした。 
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Table. 5-11 ペリオドと余剰反応度の推定結果 

 ペリオド𝑇 (s) 𝜌 𝛽eff⁄  ($) 

C3：613.34 mm → 684.63 mm 94.41 ± 1.01 0.104 ± 0.003 

C3：684.63 mm → 1200 mm 65.14 ± 0.22 0.136 ± 0.004 

余剰反応度   0.240 ± 0.006 

 

5.4.3 臨界体系における原子炉雑音測定実験 

本項では、5.4.1 項で説明した実験体系を臨界にした状態で、原子炉雑音を測定した結果

について示す。体系が臨界に近づくほど基本モード成分の減衰は遅くなり、基本モード成分

と高次モード成分を分離することが容易となる。臨界体系における原子炉雑音測定は、まず

は基本モード成分を分離し易い体系において、DMD により確実に基本モード成分の𝛼を推

定可能か確認することを目的として実施した。臨界状態における実験を原子炉雑音測定実

験で行う理由としては、パルス中性子源を用いる Simmons-King 法と面積比法では体系を臨

界状態にすることができないためである。 

本項の流れは、まず 5.4.3.1 目で臨界状態における制御棒・安全棒位置などの実験条件と、

臨界状態の原子炉雑音測定結果から Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を作成した結果を示す。次に

5.4.3.2 目で、原子炉雑音測定により得た𝑃(𝜏)に対して DMD と従来フィッティング法を適用

し、基本モード成分の𝛼を推定した結果を示す。 

 

5.4.3.1 実験条件・実験結果 

 実験炉心を臨界にした時の体系を Fig. 5-16 に示し、Fig. 5-16 の臨界体系における実験条

件を Table. 5-12 に示す。この原子炉雑音測定実験では、制御棒 C1 以外の制御棒・安全棒は

全て全引き抜き状態であり、制御棒C1の挿入量を調節して炉心を臨界状態にした。この時、

中心架台は炉心から引き抜かれておらず、Am-Be 中性子源は炉心から引き抜かれている。

なお、この実験では炉心を臨界状態にしているため、未臨界度(−𝜌)は 0 となる。原子炉雑

音の測定には、減速材領域に設置した 4 つの 3He 検出器(3He #1~#4)を使用した。 
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Fig. 5-16 臨界体系（黒丸・白字の制御棒は挿入） 

 

Table. 5-12 臨界体系における実験条件 

制御棒 

C1 725.67 mm  

C2 1201.18 mm 

C3 1201.39 mm 

安全棒 

S4 1200 mm 

S5 1200 mm 

S6 1200 mm 

中心架台 上限 

Am-Be 中性子源 引き抜き 

未臨界度 (−𝜌) 0 $  

 

 ここで、Fig. 5-16 に示した臨界体系の一点炉動特性パラメータの計算結果について記載す

る。一点炉動特性パラメータの計算には、連続エネルギーモンテカルロ計算コード

MCNP6.2[18]を使用し、IFP(Iterated Fission Probability)を評価することで一点炉動特性パラメ

ータを計算した[19],[20]。MCNP6.2 の計算条件を Table. 5-13、MCNP6.2 による一点炉動特

性パラメータの計算結果を Table. 5-14に示す。Table. 5-14に示した𝛽eff, Λ, 𝑘effの不確かさは、

MCNP6.2 のモンテカルロ計算における統計誤差である。即発中性子寿命ℓは、Λと𝑘effを掛け

合わせることで計算し、ℓの不確かさは誤差伝播則により計算した。また、Table. 5-14 には、

𝛼の参考値𝛽eff ℓ⁄ の値も示している。第 3 章 3.4.4 項で示したように体系が未臨界である場
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合、𝛼の参考値は(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ となる。一方、今回は臨界体系なので(−𝜌) = 0であり、臨界体

系のときℓ ≈ Λであることから、𝛼の参考値を𝛽eff ℓ⁄ とした。𝛼の参考値𝛽eff ℓ⁄ の不確かさも誤

差伝播則により計算した。 

 

Table. 5-13 MCNP6.2 の計算条件 

核データ ENDF/VII.1 [21] 

ヒストリー数 200000 

バッチ数 1100 

捨てバッチ数 100 

blocksize 5 

 

Table. 5-14 MCNP6.2 による一点炉動特性パラメータ 

実効遅発中性子割合 𝛽eff (-)  0.00808 ± 0.00004 

中性子生成時間 Λ (μs)  33.11 ± 0.03 

実効増倍率 𝑘eff (-) 1.00076 ± 0.00007 

即発中性子寿命 ℓ (= Λ × 𝑘eff) (μs) 33.13 ± 0.03 

𝛼の参考値 𝛽eff ℓ⁄  (1/s) 244 ± 1 

 

今回実施した実験では、臨界状態における原子炉雑音を 1 時間測定し、この 1 時間の炉

雑音測定結果から中性子検出時間間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成した。今回の解析では、頻度

分布𝑃(𝜏)を作成する際の区間幅∆𝜏は 0.0001 s とした。また、𝑃(𝜏)を作成する際、中性子検出

時間間隔𝜏の上限𝜏𝑚𝑎𝑥を設定し、𝜏𝑚𝑎𝑥を超える長さの時間間隔は数え上げないことした。こ

れは、即発中性子減衰定数𝛼の推定において、𝑃(𝜏)における相関項が十分に減衰する時間間

隔よりも長い時間間隔を数え上げる必要がないからである[22]。今回の解析では、𝜏𝑚𝑎𝑥 =

0.02 sとした。今回の測定における𝑃(𝜏)の作成方法としては、まず測定開始から 1 番目に検

出された中性子を起点として、∆𝜏 = 0.0001 sの区間幅で𝜏𝑚𝑎𝑥 = 0.02 sを超えない中性子検

出時間間隔𝜏を数え上げて頻度分布を作成する。次に、測定開始から 2 番目に検出された中

性子を起点として同様に頻度分布を作成する。この処理を 1 時間内に検出された全ての中

性子を起点として行い、複数の頻度分布を作成する。このようにして得られた複数の頻度分

布の平均を最終的な Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)とし、複数の頻度分布の標準誤差を𝑃(𝜏)の統計

誤差とした。標準誤差は中心極限定理に基づいて算出した。Fig. 5-17 に 4 つの 3He 検出器に

おける原子炉雑音測定結果から作成した Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を示す。Fig. 5-17 を見ると、

臨界体系では中性子が常に一定のペースで検出され続けるため、𝑃(𝜏)は検出時間間隔𝜏の値

に依らずほぼ一定の値となっているように見え、相関項と非相関項を明確に区別できない

頻度分布となっている。 
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Fig. 5-17 臨界体系におけるRossi-α法頻度分布  

 

5.4.3.2 DMD と従来フィッティング法による解析 

 Fig. 5-17 に示した Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)に対して、5.3 節にて説明した方法で従来フィ

ッティング法と DMD により基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼を推定した結果を Fig.  

5-18 に示す。  

 まず Fig. 5-18 (a)の従来フィッティング法による𝛼推定結果を見ると、いずれの検出器結果

もマスキング時間に対する𝛼推定結果がほぼ一定となっており、高次モード成分による参考

値との系統的な差異(バイアス)がほとんど見られない。この理由として、①今回の原子炉雑

音測定では体系が臨界状態であり、高次モード成分に比べて基本モード成分の減衰が非常

に遅かったため、体系内には基本モード成分しか存在していなかったこと、あるいは、②高

次モード成分の励起が小さい位置に検出器が配置されており、高次モード成分の中性子束

が検出され難かったことが考えられる。各検出器の𝛼推定結果と𝛼の参考値𝛽eff ℓ⁄ を比較する

と、3He#1 以外の推定結果は参考値の 1σ 範囲よりも過大評価されており、検出器毎に異な

る𝛼の値が推定されている。従って、今回のように参考値が事前に与えられていない場合、

どの検出器結果を採用するか決定し難いが、第 3 章 3.4.4.2 項で示した従来フィッティング

法適用結果と比較すると、検出器毎の𝛼推定結果のばらつきは低減されている。これは、第

3 章 3.4 節のパルス中性子法実験に比べて、今回の原子炉雑音測定実験では検出器の数が少

なくなっており、いずれの 3He 検出器も減速材領域に設置されているため、検出器の位置依

存性が小さくなっているためである。以上より、今回の従来フィッティング法適用結果では、

検出器毎に𝛼推定結果のばらつきが多少見られるが、高次モード成分の影響を低減した形で

基本モード成分の𝛼を推定することができたと言える。 

 一方、Fig. 5-18 (b)を見ると、DMD で時系列データを複数のモードに分解して基本モード

成分を抽出した結果、推定された𝛼はマスキング時間に対して 244~247 (1/s)の範囲で推移し、

参考値𝛽eff ℓ⁄ と統計誤差の範囲で概ね一致した。DMD では、従来フィッティング法とは異
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なり複数の検出器結果から一つの𝛼の値を推定することができ、尚且つマスキング時間に対

する𝛼推定結果が概ね一定になっていることから、DMD で𝛼を一意に決定する際は𝛼の統計

誤差が最小となるマスキング時間を選べば良い。Fig. 5-18 (b)において𝛼の統計誤差が最小と

なるマスキング時間は 0.0002 s であり、マスキング時間 0.0002 s における𝛼推定結果は 245 

± 1 (1/s)であった。以上より、DMD によって臨界体系における基本モード成分の𝛼を推定可

能であることを確認し、𝛽eff ℓ⁄ という動特性パラメータを実験により直接実測することがで

きた。但し、今回は臨界体系を対象とした原子炉雑音測定であったため、DMD と従来フィ

ッティング法の両手法において、高次モード成分の影響を除去した形で基本モード成分の𝛼

を推定することが出来ている。従って、DMD の利点がより明確になるのは、基本モード成

分と高次モード成分の分離が難しくなる、未臨界が深い体系だと考えられる。よって、以降

の 5.4.4項と 5.4.5 項では、深い未臨界体系における原子炉雑音測定実験について説明する。 

 

 

(a) 従来フィッティング法 

 

(b) DMD 

Fig. 5-18 臨界体系における𝜶推定結果 
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5.4.4 全制御棒・安全棒挿入体系における原子炉雑音測定実験 

本項では、5.4.1 項で説明した実験体系において、全ての制御棒と安全棒を全挿入にした

状態で、原子炉雑音を測定した結果について示す。体系の未臨界度が深くなるほど基本モー

ド成分の減衰が速くなり、基本モード成分と高次モード成分を分離し難くなる。本実験は、

①深い未臨界体系において DMD により基本モード成分の𝛼を推定可能か、②従来フィッテ

ィング法と比較した場合に DMD の利点を明確に示すことができるか確認することを目的

として実施した。 

本項の流れは、まず 5.4.4.1 目で全制御棒・安全棒挿入状態における中心架台・Am-Be 中

性子源挿入条件といった実験条件と、全制御棒・安全棒挿入状態の原子炉雑音測定結果から

Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を作成した結果を示す。次に 5.4.4.2 目で、原子炉雑音測定により得

た𝑃(𝜏)に対して DMD と従来フィッティング法を適用し、基本モード成分の𝛼を推定した結

果を示す。 

 

5.4.4.1 実験条件・実験結果 

 本実験では、全ての制御棒と安全棒を全挿入した体系を ARI (All Rods In)と呼称する。ARI

の体系図を Fig. 5-19 に示し、ARI における実験条件を Table. 5-15 に示す。Fig. 5-19 の 3He

検出器位置は、Fig. 5-16 の臨界体系と同様である。Fig. 5-19 の ARI 体系において、中心架

台は炉心から引き抜かれておらず、Am-Be 中性子源も炉心に挿入されている。今回の測定

では、測定される中性子計数率を大きくして中性子計数率の統計誤差を低減するために、

Am-Be 中性子源を挿入して炉心を未臨界定常状態に保ち、原子炉雑音を測定した。なお、

Table. 5-15 で示した未臨界度(−𝜌)は、Table. 5-6 と Table. 5-11 で示した制御棒価値と余剰反

応度から算出した。 
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Fig. 5-19 ARI 体系（黒丸・白字の制御棒・安全棒は全挿入） 

 

Table. 5-15 ARI 体系における実験条件 

制御棒 

C1 0 mm  

C2 0 mm 

C3 0 mm 

安全棒 

S4 0 mm 

S5 0 mm 

S6 0 mm 

中心架台 上限 

Am-Be 中性子源 挿入 

未臨界度 (−𝜌) 4.027 ± 0.133 $  

 

 ここで、MCNP6.2 により計算した、ARI 体系における一点炉動特性パラメータを Table.  

5-16 に示す。MCNP6.2 の計算条件は Table. 5-13 と同じである。Table. 5-16 には、制御棒価

値・余剰反応度の測定結果から算出した未臨界度(−𝜌)と、MCNP6.2 による𝛽effとΛを用いて

計算した(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の値も示している。(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の不確かさについては、各パラメータ

に対して正規分布による摂動を加え、ランダムサンプリング法によって評価した。このラン

ダムサンプリング法におけるサンプリング数は 10,000 である。5.4.4.2 目の解析では、Table. 

5-16 に示された(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ の値を即発中性子減衰定数𝛼の参考値として用いている。 
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Table. 5-16 MCNP6.2 による一点炉動特性パラメータと(𝜷𝐞𝐟𝐟 − 𝝆) 𝚲⁄  

実効遅発中性子割合 𝛽eff (-)  0.00807 ± 0.00004 

中性子生成時間 Λ (μs)  27.28 ± 0.03 

𝛼の参考値 (𝛽eff − 𝜌) Λ⁄  (1/s) 1,487 ± 39 

 

今回実施した実験では、ARI における原子炉雑音を 10,000 秒間測定し、この 10,000 秒間

の炉雑音測定結果から中性子検出時間間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成した。臨界体系における

解析と同様に、頻度分布𝑃(𝜏)を作成する際の区間幅∆𝜏は 0.0001 s とし、中性子検出時間間隔

𝜏の上限𝜏𝑚𝑎𝑥は 0.02 s とした。Fig. 5-20 に 4 つの 3He 検出器における原子炉雑音測定結果か

ら作成したRossi-α法頻度分布𝑃(𝜏)を示す。Fig. 5-20は未臨界体系における𝑃(𝜏)であるため、

Fig. 5-17 の臨界体系における𝑃(𝜏)と異なり、𝑃(𝜏)の理論式における相関項による指数関数的

減衰と、非相関項による定常成分が明確に観測することができている。 

 

 

Fig. 5-20 ARI における Rossi-α法頻度分布 

 

5.4.4.2 DMD と従来フィッティング法による解析 

Fig. 5-20 に示した Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)に対して、従来フィッティング法と DMD によ

り基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼を推定した結果を Fig. 5-21 に示す。 

まず Fig. 5-21 (a)の従来フィッティング法結果を見ると、Fig. 5-18 (a)の臨界体系における

推定結果と同様に、いずれの検出器結果もマスキング時間に対する𝛼推定結果がほぼ一定と

なっている。全ての制御棒・安全棒を全挿入した深い未臨界体系の測定においても、高次モ

ード成分のバイアスがそれほど見られないことから、本実験の検出器位置は高次モード成

分の励起が小さく、高次モード成分の中性子束が検出され難い位置に配置されていたと考

えられる。検出器毎の𝛼推定結果のばらつきを見ると、Fig. 5-18 (a)で示した臨界体系におけ

る𝛼推定結果と比較して、Fig. 5-21 (a)における検出器毎の𝛼推定結果のばらつきの方が大き
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くなっているが、いずれの検出器の𝛼推定結果も参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ と統計誤差の範囲で一致

している。このことから、Fig. 5-21 (a)の結果についても、第 3 章 3.4.4.2 項で示したパルス

中性子法に対する従来フィッティング法適用結果に比べて、検出器毎の𝛼推定結果のばらつ

きは低減されている。今回の実験体系では全ての制御棒・安全棒を同様に全挿入しているの

で、制御棒・安全棒の挿入が検出器の位置依存性には寄与しなかったと考えられる。 

Fig. 5-18 (b)の DMD 適用結果を見ると、これまでの DMD 適用結果と同様に、マスキング

時間に対して概ね一定の𝛼推定結果が得られ、いずれのマスキング時間においても参考値

(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ と統計誤差の範囲で一致している。今回の DMD 適用結果において𝛼の統計誤差

が最小となるマスキング時間は 0.0001 s であり、マスキング時間 0.0001 s における𝛼の値は

1,470 ± 7 (1/s)となった。よって、深い未臨界体系における Rossi-α 法に対しても DMD が適

用可能であることを確認し、DMD により一意に基本モード成分の𝛼が得られることが分か

った。 

  

 

(a) 従来フィッティング法 

 

(b) DMD 

Fig. 5-21 ARI における𝜶推定結果 
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 ここで、Fig. 5-21 (a)における検出器毎の𝛼推定結果のばらつきを、4 つの検出器の𝛼推定結

果の標準偏差と定義する。検出器毎の𝛼推定結果のばらつきは、マスキング時間 0.0003 s に

おいて最小となり、4 つの検出器の𝛼推定結果の標準偏差は約 8 (1/s)となった。マスキング

時間 0.0003 s における DMD による𝛼推定結果の統計誤差は約 9 (1/s)であることから、検出

器毎のばらつきと DMD 統計誤差は同程度の値となった。また、検出器毎のばらつきが最大

となるマスキング時間で比較すると、マスキング時間 0.001 s で検出器毎のばらつきは約 20 

(1/s)、DMD 統計誤差は約 23 (1/s)となり、こちらも概ね同程度の値となった。このことから、

ARI の解析でも臨界体系の解析と同様に、従来フィッティング法適用結果も高次モード成

分のバイアスが小さく、検出器毎の𝛼推定結果のばらつきも小さかったため、従来フィッテ

ィング法と比較した場合の DMD の利点が明確になっていない。従って、次の 5.4.5 項では、

従って、次の 5.4.5 項では、検出器の位置依存性が明確に現れ、検出器毎の𝛼推定結果のば

らつきが大きくなる体系において原子炉雑音を測定した結果を示す。 

 

5.4.5 運転停止体系における原子炉雑音測定実験 

本項では、5.4.1 項で説明した実験体系における運転停止時の原子炉雑音を測定した結果

について示す。運転停止時は中心架台が引き抜かれているため、従来フィッティング法にお

ける𝛼推定結果の検出器位置依存性が大きくなると考えられる。また、中心架台の引き抜き

により体系の未臨界が深くなるため、高次モード成分がより励起されやすくなり、DMD や

従来フィッティング法による𝛼推定結果において高次モード成分の影響が大きくなると予

想される。本実験は、①運転停止体系において DMD により基本モード成分の𝛼を推定可能

か、②さらに深い未臨界体系で測定することで従来フィッティング法と比較した場合に

DMD の利点を明確に示すことができるか確認することを目的として実施した。 

本項の流れは、まず 5.4.5.1 目で運転停止状態における実験条件と、運転停止状態の原子

炉雑音測定結果から Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を作成した結果を示す。次に 5.4.5.2 目で、原子

炉雑音測定により得た𝑃(𝜏)に対して DMD と従来フィッティング法を適用し、基本モード成

分の𝛼を推定した結果について示す。 

 

5.4.5.1 実験条件・実験結果 

本実験では、運転停止時の実験体系を Shutdown 体系と呼称する。Shutdown 体系の体系図

を Fig. 5-22 に示し、Shutdown 体系における実験条件を Table. 5-17、Shutdown 体系で測定し

た原子炉雑音から Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)を作成した結果を Fig. 5-23 に示す。Fig. 5-22 の

3He 検出器位置は、Fig. 5-16 の臨界体系、Fig. 5-19 の ARI 体系と同様である。Shutdown 体

系では、全ての制御棒・安全棒が全挿入されており、中心架台は炉心から引き抜かれている。

また、Am-Be 中性子源も炉心から引き抜かれている。Am-Be 中性子源が引き抜かれたとし

ても、核燃料中に自発核分裂や(𝛼, 𝑛)反応などによる内部中性子源が存在するため、Shutdown

体系においても中性子計数率は測定される[11]。Shutdown 体系の原子炉雑音測定は、原子炉
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の運転が停止している夕方から朝にかけて行った。測定開始時刻は 2020年 10月 21日 17 時

39 分、測定終了時刻は 2020 年 10 月 22 日 9 時 38 分であり、約 16時間分の原子炉雑音測定

データから頻度分布𝑃(𝜏)を作成した。Fig. 5-23 で示した𝑃(𝜏)の区間幅∆𝜏は 0.0001 s であり、

中性子検出時間間隔𝜏の上限𝜏𝑚𝑎𝑥は 0.02 s とした。Shutdown 体系は最も深い未臨界体系であ

るため、Fig. 5-23 における𝑃(𝜏)の指数関数的減衰は、ARI における𝑃(𝜏)の指数関数的減衰よ

りも速くなっている。 

 

 

Fig. 5-22 Shutdown 体系（黒丸・白字の制御棒・安全棒は全挿入） 

 

Table. 5-17 Shutdown 体系における実験条件 

制御棒 

C1 0 mm  

C2 0 mm 

C3 0 mm 

安全棒 

S4 0 mm 

S5 0 mm 

S6 0 mm 

中心架台 引き抜き 

Am-Be 中性子源 引き抜き 
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Fig. 5-23 Shutdown 体系におけるRossi-α法頻度分布  

 

 Shutdown 体系の未臨界度を求めるためには、中心架台の反応度価値を求める必要がある。

中心架台の反応度価値を求める方法として制御棒落下法のような方法が考えられる。しか

し、中心架台を炉心から完全に引き抜くまでに約 15 秒かかるため、瞬時に負の反応度を添

加しなければならない制御棒落下法は、中心架台の反応度価値測定には不適である。中心架

台の反応度価値を求めることができなければ、Shutdown 体系の未臨界度(−𝜌)を求めること

ができず、結果的に即発中性子減衰定数𝛼の参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ を得ることができない。中心

架台の反応度価値を算出可能な手法は限られているため[15]、今回は中心架台の反応度価値

から𝛼の参考値を得ることはせずに、MCNP6.2 でパルス中性子法実験を模擬することで𝛼の

参考値を求めることとした。MCNP6.2においてFig. 5-22のShutdown体系を模擬し、Shutdown

体系の中心位置に 14 MeVの中性子を一様に発生させ、中性子発生後の核燃料中における中

性子束変化を数値計算した。MCNP6.2 によるパルス中性子法模擬実験結果を Fig. 5-24 に示

す。Fig. 5-24 の模擬実験結果に対して、第 3 章 3.3.1項で説明したパルス中性子法に対する

従来フィッティング法を適用することで、𝛼の参考値を取得した。但し、MCNP6.2 の模擬実

験では、パルス中性子の打ち込みが時刻𝑡 = 0 s における 1 回だけなので、実際のパルス中

性子法実験における中性子計数率の定常項は存在しない。従って、今回の従来フィッティン

グ法におけるフィッティング式は𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)とした。Fig. 5-24 に対して、マスキン

グ時間を変化させながらフィッティング式𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)でフィッティングを行い、フ

ィッティング誤差が最小となる𝛼推定結果を Shutdown 体系における𝛼の参考値とした。その

結果、Shutdown 体系における𝛼の参考値は 2,631 ± 3 (1/s)となった。5.4.5.2 目では、この参考

値を DMD と従来フィッティング法による𝛼推定結果との比較に用いる。 
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Fig. 5-24 MCNP6.2 によるパルス中性子法模擬実験結果 

 

5.4.5.2 DMD と従来フィッティング法による解析 

 Fig. 5-23 に示した Rossi-α 法頻度分布𝑃(𝜏)に対して、従来フィッティング法と DMD によ

り基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼を推定した結果を Fig. 5-25 に示す。 

Fig. 5-25 (a)の従来フィッティング法結果を見ると、3He#1 における𝛼推定結果では、マス

キング時間 0.0001 s を除けば、いずれのマスキング時間においても MCNP6.2 のパルス中性

子法模擬実験による参考値 2,631 (1/s)とフィッティング誤差の範囲で概ね一致している。し

かし、3He#2 と 3He#3 の𝛼推定結果に着目すると、特に 3He#3 において、マスキング時間が

増加するにつれて MCNP6.2 の参考値から外れていき、MCNP6.2 の参考値に対して過小評

価となっていく傾向が見られる。3He#4 に関しては、いずれのマスキング時間においても参

考値とフィッティング誤差の範囲で一致することはなく、他の検出器結果と比べて大幅に

小さな𝛼の値が推定されている。3He#4 で他の検出器より大幅に小さな𝛼の値が推定された

理由として、3He#4 が中心架台に隣接する位置に配置されていたことが挙げられる。中心架

台の引き抜きにより、①3He#4 周りで中性子を捕獲・吸収する物質が減少することで、即発

中性子の減衰が遅くなる(𝛼が小さくなる)効果と、②ボイド領域が生じるために中性子が体

系外に漏れやすくなることで、即発中性子の減衰が速くなる(𝛼が大きくなる)効果が生じる。

KUCA は小型の炉心であり、元々中性子の漏れ量が大きい体系であることから、中心架台

の引き抜きにより𝛼が大きくなる効果は小さいと考えられる。そのため、中性子を捕獲・吸

収する物質が減少することで𝛼が小さくなる効果の方が相対的に大きくなり、He#4 で他の

検出器よりも大幅に小さな𝛼推定結果が得られたと考えられる。このことより、中心架台の

引き抜きが、従来フィッティング法における𝛼推定結果の検出器位置依存性に大きく影響を

与えたことが分かる。よって、今回の従来フィッティング法結果では 3He#4 で顕著であるよ

うに、各検出器の𝛼推定結果がそれぞれ異なっているため、参考値が存在しない場合にどの

検出器結果を採用すべきか決定し難いという問題点が明確に現れている。 
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 一方、Fig. 5-25 (b)の DMD による𝛼推定結果は、いずれのマスキング時間においても

MCNP6.2 の参考値と統計誤差の範囲で一致しており、頑健に基本モード成分の𝛼を推定す

ることに成功している。今回の DMD 適用結果において𝛼の統計誤差が最小となるマスキン

グ時間は 0.0001 s であり、マスキング時間 0.0001 s における𝛼の値は 2,640 ± 29 (1/s)となっ

た。また、今回の解析で確認された DMD の利点は、従来フィッティング法と異なり複数の

検出器結果から一意に𝛼の値を得られることだけではなく、Fig. 5-25 (a)の 3He#4 のように他

の検出器に比べて特異な測定結果も含めて DMD を適用したとしても、基本モード成分の𝛼

を頑健に推定できることである。このことより、DMD によって推定される基本モード成分

の𝛼は、各検出器で従来フィッティング法により推定される𝛼の平均値ではないことが分か

る。以上より、Fig. 5-25 (a)の結果も踏まえると、3He#1 のように基本モード成分を上手く測

定できている検出器が一つでもあれば、DMD では頑健に基本モード成分の𝛼を推定できる

と考えられる。従って、DMD による𝛼の推定に必要な検出器数は、検出器位置を工夫して

上手く基本モード成分を測定できれば、今回の実験のように 4 個程度の少ない検出器数で

十分だと考えられる。今回の DMD 適用結果を纏めると、Shutdown 体系においても基本モ

ード成分の𝛼を推定することができ、検出器の位置依存性が大きい場合でも DMD が適用可

能であることを確認したため、従来フィッティング法に対する DMD の利点が明確となっ

た。 
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(a) 従来フィッティング法 

 

(b) DMD 

Fig. 5-25 Shutdown 体系における𝜶推定結果 

 

5.5 本章のまとめ 

 本章では、主に Rossi-α 法における頻度分布𝑃(𝜏)の導出、従来フィッティング法と DMD

による即発中性子減衰定数𝛼の推定方法、KUCAで実施した原子炉雑音測定実験について説

明した。 本章で着目した Rossi-α 法とは、原子炉雑音測定結果から中性子が検出された 2時

点の検出時間間隔𝜏を計算し、検出された全ての中性子の組み合わせについて検出時間間隔

𝜏を求めて、𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成することで即発中性子減衰定数𝛼を得る実験手法である。 

 5.1 節では、本章の概要を説明した。 

 5.2 節では、Rossi-α 法における中性子検出時間間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)の理論式を導出した。

𝑃(𝜏)の理論式導出に当たって、まず 1 時点検出確率𝑃1 (𝑡1)𝑑𝑡1と 2 時点検出確率

𝑃2 (𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2の理論式を導出した。1 時点検出確率𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1は「定常未臨界状態において

時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1に 1 個の中性子が検出される確率」であり、2 時点検出確率𝑃2(𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2



  

130 

 

は「定常未臨界状態において時刻𝑡1~𝑡1 + 𝑑𝑡1と時刻𝑡2~𝑡2 + 𝑑𝑡2に中性子のペアが検出される

確率」である。導出された𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1と𝑃2 (𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2を用いて、𝑃(𝜏)の理論式が𝑃(𝜏) =

∑ 𝑃𝑛𝑒−𝛼𝑛𝜏∞
𝑛=0 + 𝑃uというように指数関数の足し合わせと定常項で表せることを示した。以上

より、𝑃(𝜏)の理論式も指数関数の足し合わせと定常項で記述できるため、Simmons-King 法

と同様に DMD を適用することが可能であると考えた。 

5.3 節では、従来フィッティング法による𝛼の推定方法と、本研究で新たに適用を試みた

DMD による𝛼の推定方法について説明した。従来フィッティング法では、頻度分布𝑃(𝜏)に

対してマスキング時間を設定した上で、フィッティング式𝑃(𝜏) = 𝑃0exp(−𝛼𝜏) + 𝑃uで基本モ

ード成分の𝛼を推定した。一方、DMD では、複数の検出器で測定した𝑃(𝜏)について、各検出

器を行成分、各時間ステップを列成分とした行列𝐗の形に整理する。非相関項による定常成

分を差し引くため、全時間ステップに渡って 1 となる定常信号を行列𝐗に追加した。定常信

号を追加した行列𝐗から Exact DMD により時間発展行列𝐀を求め、𝐀の固有値分解により各

モード成分の固有値𝜆𝑖を得る。各モード成分の固有値𝜆𝑖について、𝛼𝑖 = − ln(𝜆𝑖) ∆𝜏⁄  (∆𝜏：𝑃(𝜏)

の区間幅)という関係式によって各モード成分の即発中性子減衰定数を得る。今回の DMD

では行列𝐗に定常成分を追加しているので、時間発展行列𝐀の最大固有値𝜆maxは常に 1 とな

る。従って、最大固有値𝜆max = 1を除いて 2 番目に最大となる固有値に対応する𝛼𝑖を基本モ

ード成分の𝛼とした。 

5.4 節では、KUCAで実施した原子炉雑音測定実験とその解析結果について纏めた。今回

の実験では、KUCAの A架台にて「A1/8”p60EUEU(3)+1/8”Pb40p20EUEU 炉心」という名称

の炉心を構築した。装荷した燃料集合体は、燃料として濃縮ウランを含む「1/8”p60EUEU 燃

料集合体」、「1/8”p40EUEU 燃料集合体」、「1/8”p14EUEU 燃料集合体」、「1/8”Pb40p20EUEU

燃料集合体」の 4 種類を用いた。原子炉雑音の測定には、ポリエチレン減速材領域に設置し

た 4 個の 3He 検出器を使用した。実験体系における制御棒価値は制御棒落下法により測定

し、余剰反応度はペリオド法によって測定した。今回の原子炉雑音測定実験では、①炉心を

臨界状態にした体系、②全ての制御棒・安全棒を全挿入した体系(ARI)、③運転を停止した

体系(Shutdown)で測定を行った。それぞれの体系における原子炉雑音測定結果から Rossi-α

法頻度分布𝑃(𝜏)を作成し、作成した𝑃(𝜏)に対してDMDと従来フィッティング法を適用した。

DMD と従来フィッティング法を適用した結果、臨界体系と ARI では、DMD と従来フィッ

ティング法の両手法ともにマスキング時間に対する基本モード成分の𝛼推定結果が概ね一

定となり、高次モード成分による参考値との系統的差異(バイアス)がほとんど見られなかっ

た。従来フィッティング法適用結果において、深い未臨界体系である ARI においても高次

モード成分によるバイアスが見られなかったことより、今回の 3He 検出器位置は高次モー

ド成分の励起が小さく、高次モード成分の中性子束が検出され難い位置に配置されていた

と考えられる。DMD による𝛼の値は統計誤差が最小となる推定結果を選べば良く、臨界体

系では 245 ± 1 (1/s)、ARI では 1,470 ± 7 (1/s)となった。一方、従来フィッティング法では検

出器毎に異なる𝛼の値が推定され、参考値が事前に与えられなければ𝛼推定結果を一意に決
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定するのが難しいという結果となった。但し、第 3 章 3.4.4.2 目の Simmons-King 法に対する

従来フィッティング法適用結果と比べると、検出器毎の𝛼推定結果のばらつきは大幅に低減

されていた。これは、今回の原子炉雑音測定実験では検出器数が 4 個と少なく、いずれの検

出器も減速材領域に設置されていたため、従来フィッティング法における𝛼推定結果の検出

器位置依存性が小さくなっていたからである。そこで、検出器位置依存性が大きい体系とし

て、原子炉の運転を停止した Shutdown 体系でも原子炉雑音測定実験を行った。運転停止時

は中心架台が引き抜かれており、未臨界が深くなることで高次モード成分がより励起され

やすくなるため、従来フィッティング法における𝛼推定結果の検出器位置依存性が大きくな

る。実際に従来フィッティング法適用すると、検出器毎の𝛼推定結果のばらつきは臨界体系・

ARI に比べて大きくなっていた。特に中心架台に隣接する位置に配置した 3He#4 では他の

検出器に比べて大幅に小さな𝛼の値が推定され、他の検出器がマスキング時間に対して𝛼の

値が概ね 2,500~2,700 (1/s)で推移しているのに対して、3He#4 では 2,200~2,300 (1/s)で推移し

た。一方、DMD による𝛼推定結果は、いずれのマスキング時間においても MCNP6.2 による

参考値と統計誤差の範囲で一致し、DMD による𝛼の統計誤差が最小となる結果は 2,640 ± 29 

(1/s)となった。また、Shutdown 体系の解析で確認されたDMD の利点は、複数の検出器結果

から一意に𝛼の値を得られることだけではなく、3He#4 のように他の検出器に比べて特異な

測定結果も含めて DMD を適用したとしても、基本モード成分の𝛼を頑健に推定できること

である。以上の解析により、Rossi-α 法に対しても DMD が適用可能であることが確認され、

検出器位置依存性が大きい場合でも、従来フィッティング法とは異なり𝛼の値を一意に決定

することが容易であることが分かった。  
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第6章 結論  

 

6.1 まとめ 

 本研究では、原子炉物理学分野においてこれまで利用されてきた様々な炉物理実験手法

について、従来の手法が抱えている課題を解決するために Dynamic Mode Decomposition 

(DMD)の適用可能性について検討を実施した。各章のまとめを以下に示す。 

 

 第 1 章では、本研究の背景と目的について述べた。 

本研究の背景として、加速器駆動システム(ADS)や、福島第一原子力発電所(1F)の燃料デ

ブリ取り出し作業における反応度事故防止のため、未臨界監視技術の開発が求められてい

ることを挙げた。ADS の未臨界度測定手法としてパルス中性子法が挙げられる。パルス中

性子法測定結果から即発中性子減衰定数𝛼を推定して未臨界度に換算する方法を Simmons-

King 法と呼ぶ。一方、パルス中性子法測定結果における即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性

子成分面積𝐴dの比𝐴p 𝐴d⁄ を計算することにより、ドル単位の未臨界度を推定する方法を面積

比法と呼ぶ。また、燃料デブリの未臨界度測定手法としては Rossi-α 法が挙げられる。Rossi-

α 法とは、原子炉雑音測定結果から中性子検出時間間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)を作成することで、

即発中性子減衰定数𝛼を得る手法である。パルス中性子法の中性子計数率の理論式と、Rossi-

α 法の頻度分布𝑃(𝜏)の理論式は、共に指数関数で表現される複数のモードの和で表せる。 

Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法で未臨界度を推定するには、複数のモードの中で

最も減衰が遅く、体系内の中性子の振る舞いを最も支配する基本モード成分の中性子計数

率を抽出する必要がある。従来法では、パルス中性子法の中性子計数率や Rossi-α 法の頻度

分布𝑃(𝜏)に対して、指数関数による非線形最小二乗フィッティングを適用することで即発

中性子減衰定数𝛼や面積比を推定する。しかし、フィッティングの際に測定結果の基本モー

ド成分のみを抽出する方法が未だ十分に確立されておらず、フィッティングによる𝛼や面積

比の推定結果には高次モード成分による系統的差異が存在するという課題があった。 

そこで本研究では、Simmons-King 法・面積比法・Rossi-α 法において、基本モード成分の

即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積比を頑健に推定可能な手法を開発することを目的とし

た。本研究ではこの目的を達成するため、近年多くの分野で応用されている Dynamic Mode 

Decomposition (DMD)と呼ばれる解析手法に着目した。本論文の内容は、Simmons-King 法・

面積比法・Rossi-α 法の実験結果に対して DMD を適用することにより、実際の実験を通じ

て DMD の有効性について検討した結果について説明することを述べた。 

 

 第 2 章では、本研究で適用を試みた DMD の理論と計算手順、DMD によって推定した即

発中性子減衰定数𝛼や面積比の統計誤差評価手法について説明した。 
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DMD とは、ある動的な系で得られる多次元時系列データを、複数の指数関数モードの足

し合わせに展開するデータ駆動型の手法である。DMD では、時系列データの各時間ステッ

プデータを 1 ステップ後のデータに変換する時間発展行列𝐀を計算し、𝐀の固有値分解によ

り得られる固有値・固有ベクトルから、各指数関数モードの時間変化・空間分布を推定する。

DMD は様々な分野で適用されており、それぞれの分野における適用目的に応じて多くの

DMDの変種が提案されてきた。第2章では代表的なDMDとして、①通常の「Standard DMD」、

②𝐀の固有値分解における計算コストを削減するため、時間発展行列𝐀を別の行列に射影す

る「Projected DMD」、③Projected DMD よりも厳密に𝐀の固有ベクトルを計算するために提

案された「Exact DMD」、④測定データの誤差が大きい場合でも頑健に𝐀を推定可能な DMD

として提案された「Total least squares DMD」の計算手順について説明した。本研究では、多

くの分野で一般的に用いられており比較的実装が容易な Exact DMD を採用した。 

DMD により基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼あるいは面積比を推定した場合にお

ける、DMD 推定結果の統計誤差の評価方法についてはランダムサンプリング法を用いた。

本研究のランダムサンプリング法では、測定により得た時系列データ行列に対して正規乱

数による摂動を加えたデータを複数作成し、全ての摂動データに DMD を適用して𝛼あるい

は面積比のヒストグラムを作成する。作成したヒストグラムの平均値を𝛼・面積比の推定結

果とし、ヒストグラムの不偏標準偏差を𝛼・面積比推定結果の統計誤差とした。 

 

第 3 章では、即発中性子減衰定数𝛼を推定する手法の一つである Simmons-King 法の理論

と、京都大学臨界集合体実験装置(Kyoto University Critical Assembly: KUCA)で取得したパル

ス中性子法実験結果に対して DMD を適用した結果について述べた。 

第 3 章の始めに、パルス中性子法実験で測定される中性子計数率𝐶(𝑡)の理論式を導出し

た。理論式の導出に当たって、まずグリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)を時間依存輸送方

程式から導出し、導出したグリーン関数𝐺(𝑟 , 𝐸, Ω⃗⃗ , 𝑡|𝑟 0 , 𝐸0 , Ω⃗⃗ 0 ,𝑡0)を用いてパルス中性子法に

おける中性子計数率𝐶(𝑡)の理論式が𝐶(𝑡) = ∑ 𝐶𝑛𝑒−𝛼𝑛𝑡∞
𝑛=0 + 𝐶BGというように指数関数の足

し合わせと定常項で表せることを示した。本研究では、パルス中性子法における中性子計数

率𝐶(𝑡)の理論式が指数関数の足し合わせで表現されることに着目し、同様に時系列データを

指数関数の足し合わせに展開する DMD が適用可能であると考えた。 

Simmons-King 法において基本モード成分の𝛼を推定する手法として、従来フィッティン

グ法と、本研究で新たに適用を試みた DMD による𝛼の推定方法について説明した。従来フ

ィッティング法では、中性子計数率𝐶(𝑡)に対してマスキング時間を設定し、高次モード成分

が残存する時間ステップを削除した上で、フィッティング式𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BGで基

本モード成分の𝛼を推定した。一方、DMD では、複数の検出器で測定した𝐶(𝑡)について、各

検出器を行成分、各時間ステップを列成分とした行列𝐗に整理した。遅発中性子による定常

成分を差し引くため、全時間ステップに亘って 1 となる定常信号を行列𝐗に追加した。定常

信号を追加した行列𝐗から Exact DMD により時間発展行列𝐀を求めた。𝐀を固有値分解する
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ことで各モード成分の固有値𝜆𝑖が得られ、𝛼𝑖 = − ln(𝜆𝑖) ∆𝑡⁄  (∆𝑡：𝐶(𝑡)の時間ステップ幅)とい

う関係式によって各モード成分の即発中性子減衰定数を得た。今回の DMD では行列𝐗に定

常信号を追加したので、時間発展行列𝐀の最大固有値𝜆maxは常に 1 となる。従って、最大固

有値𝜆max = 1を除いて 2 番目に最大となる固有値に対応する𝛼𝑖を基本モード成分の𝛼とした。 

KUCAにおけるパルス中性子法実験は、KUCAの A架台で構築した「A1/8”EUEU(3)+ LEU

炉心」で実施した。パルス中性子法における中性子計数率の測定には、合計 10 個の検出器

を使用した。実験体系における制御棒価値は制御棒落下法により測定し、余剰反応度はペリ

オド法により測定した。制御棒価値測定結果と余剰反応度測定結果から算出した未臨界度

(−𝜌)と、MCNP6.2 により計算した実効遅発中性子割合𝛽effと中性子生成時間Λから、基本モ

ード成分の𝛼の参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ を計算した。今回のパルス中性子法実験では、①制御棒

C1・C2・C3 のみを全挿入した体系(C1C2C3in)と、②全ての制御棒と安全棒を全挿入した体

系(ARI)で測定を行った。C1C2C3in と ARI におけるパルス中性子法測定結果に対して従来

フィッティング法を適用した結果、C1C2C3in と ARI のいずれも、マスキング時間が小さく

なるほど𝛼推定結果が参考値から外れるといった系統的な差異が見られたことから、高次モ

ード成分によるバイアスが生じていたことが確認された。また、従来フィッティング法では、

検出器毎に異なる𝛼推定結果が得られており、事前に𝛼の参考値が得られていなければ、一

意に𝛼推定結果を決定することが困難であった。一方 DMD では、定常信号を加えた上で時

系列データを複数の指数関数モードに分解することで、C1C2C3in と ARI のいずれも基本モ

ード成分の𝛼推定結果はマスキング時間に依らず参考値(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ と統計誤差の範囲で一

致しており、従来フィッティング法に比べて高次モード成分のバイアスを大幅に低減する

ことができた。また、DMD では複数の検出器結果から一つの𝛼の値を得ることができ、DMD

による𝛼の値は統計誤差が最小となる推定結果を選ぶことで一意に決定できる。以上の解析

により、Simmons-King 法に対して DMD が適用可能であることを確認した。 

 

第 4 章では、ドル単位の未臨界度を測定するための実験手法の一つである面積比法の理

論と、KUCA で取得したパルス中性子法実験結果から DMD によりドル単位未臨界度を推

定した結果について述べた。 

第 4 章ではまず、パルス中性子法測定結果における即発中性子成分面積𝐴pと遅発中性子

成分面積𝐴dの理論式を導出した。即発中性子成分面積𝐴pの理論式は𝛼固有関数展開を用いて

導出し、遅発中性子成分面積𝐴dの理論式は𝑘eff固有関数展開を用いて導出した。導出した𝐴p

と𝐴dから面積比𝐴p 𝐴d⁄ の理論式を示し、𝐴p 𝐴d⁄ の理論式において𝐴pの基本モード成分を抽出

することができれば、面積比𝐴p 𝐴d⁄ はドル単位の未臨界度に相当することを示した。 

パルス中性子法測定結果から面積比を推定する方法として、従来フィッティング法に基

づく外挿面積比法と、本研究で新たに考案した DMD による面積比推定手法について説明し

た。外挿面積比法では、中性子計数率𝐶(𝑡)の測定結果においてマスキング時間を設定した上

で𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)+ 𝐶BGでフィッティングを行い、高次モード成分が残存する領域を基
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本モード成分で外挿した。フィッティング式の第 1 項𝐶0exp(−𝛼𝑡)と第 2 項𝐶BGをそれぞれ

0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏 (𝜏：パルス中性子打ち込み周期)で時間積分することで𝐴pと𝐴dを計算して面積比

𝐴p 𝐴d⁄ を求めた。一方 DMD による面積比推定手法は、時間発展行列𝐀の固有値分解までは

Simmons-King 法に対する DMD 適用方法と同じ計算手順である。DMD による面積比推定手

法では、𝐀の固有値分解により得られる固有ベクトル𝜙⃗ 𝑖にも着目し、𝐀の固有値𝜆𝑖と固有ベ

クトル𝜙⃗ 𝑖から時系列データを𝑥 (𝑡) = ∑ 𝐶𝑖 𝜙⃗ 𝑖
𝑚+1
𝑖=1 exp(𝜔𝑖𝑡)という式に展開した。ここで、𝐶𝑖は𝑖

次モード成分の展開係数、𝜔𝑖は𝑖次モード成分の時定数であり𝜔𝑖 = ln(𝜆𝑖) ∆𝑡⁄ となる。DMD に

より高次モード成分を除去するため、遅発中性子による定常成分に対応する 1 番目モード

𝐶1𝜙⃗ 1exp(𝜔1𝑡) (𝜔1 ≈ 0)と、基本モード成分に対応する 2 番目モード𝐶2𝜙⃗ 2exp(𝜔2𝑡) (𝜔2 ≡

−𝛼)のみを抽出して、時系列データを𝑥 (𝑡) = 𝐶2𝜙⃗ 2exp(−𝛼𝑡) + 𝐶1𝜙⃗ 1と展開する。また、外挿

面積比法と同様にマスキング時間𝑡maskを設定した場合は、DMD により時系列データは

𝑥 (𝑡) = 𝐶2𝜙⃗ 2exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)} + 𝐶1𝜙⃗ 1という式で展開される。DMD により展開された時系

列データ𝑥 (𝑡)の第 1項𝐶2𝜙⃗ 2exp{−𝛼(𝑡 − 𝑡𝑚𝑎𝑠𝑘)}と第 2項𝐶1𝜙⃗ 1をそれぞれ0 ≤ 𝑡 ≤ 𝜏で時間積分

することで𝐴pと𝐴dを計算して面積比𝐴p 𝐴d⁄ を求めた。 

DMD や外挿面積比法の適用に用いたパルス中性子法測定結果は、第 3 章で示した KUCA

のパルス中性子法測定結果と同じである。炉心体系は第 3 章で説明した「A1/8”EUEU(3)+ LEU

炉心」であり、C1C2C3in と ARI で測定を行った。面積比の参考値は、第 3 章で示した制御

棒価値と余剰反応度の測定結果から算出した。外挿面積比法によって面積比を推定した結

果、C1C2C3in と ARI のいずれにおいても、推定された面積比はマスキング時間によって大

きく変動し、使用した検出器によっても面積比の推定結果が大きく異なった。一方 DMD で

は、定常モードと基本モードのみで時系列データを展開したことにより、C1C2C3in と ARI

の両方で、マスキング時間に依らずに参考値と統計誤差の範囲で概ね一致し、高次モード成

分によるバイアスが大幅に低減されたことが確認された。また、DMD では統計誤差が最小

となる面積比推定結果を選ぶことで、複数の検出器結果から面積比の値を一意に得ること

ができた。以上の解析により、面積比法に対して DMD が適用可能であることを確認した。 

 

第 5 章では、即発中性子減衰定数𝛼を推定する手法の一つである Rossi-α 法における頻度

分布𝑃(𝜏)の理論式導出と、KUCAで取得した原子炉雑音測定実験結果に対して DMD を適用

し、基本モード成分の𝛼を推定した結果について説明した。  

 Rossi-α 法における中性子検出時間間隔𝜏の頻度分布𝑃(𝜏)の理論式導出に当たって、まず 1

時点検出確率𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1と 2 時点検出確率𝑃2 (𝑡1,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2の理論式を直観法に基づき導出し

た。𝑃2 (𝑡1 ,𝑡2)𝑑𝑡1𝑑𝑡2を𝑃1(𝑡1)𝑑𝑡1で除することにより、中性子が 1 個検出された後に検出時間

間隔𝜏~𝜏 + 𝑑𝜏で別の中性子が検出される条件付き確率𝑃(𝜏)𝑑𝜏を求め、𝑃(𝜏)の理論式が𝑃(𝜏) =

∑ 𝑃𝑛𝑒−𝛼𝑛𝜏∞
𝑛=0 + 𝑃uというように指数関数の足し合わせと定常項で表せることを示した。𝑃(𝜏)

の理論式も指数関数の足し合わせと定常項で記述できるため、Simmons-King 法と同様に従

来フィッティング法と DMD を適用することが可能であると考えた。従って、従来フィッテ
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ィング法では𝑃(𝜏)に対して𝑃(𝜏) = 𝑃0 exp(−𝛼𝜏) + 𝑃uでフィッティングし、DMD では𝑃(𝜏)に

定常信号を加えた上で Exact DMD により基本モード成分の𝛼を推定した。 

KUCA に お け る 原 子 炉 雑 音 測 定 実 験 は 、 KUCA の A 架 台 で 構 築 し た

「A1/8”p60EUEU(3)+1/8”Pb40p20EUEU 炉心」で実施した。原子炉雑音の測定には、4 個の

3He 検出器(3He#1, #2, #3, #4)を使用した。実験体系における制御棒価値は制御棒落下法、余

剰反応度はペリオド法によって測定した。今回の原子炉雑音測定実験では、①炉心を臨界状

態にした体系、②全ての制御棒・安全棒を全挿入した体系(ARI)、③運転を停止した体系

(Shutdown)で測定を行った。臨界体系における𝛼の参考値は、MCNP6.2 により計算した遅発

中性子割合𝛽effと即発中性子寿命ℓ から𝛽eff ℓ⁄ という式で計算した。ARI における𝛼の参考値

は、制御棒価値測定結果と余剰反応度測定結果から算出した未臨界度(−𝜌)と、MCNP6.2 に

より計算した実効遅発中性子割合𝛽effと中性子生成時間Λから(𝛽eff − 𝜌) Λ⁄ という式で計算し

た。Shutdown における𝛼の参考値は、MCNP6.2 によりパルス中性子法実験を模擬すること

によって推定した。 

それぞれの体系における原子炉雑音測定結果から作成した𝑃(𝜏)に対して、DMD と従来フ

ィッティング法を適用した結果、臨界体系と ARI では、DMD と従来フィッティング法の両

手法ともにマスキング時間に対する基本モード成分の𝛼推定結果が概ね一定となっており、

高次モード成分によるバイアスがほぼ見られなかった。従来フィッティング法適用結果に

おいて、深い未臨界体系である ARI においても高次モード成分によるバイアスが見られな

かったため、今回の 3He 検出器は高次モード成分の励起が小さい位置に配置されていたと

考えられる。また、従来フィッティング法では検出器毎に異なる𝛼の値が推定されたものの、

第 3 章で示した Simmons-King 法に対する従来フィッティング法適用結果と比べると、検出

器毎の𝛼推定結果のばらつきは大幅に低減されていた。これは、今回の実験ではいずれの検

出器も減速材領域に設置されていたため、𝛼推定結果の検出器位置依存性が小さくなってい

たからである。 

そこで、検出器位置依存性が大きい体系として、より未臨界が深い Shutdown 体系でも実

験を行った。運転停止時は中心架台が引き抜かれているため、従来フィッティング法におけ

る𝛼推定結果の検出器位置依存性が大きくなる。Shutdown 体系で得られた𝑃(𝜏)に従来フィッ

ティング法を適用した結果、検出器毎の𝛼推定結果のばらつきは臨界体系と ARI に比べて大

きくなった。特に中心架台に隣接する位置に配置した 3He#4 では他の検出器に比べて大幅

に小さな𝛼の値が推定された。一方、DMD による𝛼推定結果は、いずれのマスキング時間に

おいても MCNP6.2 による参考値と統計誤差の範囲で一致しており、統計誤差が最小となる

推定結果を選ぶことで基本モード成分の𝛼を一意に得られることを確認した。また、

Shutdown 体系の解析で確認された DMD の利点として、3He#4 のように他の検出器に比べて

特異な測定結果も含めて DMD を適用した場合でも、基本モード成分の𝛼を頑健に推定でき

ることが分かった。以上の解析により、Rossi-α 法に対しても DMD が適用可能であること

を確認した。 
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6.2 今後の課題 

 本節では、以下の 2 点を本研究の今後の課題として示す。 

(1) 統計誤差の大きい測定データに対する各種 DMD の適用可能性の比較 

(2) 測定データ点の重みを考慮した DMD の統計誤差評価手法の開発 

それぞれの課題について順に説明する。 

 

(1) 統計誤差の大きい測定データに対する各種 DMD の適用可能性の比較 

 第 2 章 2.4 節で、「Standard DMD」、「Projected DMD」、「Exact DMD」、「Total least squares 

DMD」の計算手順について説明した。これらの DMD の中で、本研究では Exact DMD を採

用し、パルス中性子法実験や炉雑音測定実験に Exact DMD を適用することで、基本モード

成分の即発中性子減衰定数𝛼や面積比を推定することができた。ただし、これらの実験手法

に対して Exact DMD を適用する際は、Exact DMD で𝛼や面積比をより推定し易くするため、

パルス中性子法における中性子計数率や Rossi-α法頻度分布の統計誤差を可能な限り小さく

した。そのためには、パルス中性子法の中性子計数率や Rossi-α 法頻度分布を取得するに当

たって、長時間の測定を行う必要があった。しかし 、例えば 1F 燃料デブリ取り出し作業に

おいて、作業時間の効率を図るためには、未臨界監視に要する測定時間を少なくする必要性

が生じる。 

本論文で示した実験結果に対しては Exact DMD の有効性が示されているが、測定データ

の統計誤差が大きくなった場合でも Exact DMD が有効かどうかについては、本論文では十

分に検討できていない。従って、今後の課題として、統計誤差の大きい測定データに対する

Exact DMD の適用可能性を調べることが挙げられる。また、第 2 章 2.2 節で述べたように、

統計誤差の大きい測定データに対しても頑健な推定結果が得られる見込みがある DMD と

して、「Total least squares DMD」、「Optimized DMD」、「Noise-corrected DMD」、「Forward-

backward DMD」などが挙げられる。今後は、これらの DMD も統計誤差の大きい測定デー

タに対して適用することで、それぞれの DMD が𝛼や面積比の推定に有効か否か比較するこ

とも課題となる。 

上述した課題に対する今後の検討方法としては、例えば、まずは本論文で示したパルス中

性子法実験結果あるいは炉雑音測定実験結果について、測定結果の統計誤差を定数倍した

仮想的な測定データを作成し、作成した仮想的な時系列データに対して各種 DMD を適用す

る、といった検討案が考えられる。 

 

(2) 測定データ点の重みを考慮した DMD の統計誤差評価手法の開発  

 第 2 章 2.5 節で、DMD による𝛼や面積比の統計誤差評価手法について説明した。本研究で

はランダムサンプリング法を活用し、測定データに正規乱数による摂動を繰り返し加える

ことにより、DMD による𝛼や面積比の統計誤差を評価した。一方、従来フィッティング法
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を用いた𝛼や面積比の推定結果の誤差は、プログラミング言語 Python におけるフィッティ

ングモジュール「scipy.optimize.curve_fit」のオプション「absolute-sigma」を「True」に設定

することで、測定データの誤差の絶対値を用いて推定した。ここで、𝑖番目の時間ステップ

における測定データを𝑦𝑖、測定データ𝑦𝑖の誤差を𝜎𝑖、フィッティングで得た𝑖番目の時間ステ

ップデータを𝑦𝑖,𝑓𝑖𝑡とする。「 scipy.optimize.curve_fit」を用いた場合、カイ二乗値𝜒2 =

∑ ((𝑦𝑖 − 𝑦𝑖,𝑓𝑖𝑡) 𝜎𝑖⁄ )
2

𝑖 を最小にするように非線形最小二乗法フィッティングが行われる。𝜒2の

計算式において、誤差𝜎𝑖が大きいデータほど𝜒2に対する寄与は小さくなり、誤差𝜎𝑖の小さな

データほど優先的に用いて非線形最小二乗法が適用されることとなる。すなわち、従来フィ

ッティング法では、誤差𝜎𝑖の大小に応じて、フィッティングに用いるべき測定データ𝑦𝑖の「重

み」が考慮されている。 

一方、DMD の場合には、ランダムサンプリング法により測定データに誤差を追加してい

るものの、誤差を追加された測定データ点の中で、どの測定データ点を優先的に使用すべき

か考慮されていない。つまり、現状の DMD アルゴリズムでは、全ての測定データ点が等し

い重みで統計誤差評価が行われている。測定データ点の重みが考慮されなければ、他の測定

データ点に比べて特異的に大きな誤差を持つ外れ値が測定データに含まれている場合、

DMD における統計誤差が過大評価される可能性がある。従って、今後の課題として、現状

の DMD の統計誤差評価手法を改良して各測定データ点の重みづけを行い、非線形最小二乗

法と等価となるような DMD の重みづけアルゴリズムを構築することが挙げられる。 
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APPENDIX. A JAWAS-Tを利用したパルス中性子法実験 

 

炉物理計算における実効増倍率𝑘effの数値計算結果の妥当性確認や、炉物理計算に用いる

評価済み核データの更新には、KUCA のような炉物理実験施設における核燃料を使用した

臨界実験が活用されてきた。しかし、KUCAを始めとした国立大学・国立研究所が保有する

高濃縮ウラン燃料は、平成 28 年の第 4 回核セキュリティサミットにおける日米首脳合意よ

り、2021 年度までに全て米国に変換する必要がある[1]。従って、将来的に国内で高濃縮ウ

ラン燃料を用いた臨界実験を実施することが困難な状況が想定される。 

また、2021 年 12 月に公開された国産評価済み核データライブラリ JENDL-5[2],[3]では、

分子動力学計算に基づいて水分子の 1Hなどの熱中性子散乱則データが更新されている。こ

の更新データの妥当性確認を行うに当たって、臨界実験を実施して𝑘eff実験値を取得し、中

性子輸送計算コードによる𝑘eff計算値と比較する方法がある。しかし、臨界実験では核燃料

など様々な核種を含んだ複雑な体系で実験を行い、𝑘eff実験値を得るための実験手順も複雑

であるため、𝑘eff実験値と𝑘eff計算値の誤差要因を特定することが難しくなる。そこで、核燃

料を使用しない非増倍体系を用いて、炉物理計算の妥当性確認や評価済み核データ更新に

活用できる実験手法が模索されている。 

本論文の第 3 章と第 5 章で測定対象とした即発中性子減衰定数𝛼は、非増倍体系において

も測定可能なパラメータである。即発中性子減衰定数𝛼は、実効増倍率𝑘effと強い相関を持

つため、データ同化手法により𝛼の測定結果から𝑘eff数値計算結果の不確かさを低減できる

見込みがある[4]。そこで、本研究では、日本原子力研究開発機構(JAEA)が保有している実

験装置「JAEA Active Waste Assay System-Tokai (JAWAS-T) [5]」を利用して、非増倍体系にお

けるパルス中性子法実験を行った。APPENDIX. Aでは、JAWAS-T で取得したパルス中性子

法実験結果を用いて、第 3 章で説明した Simmons-King 法に対する DMD の適用方法と同様

に、非増倍体系の𝛼を推定した結果について説明する。 

 

A.1 JAWAS-T の概要 

 A.1 節では、本実験で使用した実験装置「JAEA Active Waste Assay System-Tokai (JAWAS-

T)」について説明する。JAWAS-T (Fig. A-1)は、核廃棄物に高速中性子を打ち込んだ後にお

ける高速中性子の減衰から、核廃棄物中の核分裂性物質の量を推定する「高速中性子問いか

け法 (FNDI 法) [6]」に使用される核物質非破壊測定装置である。本装置の内部は、D-T 中性

子源を用いた 14 MeV高速中性子発生装置、グラファイトやポリエチレン等の減速材や反射

材、中性子吸収材であるカドミウムにより Fig. A-2 のように構成されている。JAWAS-T 内

部の一番外側に厚さ 10 cm のボロン入りポリエチレンがあり、その内側が厚さ 10 cm のポ

リエチレン、その内側が厚さ 20 cm のグラファイト、その内側に厚さ 0.2 cm のカドミウム
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が取り付けられている。今回の実験では、非増倍体系として水を満たした水槽を用意し、水

槽に高速中性子を打ち込むパルス中性子法実験を実施する目的で JAWAS-T を使用した。 

 

 

Fig. A-1 JAWAS-Tの概観(2021 年 11月 2 日撮影) 

 

 

Fig. A-2 JAWAS-T内部の概念図[5] 
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A.2 実験器具 

 A.2 節では、2021 年 11 月 2 日(火)に行った、JAWAS-T におけるパルス中性子法実験で使

用した実験器具について述べる。本実験は水で満たした水槽における即発中性子減衰定数𝛼

を測定することを目的としている。本実験で使用した水槽として、Fig. A-3 に示す円柱形の

アルミニウム(Al)容器を用いた。使用した Al 容器の寸法を定規とノギスで測定した結果、

外径は 20.75 cm、高さは 20.58 cm、容器厚さは 1.2 mm であった。Fig. A-4 のように Al 容器

底面から 15 cm の高さに目印を記し、その目印の高さまで Al 容器に純水を注いだ。注いだ

純水の温度を、接触型水温計と非接触型水温計で測定した結果を Table. A-1 に示す。 

 

 
 

(a) Al 容器の写真(2021 年 11 月 2 日撮影) (b) Al 容器の平面図・立面図 

Fig. A-3 使用した Al 容器 

 

 

Fig. A-4 水面高さの目印 
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Table. A-1 水温測定結果 

接触型水温計 24.5 ℃ 

非接触型水温計 23.1 ℃ 

  

中性子の測定には 3He 検出器を用いた。実験で使用した 3He 検出器を Fig. A-5 に示す。今

回使用した 3He 検出器の全長は 25.3 cm であり、直径は 2.5 cm であった。有感領域の中心位

置は底面から 9.1 cm の所にあり、その位置に赤色十字線の目印が付けられている。 

 

 

(a) 3He 検出器の写真（2021 年 11 月 2 日撮影） 

 

(b) 3He 検出器の幾何形状 

Fig. A-5 使用した 3He 検出器 

 

次に、JAWAS-T においてパルス中性子を発生させる 14 MeV 高速中性子発生装置につい

て述べる。JAWAS-T に備え付けられている中性子発生装置を Fig. A-6 に示す。この中性子

発生装置では重水素と三重水素によるD-T 反応( H1
2 + H1

3 → He2
4 + 𝑛 + 17.59MeV)を利用して

いる。JAWAS-T の内部には対象物に中性子を照射するための空間があり、中性子発生装置

は Fig. A-6 (b)のように内部空間入口部の左側の角に存在している。中性子発生装置の中心

位置が、内部空間の底面(Fig. A-6 (b)における黄色の台)から 35.1 cm の高さにあったため、

Fig. A-7 のジャッキを用いて中性子発生装置の中心位置と、Al 容器の中心高さ(Al 容器底面

から約 10 cm)が一致するように調節した。 
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(a) 中性子発生装置 (b) 中性子発生装置の位置 

Fig. A-6 14 MeV 中性子発生装置とその位置 

 

 

Fig. A-7 Al 容器の高さ調節に用いたジャッキ 
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 Al 容器に 14 MeV 高速中性子をパルス状に入射させてパルス中性子法実験を行う際は、

Al容器内に入射されなかった高速中性子が周りの構造物から散乱して熱中性子としてAl容

器内に侵入するのを防ぐために、熱中性子を捕獲するボロンシートを Al 容器の周りに巻い

て測定を行った。Al 容器の周りにボロンシートを巻いた様子を Fig. A-8 に示す。測定の際

は、ボロンシートを Al 容器の側面周りに巻くだけではなく、上下からの散乱線も軽減させ

るために、Al 容器の上下にもボロンシートで蓋をした。なお 3He 検出器は Fig. A-8 のよう

に Al 容器の側面にテープで直接固定されている。 

 

 

Fig. A-8 ボロンシートを巻いた Al 容器 

 

A.3 実験体系・実験結果 

 今回行ったパルス中性子法実験では、検出器位置を変えて 6 回測定を行った。A.3 節では

それぞれの測定を、測定を行った順番に Run1 から Run6 と呼称する。A.3.1 項では Run1と

Run2、A.3.2項では Run3と Run4、A.3.3項では Run5と Run6の実験体系と実験結果を示す。 

 

A.3.1 Run1 と Run2 の測定 

始めに、Run1 と Run2 の実験体系と実験結果について記述する。Run1 と Run2 では同じ検

出器位置で測定を行った。Run1 と Run2 における実験体系の写真を Fig. A-9、Run1 と Run2

における各実験器具の位置関係を Fig. A-10 に示す。JAWAS-T の内部空間底部にある黄色の

台の中央部にはジャッキ四隅の設置位置を示す目印が 4 つあったので、その目印に合うよ

うにジャッキ位置を固定し、ジャッキの上にボロンシートを巻いた Al 容器を設置した。Fig.  

A-10 のように上から測定空間を俯瞰したとき、ジャッキの右下の隅に当たる位置で 3He 検

出器を Al 容器に固定した。 
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Fig. A-9 Run1 と Run2 における実験体系 

 

 

Fig. A-10 Run1 と Run2 における各実験器具の位置関係 

 

 今回のパルス中性子法実験では、最初の 14 MeV高速中性子が打ち込まれてから 10 分間

測定を行った。14 MeV高速中性子打ち込み後の中性子計数率は、時間ステップ幅∆𝑡 = 1 ×

10−6  s (1 μs)で高速中性子打ち込み後 0.008191 s (8,191 μs)まで測定されている。Run1 と

Run2 においてパルス中性子法実験を行った結果を Fig. A-11 に示す。中性子は Fig. A-11 (b)

は、Fig. A-11 (a)における横軸 0 – 0.001 s の部分のみを示した図である。Fig. A-11 (b)を見る

と、パルス中性子打ち込み直後に中性子計数率が立ち上がった後、中性子計数が一旦急激に
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減少した後に再度増加し、その後は中性子計数率が概ね指数関数的に減衰する結果となっ

ている。14 MeV高速中性子打ち込み直後に中性子計数率が一旦減少しているのは、3He 検

出器の不感時間により中性子の数え落としが発生したためと考えられる。また、Fig. A-11 (b)

の結果より、パルス中性子打ち込み後 0.0002 s 付近で中性子計数率の小さな山が現れている

ことが分かる。この中性子計数率の山が発生した原因は特定できていないが、Al 容器内の

水で十分減速されなかった熱外中性子の減速が高速中性子打ち込み後約 0.0002 s の時間差

で発生することで、熱中性子の減衰が一時的に遅くなったものと考えられる。Fig. A-11 の結

果に対して DMD を適用することを考えると、少なくとも中性子計数率の山が存在する

0.0002 s まではマスキングを行う必要がある。 

 

 

(a) 横軸：0 – 0.008191 (s)  

 

(b) 横軸：0 – 0.001 (s) 

Fig. A-11 Run1 と Run2 におけるパルス中性子法測定結果 
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A.3.2 Run3 と Run4 の測定 

次に、Run3 と Run4 の実験体系と実験結果について記述する。Run3 と Run4 の測定にお

ける検出器位置は同じである。Run3 と Run4 の実験体系を Fig. A-12、Run3 と Run4 の実験

体系における各実験器具の位置関係の図を Fig. A-13 に示す。Run3・Run4 の実験体系は、

Fig. A-13 のように測定空間を上から俯瞰したときに、Fig. A-10 におけるジャッキ・Al 容器・

3He 検出器を反時計回りに 90°回転させた体系となっている。 

 

 

Fig. A-12 Run3 と Run4 における実験体系 

 

 

Fig. A-13 Run3 と Run4 における各実験器具の位置関係 
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Run3 と Run4 における測定でも、最初の 14 MeV高速中性子が打ち込まれてから 10 分間

測定を行った。Run3とRun4においてパルス中性子法実験を行った結果をFig. A-14に示す。

Fig. A-14 においても、中性子は時間ステップ幅 1×10-6 s の間隔で測定されており、Fig. A-14 

(b)は Fig. A-14 (a)における横軸 0 – 0.001 s の部分のみを示した図となっている。Fig. A-11 (a)

と Fig. A-14 (a)を比較すると、Run1・Run2 では全時間ステップに渡って中性子が検出されて

いるが、Run3・Run4 では高速中性子打ち込み後の約 0.003 s 以降で中性子がほとんど検出さ

れていない。この理由は、Run3・Run4 では 3He 検出器が Al 容器を挟んで中性子発生装置

と反対側に設置されていることから、中性子発生装置に由来する周りの構造物からの散乱

線が検出器に届き難かったためと考えられる。また、Fig. A-11 (b)と Fig. A-14 (b)を比較する

と、Run3・Run4 の測定結果は Run1・Run2 と同様に、高速中性子打ち込み後 0.0002 s 付近

で中性子計数の小さな山が生じている。 

 

 

(a) 横軸：0 – 0.008191 (s)  

 

(b) 横軸：0 – 0.001 (s) 

Fig. A-14 Run3 と Run4 におけるパルス中性子法測定結果 
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A.3.3 Run5 と Run6 の測定 

最後に、Run5 と Run6 の実験体系と実験結果について記述する。複数の検出器測定結果

を DMD により複数のモードに分解する場合、互いに似たような測定結果を得るだけではな

く、それぞれ異なる検出器応答を示す測定結果を得ることが望ましい。そのため Run5 と

Run6 では、3He 検出器の周りにボロンシートを巻くことで、熱外中性子に対する検出器応

答を測定することとした。ボロンシートを巻いた 3He 検出器の図を Fig. A-15 に示す。 

 

 

Fig. A-15 ボロンシートを巻いた 3He 検出器 

 

Run5 と Run6 における実験体系を Fig. A-16、Run5 における各実験器具の位置関係を Fig. 

A-17、Run6 における各実験器具の位置関係を Fig. A-18 に示す。Run5 と Run6 では 3He 検出

器にボロンシートを巻いたため、Al 容器の側面周りに巻いたボロンシートは取り外した。

Al容器上下のボロンシートについてはRun1から Run4と同様に蓋として設置したままにし

た。Run5 における検出器位置は Run1・Run2 と同じである。Run6 については、Fig. A-17 と

Fig. A-18 のように JAWAS-T の測定空間を上から見たとき、Run5 におけるジャッキ・Al 容

器・3He 検出器を時計回りに 90°回転させた体系となっている。 

 

  

(a) Run5 (b) Run6 

Fig. A-16 Run5 と Run6 における実験体系 
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Fig. A-17 Run5 における各実験器具の位置関係 

 

 

Fig. A-18 Run5 における各実験器具の位置関係 

 

Run5 と Run6 における測定でも、最初の高速中性子が打ち込まれてから時間ステップ幅

1×10-6 s の間隔で 10 分間測定を行った。Run5 と Run6 においてパルス中性子法実験を行っ

た結果を Fig. A-19 に示す。Fig. A-19 より、水槽内の熱外中性子は減速が進み熱中性子にな

るため、Run5 と Run6 で測定された熱外中性子の減衰は、Run1 から Run4 で測定された熱
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中性子・熱外中性子の両方を含んだ中性子の減衰よりも早いことが分かる。また、Run5 と

Run6 では 0.00016 s 付近で中性子計数率の山が Run1 から Run4 よりも顕著に現れており、

尚且つ Run1 から Run4 よりも山が生じるタイミングが早い。このことより、Run1 から Run4

において中性子計数率の山が生じたのは、高速中性子打ち込み後約 0.00016 s で熱外中性子

が増加し、増加した熱外中性子が減速する時間を経て、高速中性子打ち込み後約 0.0002 s で

熱中性子計数率の山が生じたものと考えられる。 

 

 

(a) 横軸：0 – 0.008191 (s)  

 

(b) 横軸：0 – 0.001 (s) 

Fig. A-19 Run5 と Run6 におけるパルス中性子法測定結果 

 

A.4 DMD と従来フィッティング法による解析 

 A.4 節では、DMD と従来フィッティング法により、水を満たした Al 容器における即発中

性子減衰定数𝛼を推定した結果を示す。JAWAS-T のパルス中性子法実験結果から𝛼を推定す

る方法は、第 3 章 3.3 節で説明した Simmons-King 法に対する DMD と従来フィッティング

法の適用方法と同様である。従来フィッティング法を適用する際は、Run1 から Run6 の測

定結果に対して Python モジュール「scipy.optimize.curve_fit」を用いて𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡) +
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𝐶BGという式でフィッティングした。DMD を適用する際は、Run1 から Run6 で得られた測

定結果に加えて全時間ステップに亘って 1 となる定常信号を追加し、時間発展行列𝐀の固有

値分解において最大固有値 1 を除き 2 番目に最大となる固有値を基本モードとして抽出し

た。DMD とフィッティングの両手法においてマスキング時間を変化させながら𝛼を推定し、

Run1 から Run4 の測定結果において基本モード成分の減衰が明確に見られる 0.0007 s を上

限としてマスキングを行った。 

 DMDや従来フィッティング法による𝛼推定結果との比較に用いる𝛼参考値は、第 5章 5.4.5

項で示した KUCAの Shutdown 体系における解析と同様に、MCNP6.2 でパルス中性子法実

験を模擬することで取得した。MCNP6.2 において水を満たした Fig. A-3 の Al 容器を模擬

し、Al 容器の中心位置に 14 MeVの中性子を一様に発生させ、中性子発生後の Al 容器内に

おける中性子束変化を数値計算した。MCNP6.2 によるパルス中性子法模擬実験結果を Fig. 

A-20 に示す。MCNP6.2 のパルス中性子法模擬実験では、𝑡 = 0 sにおいてパルス中性子を 1

回しか投入していないため、実際のパルス中性子法実験のように中性子計数率の定常項は

存在しない。従って、Fig. A-20 に対してマスキング時間を変化させながら𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(−𝛼𝑡)

でフィッティングを行い、フィッティング誤差が最小となる𝛼推定結果を参考値とした。そ

の結果、本実験における水を満たした Al 容器の𝛼参考値は 8,215 ± 1 (1/s)となった。 

 

 

Fig. A-20 MCNP6.2 によるパルス中性子法模擬実験結果 

 

 まず、Fig. A-11 (a)、Fig. A-14 (a)、Fig. A-19 (a)に示した Run1 から Run6 の測定結果に対し

て従来フィッティング法を適用した結果を Fig. A-21 に示す。Fig. A-21 における Run1 から

Run4 の𝛼推定結果を見ると、マスキング時間 0.0002 s 付近で山が生じており、これは Fig. A-

11 と Fig. A-14 において中性子計数率の山が生じていたタイミングと合致する。Run1 から

Run4 ではマスキング時間 0.0002 s 以降、マスキング時間の増加につれて𝛼推定結果は減少

し、MCNP6.2 の参考値から外れていく結果となった。3He 検出器の結果にボロンシートを

巻いた Run5 と Run6 の𝛼推定結果では、Fig. A-19 で中性子計数率の山が生じた 0.00016 s 付
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近において、Fig. A-21 でも𝛼推定結果の山が生じた。Fig. A-21 において、マスキング時間

0.0003 s 以降は、マスキング時間に対して𝛼推定結果は約 1,000 (1/s)で一定となった。マスキ

ング時間 0.0003 s 以降について、Run5 と Run6 の𝛼推定結果は Run1 から Run4 と比べて大

幅に小さな値で推移しているが、これは Run5 と Run6 において熱外中性子が十分に減衰し

た時間領域のみでフィッティングを行っているためである。今回の従来フィッティング法

では、Run1 から Run6 の全ての測定においてマスキング時間に対して𝛼推定結果が変動して

おり、それぞれの Run 毎に異なる𝛼の値が推定された。従って、従来フィッティング法によ

り𝛼推定結果を一意に決定するためには、今回のように MCNP6.2 による数値計算などで事

前に𝛼の参考値を得なければならない。  

   

 

Fig. A-21 ∆𝒕 = 𝟏 𝛍𝐬 における従来フィッティング法結果 

 

次に、Fig. A-11 (a)、Fig. A-14 (a)、Fig. A-19 (a)の測定結果を用いて DMD により𝛼を推定し

た結果を Fig. A-22 に示す。Run1 から Run6 の測定結果に定常信号を加えて DMD を適用し

た結果が Fig. A-22 (a)、Run1 から Run4 のみの測定結果に定常信号を加えて DMD を適用し

た結果が Fig. A-22 (b)である。Fig. A-22 (a)と Fig. A-22 (b)を見ると、Run1 から Run6 の全て

の測定結果を使用した場合と、Run1 から Run4 のみの測定結果を使用した場合で𝛼推定結果

に大きな違いはなかった。両者ともマスキング時間 0.0002 s 付近で山が生じており、マスキ

ング時間が増加するほど𝛼推定結果も増加してMCNP6.2参考値に対して過大評価となった。

Fig. A-22 の DMD 適用結果もマスキング時間に対して𝛼推定結果が変動していることから、

従来フィッティング法と同様に参考値が事前に与えられなければ、DMD で𝛼の値を一意に

決定することが難しい。また、マスキング時間が増加するにつれて、DMD を適用する Fig.  

A-11 (a)、Fig. A-14 (a)、Fig. A-19 (a)の測定結果において相対統計誤差が大きいデータ点しか

残らなくなる。このことより、統計誤差が大きいデータに対して DMD を適用すると、時間
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発展行列𝐀の固有値𝜆が過小評価され、𝛼 = − ln(𝜆) ∆𝑡⁄ より𝛼が過大評価となるようなバイア

スが生じていると考えられる。従って、今回の測定データから DMD により非増倍体系の𝛼

を推定するためには、測定データの統計誤差を低減させる工夫が必要となる。 

 

 

(a) Run1–Run6 

 

(b) Run1–Run4 

Fig. A-22 ∆𝒕 = 𝟏 𝛍𝐬 における DMD 結果 

 

 JAWAS-T におけるパルス中性子法実験では、∆𝑡 = 1 μsという非常に小さな時間ステップ

幅で中性子計数率が測定されている。測定データの統計誤差を低減させるためには、連続す

る時間ステップデータを連結させて、連結させる各時間ステップにおける中性子計数率を

加算することにより、中性子計数率の統計精度を確保する方法が考えられる。このとき、時

間ステップ幅∆𝑡は連結させた時間ステップ数だけ増加する。今回の解析では、連続する時間

ステップデータを 16 ステップ毎に連結させ(時間ステップ幅：∆𝑡 = 16 μs)、測定データの

統計誤差を約 1/4 倍に低減させて従来フィッティング法と DMD を適用した。連続する時間

ステップデータを 16 連結させた時の Run1 から Run6 の測定データを Fig. A-23 に示す。Fig. 
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A-23 (b)は Fig. A-23 (a)における横軸 0 – 0.001 s の部分のみを示した図となっている。 

 

 

(a) 横軸：0 – 0.008191 (s) 

 

(b) 横軸：0 – 0.001 (s) 

Fig. A-23 ∆𝒕 = 𝟏𝟔 𝛍𝐬 としたパルス中性子法測定結果 

 

 Fig. A-23 (a)のデータに対して従来フィッティング法を適用した結果を Fig. A-24 に示す。

Fig. A-24 におけるマスキング時間の上限は Fig. A-21 と同様に 0.0007 s とした。Fig. A-24 の

𝛼推定結果は、Fig. A-21 の𝛼推定結果と同様の傾向が見られており、Run1 から Run4 ではマ

スキング時間 0.0002 s 付近で山が生じ、マスキング時間が増加するにつれて MCNP6.2 参考

値から外れていく結果となった。Run5 と Run6 についても、マスキング時間 0.00016 s 付近

で山が生じており、マスキング時間 0.0003 s 以降は𝛼の値が約 1,000 (1/s)で一定となってい

る。測定データを 16 連結させても、Fig. A-21 の結果と大きく変わらなかったことより、測

定データの連結が従来フィッティング法において有効ではないことが分かった。  
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Fig. A-24 ∆𝒕 = 𝟏𝟔 𝛍𝐬 における従来フィッティング法結果 

 

 次に、測定データを 16 連結させて DMD を適用させた結果を Fig. A-25 に示す。Run1 か

ら Run6 全ての測定データを使用した結果が Fig. A-25 (a)、Run1 から Run4 のみの測定デー

タを使用した結果が Fig. A-25 (b)である。Fig. A-25 (a),(b)の結果も Fig. A-22 (a),(b)の結果と

同じくマスキング時間 0.0002 s 付近で山が生じている。但し、Fig. A-25 (b)に着目すると、

マスキング時間 0.0002 s 以降において、DMD による𝛼推定結果は MCNP6.2 参考値付近を推

移し、統計誤差の範囲で MCNP6.2 参考値と一致した推定結果が存在している。一方、Fig. 

A-25 (a)では、マスキング時間 0.0002 s 以降𝛼の値が 4,000~6,000 (1/s)で推移し、MCNP6.2参

考値よりも大幅に過小評価されていることから、Run5 と Run6 の測定データは DMD の適

用に有効ではないことが分かった。今回の解析では、測定データを 16 連結して測定データ

の統計誤差を約 1/4 倍にすることで、DMD の𝛼推定結果における統計誤差起因のバイアス

を低減させている。この場合、Run1 から Run6 の各測定データにおける中性子計数率の減

衰の速さが、統計誤差が大きい測定データを用いた場合よりも DMD の𝛼推定結果に直接的

に影響を与えることになる。Run1 から Run4 では熱中性子と熱外中性子の計数率の減衰、

Run5と Run6では熱外中性子のみの計数率の減衰を測定したため、Run1から Run4 と Run5・

Run6 では中性子計数率の減衰の速さが極端に異なっている。従って、DMD を適用した際に

同一の時間発展行列で各測定データにおける中性子計数率の時間変化を表現することが困

難となる。よって、Run1 から Run6 全ての測定データを使用した Fig. A-25 (a)ではマスキン

グ時間 0.0002 s 以降、いずれのマスキング時間においても DMD による𝛼推定結果は

MCNP6.2 参考値と一致しなかったと考えられる。それに対して、Run1 から Run4 の測定デ

ータのみを用いた Fig. A-25 (b)の結果では、マスキング時間 0.0002 s 以降において、DMDに

よる𝛼推定結果は MCNP6.2 の参考値付近を推移し、Fig. A-22 や Fig. A-25 (a)と比較して大幅

な改善が見られる。元々の測定データがパルス中性子打ち込み後 0.0002 s 付近で中性子計数
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率の山が生じていたため、Fig. A-25 (b)の結果から𝛼の値を一意に決定するためには、マスキ

ング時間 0.0002 s 以降の𝛼推定結果から 1 つだけ選ばなければならない。ここで、Fig. A-25 

(b)の𝛼推定結果において、DMD による統計誤差が最小となるマスキング時間を確認すると、

マスキング時間 0.00032 s で DMD による統計誤差が最小となっている。マスキング時間

0.00032 s における DMD の𝛼推定結果は 8,180 ± 83 (1/s)であり、MCNP6.2 参考値と統計誤差

の範囲で一致している。統計誤差が最小となる DMD の𝛼推定結果がマスキング時間 0.0002 

s 以降に存在していることから、統計誤差が最小となる𝛼推定結果を選択することで Fig. A-

25 (b)の結果から𝛼の値を一意に決定することが可能となる。以上の解析より、時間ステップ

データを連結させて中性子計数率の統計誤差を低減させることにより、DMD で非増倍体系

の𝛼を推定できる見込みを得た。 

 

 

(a) Run1–Run6 

 

(b) Run1–Run4 

Fig. A-25 ∆𝒕 = 𝟏𝟔 𝛍𝐬 におけるDMD 結果 
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APPENDIX. B ペリオド法に対する DMD の適用 

 

 本論文では、パルス中性子法や Rossi-α 法の測定結果に対して DMD を適用した結果につ

いて説明した。これらの実験手法に DMD を適用した理由は、パルス中性子法の中性子計数

率𝐶(𝑡)や Rossi-α 法の頻度分布𝑃(𝜏)の理論式が指数関数の足し合わせで表されることから、

同様に時系列データを指数関数の足し合わせに展開する手法である DMD が適用可能と考

えたからである。第 3 章から第 5 章において、パルス中性子法や Rossi-α 法の測定結果に

DMD を適用することにより、基本モード成分の即発中性子減衰定数𝛼や面積比を推定可能

であることを確認した。APPENDIX.Bでは、DMD の更なる適用性を検討するため、原子炉

の出力が𝑒倍または1/𝑒倍になる時間(炉周期、ペリオド)を測定する実験手法であるペリオド

法に着目した。 

第 3 章 3.4.3.2 目で説明したように、体系内の中性子数𝑛(𝑡)と𝑖群遅発中性子先行核数𝐶𝑖(𝑡)

の時間変化を記述する一点炉動特性方程式の一般解は、以下のように指数関数の足し合わ

せで記述できることが分かっている[1]。 

𝑛(𝑡) = ∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

 (B-1) 

𝐶𝑖(𝑡) = ∑ 𝐶𝑖𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

 (𝑖 = 1,⋯ ,6) (B-2) 

(B-1)式と(B-2)式のA𝑗と𝐶𝑖𝑗は定数、時定数𝜔𝑗は𝜔1 > 𝜔2 > 𝜔3 > 𝜔4 > 𝜔5 > 𝜔6 > 𝜔7とする。

ここで、原子炉のペリオド𝑇は以下のように定義される。 

𝑇 =
1

𝜔1
 (B-3) 

(B-1)式で表されるように、ペリオド法における中性子数の時間変化も指数関数の足し合わ

せで記述される。(B-1)式が指数関数の足し合わせであることに着目し、APPENDIX.B では

ペリオド法測定結果に対して DMD を適用した結果について説明する。B.1 節ではまず理想

的な指数関数に従うペリオド法測定結果に対して DMD を適用した結果について説明し、

B.2 節では第 5 章 5.4.2.2 目にて示した KUCA におけるペリオド法測定結果に対して DMD

を適用した結果を示す。 
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B.1 理想的なペリオド法測定結果に対するDMDの適用 

 B.1 節では、理想的な指数関数に従うペリオド法測定結果を作成し、理想的なペリオド法

測定結果に対して検出器の不感時間や中性子計数率の統計誤差を考慮して DMD を適用し

た結果を示す。B.1.1 項では、理想的なペリオド法測定結果に対して不感時間や統計誤差の

影響を考慮せずに DMD を適用した結果を示す。B.1.2 項では、理想的なペリオド法測定結

果に対して検出器の不感時間の影響を考慮してDMDを適用した結果を示す。B.1.3項では、

理想的なペリオド法測定結果に対して中性子計数率の統計誤差を追加して DMD を適用し

た結果を示す。 

 

B.1.1 理想的なペリオド法測定結果に対する DMD適用結果 

理想的な指数関数に従うペリオド法測定結果を作成するに当たって、第 5 章 5.4.2.2 目で

示した、2020 年 10 月 21 日(水)に KUCAで取得したペリオド法実験結果を参考にした。第

5 章 5.4.2.2 目で説明したように、2020 年 10 月 21 日に実施したペリオド法実験では炉心の

余剰反応度を測定するために、制御棒 C3 を 2 回に分けて全引き抜きした。ペリオド法実験

を行った際、炉心の中に 3 個の光ファイバー検出器(Fiber#1, #2, #3)が Fig. B-1 の位置に設置

されていた。Fig. B-2 に制御棒 C3 引き抜き後において、光ファイバー検出器で測定された

中性子計数率の時間変化を示す。Fig. B-2 では、1 回目の制御棒 C3 引き抜きが行われた時

刻を𝑡 = 0 sとした。なお、Fig. B-2 における時間ステップ幅∆𝑡は 1 s である。制御棒 C3 の

引き抜きは 2 回行われたため、Fig. B-2 では中性子計数率の山が 2 回現れている。第 5 章

5.4.2.2 目より、1 回目の C3 引き抜きにおけるペリオドの実験値は 94.41 s、2 回目の C3 引

き抜きにおけるペリオドの実験値は 65.14 s となった。 
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Fig. B-1 光ファイバー検出器の位置 

 

 

Fig. B-2 制御棒 C3 引き抜き後の中性子計数率の時間変化 

 

理想的な指数関数に従うペリオド法測定結果の作成に当たって、Fig. B-2 において 2 回目

の山が生じ始める𝑡 = 980 sの中性子計数率を初期値𝐶0とし、中性子計数率𝐶(𝑡)が理想的な

指数関数𝐶(𝑡) = 𝐶0exp(𝑡 65.14⁄ )に従って時間変化する時系列データを作成した。理想的なペ

リオド法測定結果を作成する際の時間ステップ幅∆𝑡は 1 s とした。このようにして作成した

理想的なペリオド法測定結果を Fig. B-3 に示す。 
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Fig. B-3 理想的なペリオド法測定結果 

 

Fig. B-3 のデータから DMD によりペリオドを推定する方法は、第 3 章 3.3.3 項や第 5 章

5.3.2 項で説明した DMD による即発中性子減衰定数𝛼の推定方法と概ね同様である。但し、

パルス中性子法や Rossi-α 法の測定結果とは違い、ペリオド法測定結果には定常項が存在し

ないため、DMD を適用する時系列データ行列𝐗には定常信号は加えなかった。従って、時

間発展行列𝐀を固有値分解した際は、基本モード成分として最大固有値𝜆𝑚𝑎𝑥を抽出し、𝜆𝑚𝑎𝑥

に対応する時定数𝜔を𝜔 = ln(𝜆𝑚𝑎𝑥) ∆𝑡⁄ により計算した。このようにして得られた𝜔の逆数を

とることでペリオド𝑇を推定した。以上の DMD 適用方法に従い、Fig. B-3 においてマスキ

ングする時間ステップ数を変化させながら、DMD によりペリオドを推定した結果を Fig. B-

4 に示す。Fig. B-4 の横軸は、Fig. B-3 においてマスキングした時間ステップ数である。Fig.  

B-4 の結果より、マスキングする時間ステップ数に依らず DMD によるペリオド推定結果は

65.14 s となり、実験値と完全に一致した。理想的なペリオド法測定結果に対しては DMD の

適用によりペリオドを推定できることを確認できたが、実際の実験には検出器の不感時間

や中性子計数率の統計誤差が存在する。以降の項目では、不感時間や統計誤差を Fig. B-3 に

追加して DMD を適用した結果について説明する。 
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Fig. B-4 理想的なペリオド法測定結果に対する DMD 適用結果 

 

B.1.2 不感時間の影響を考慮した解析 

 ペリオド法では炉心を一時的に超臨界状態にするため、中性子計数率が非常に大きくな

り、検出器の不感時間による中性子の数え落としが無視できなる。この場合、検出器の不感

時間を考慮し、中性子を数え落とした分を補正する必要がある。B.1.2 項では、Fig. B-3 のデ

ータに不感時間の影響を加え、不感時間を加えたデータに対して DMD を適用することでペ

リオドを推定することが可能か検討する。 

 本研究では、不感時間内の事象は検出器の振る舞いに影響を及ぼさないとして、非麻痺型

モデルを採用した。非麻痺型モデルにおける不感時間補正式は以下のように表せる。 

𝑛 =
𝑚

1− 𝑚𝜏
 (B-4) 

(B-4)式の𝑛は真の計数率、𝑚は測定された計数率、𝜏は検出器の不感時間である。今回は Fig. 

B-3 のデータを真の計数率𝑛として、(B-4)式を変形して以下式より不感時間の影響を加えた

データ𝑚を仮想的に作成した。 

𝑚 =
𝑛

1 + 𝑛𝜏
 (B-5) 

本項の解析では、(B-5)式における不感時間𝜏の大きさを変化させながら、不感時間の影響を

加えたデータに対して DMD を適用した。 

 不感時間の影響を加えたデータに対して DMD を適用した結果を Fig. B-5 に示す。Fig. B-

5 の横軸は、(B-5)式の計算において用いた不感時間𝜏の値である。不感時間を加えたデータ

に DMD を適用した場合にどのようなモードが抽出されるか確認するため、Fig. B-5 では時

間発展行列𝐀の最小固有値𝜆𝑚𝑖𝑛に対応するペリオドを period 1、2 番目に最小となる固有値

に対応するペリオドを period 2、3 番目に最小となる固有値に対応するペリオドを period 3
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としてプロットした。Fig. B-5 の結果を見ると、時間発展行列𝐀の最小固有値に対応する

period 1 が実験値 65.14 s と完全に一致した。2 番目に最小となる固有値に対応する period 2

では、不感時間の値に依らず period 1 の半分の値(約 32 s)となった。 

 

Fig. B-5 不感時間の影響を加えたデータに対するDMD 適用結果 

 

ここからは、period 2 の値が period 1 の半分の値になる理由について説明する。(B-5)式に

おける真の計数率𝑛(𝑡)が(B-1)式に従うとすると、(B-5)式は以下のように表せる。 

𝑚(𝑡) =
∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7
𝑗=1

1 + ∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)
7
𝑗=1 )𝜏

 (B-6) 

ここで、∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)
7
𝑗=1 𝜏 ≪ 1と見なせる場合、上式はマクローリン展開より以下のように

近似できる。 

𝑚(𝑡) ≈ {∑A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

} × {1 − ∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

𝜏}

= ∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

− 𝜏 {∑A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

}

2

= ∑ A𝑗exp(𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

− 𝜏

[
 
 
 
 

∑ A𝑗
2exp(2𝜔𝑗𝑡)

7

𝑗=1

+ 2∑ ∑ A𝑖A𝑗 exp{(𝜔𝑖 + 𝜔𝑗)𝑡}

7

𝑗=1,
𝑗≠𝑖

7

𝑖=1
]
 
 
 
 

 

(B-7) 

(B-7)式を見ると、𝑚(𝑡)には指数関数exp(𝜔𝑗𝑡)に従って時間変化するモードだけではなく、高

次モード成分として 2 倍の時定数を持ったexp(2𝜔𝑗𝑡)に従うモードも存在している。今回の

DMD の適用では、exp(𝜔𝑗𝑡)に対応するモードが period 1 として抽出され、exp(2𝜔𝑗𝑡)に対応

するモードが period 2 として抽出されたため、period 2 の値が period 1 の半分の値になった
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と考えられる。B.1.1 項では最大固有値に対応するモードを抽出することでペリオドを推定

することができたが、不感時間の影響を加えた場合には、最大固有値に対応するモードを抽

出するとexp(2𝜔𝑗𝑡)やexp{(𝜔𝑖 + 𝜔𝑗)𝑡}に対応するモードが抽出されることになる。ここで、

固有値𝜆𝑖と時定数𝜔𝑖の関係を考えると、𝜔𝑖 = ln(𝜆𝑖) ∆𝑡⁄ より、固有値が 1 より大きい場合に

時定数は正となり、固有値が 1 より小さい場合に時定数は負となる。ペリオドは正の値であ

るため、不感時間の影響が加わっているデータに対して DMD によりペリオドを推定する場

合は、1 より大きい固有値の中で最小となる固有値を抽出する必要がある。 

 

B.1.3 統計誤差の影響を考慮した解析 

B.1.3 項では、Fig. B-3 のデータに統計誤差を追加して DMD を適用した結果を示す。統計

誤差の追加方法は、第 2 章 2.5 節で説明したランダムサンプリング法を用いた。Fig. B-3 の

データから作成した行列𝐗の各要素𝑥𝑖𝑗に対して、以下式のように正規乱数による摂動を複数

回加えた。 

𝑥
𝑖𝑗

(𝑘)
= 𝑥𝑖𝑗 + 𝑐𝒩(0, 𝜎𝑖𝑗) (B-8) 

(B-8)式の𝜎𝑖𝑗は𝑥𝑖𝑗の統計誤差である。今回は中性子計数率がポアソン分布に従うと仮定して、

𝑥𝑖𝑗の平方根をとった値を𝜎𝑖𝑗とした。(B-8)式の𝑐は正規乱数𝒩(0, 𝜎𝑖𝑗)の倍率であり、𝑐の値を

変化させることにより、Fig. B-3 のデータに追加する統計誤差の大きさを変化させた。この

ランダムサンプリング法におけるサンプリング数 N は、ランダムサンプリング法による不

確かさの相対統計誤差が 1%以下となるように N = 10,000 とした。本項の解析では、𝑐の値

を変化させながら 10,000 個のサンプルに対して DMD を適用し、時間発展行列𝐀の最小固有

値に対応するペリオド推定結果のヒストグラムを作成した。統計誤差を加えたデータに対

して DMD を適用した結果を Fig. B-6 に示す。Fig. B-6 を見ると、𝑐の値の増加にともなって

統計誤差が増加するほど、DMD によるペリオド推定結果が過大評価となっていくことが分

かった。これは、Appendix. Aの Fig. A-22 においてマスキング時間が増加して統計誤差が大

きいデータ点のみで DMD を適用した結果と同様の傾向であり、統計誤差の影響により時間

発展行列𝐀の固有値が過小評価されたことで、Fig. B-6 において𝑐の値が増加するほどペリオ

ドが過大評価されたと考えられる。 
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Fig. B-6 統計誤差を加えたデータに対する DMD 適用結果 

 

 ここからは、統計誤差が大きなデータに対して DMD を適用した場合に、ペリオド推定結

果が過大評価となる原因について考察するため、以下に示す 1 行 3 列の簡易な時系列デー

タ行列𝐗を考え、行列𝐗に DMD を適用して得られる固有値の理論式を導出する。 

𝐗 = [𝑁0 + 𝜀1 𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡 + 𝜀2 𝑁0𝑒2𝜔Δ𝑡 + 𝜀3] (B-9) 

(B-9)式の𝑁0は 1 番目の時間ステップにおける中性子計数率、𝜔は時定数、Δ𝑡は時間ステップ

幅、𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3は各時間ステップにおける中性子計数率の統計誤差である。なお、今回の考察

では、𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3の間の相関(共分散)は無視する。ここで、行列𝐗𝟏と𝐗𝟐をそれぞれ(B-10)式と(B-

11)式のように置く。 

𝐗𝟏 = [𝑁0 + 𝜀1 𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2] (B-10) 

𝐗𝟐 = [𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2 𝑁0𝑒2𝜔Δ𝑡 + 𝜀3] (B-11) 

行列𝐗𝟏と𝐗𝟐の関係を、時間発展行列𝐀を用いて以下のように記述する。 

𝐗𝟐 = 𝐀𝐗𝟏 (B-12) 

時間発展行列𝐀を推定するために、行列𝐗𝟏の擬似逆行列𝐗𝟏
+を求める。擬似逆行列𝐗𝟏

+を求め

るため、まず行列𝐗𝟏を(B-13)式のように特異値分解する。 

𝐗𝟏 = 𝐔𝚺𝐕∗ (B-13) 

(B-13)式の添え字∗は複素共役転置を表す。(B-13)式の行列𝐔,𝚺,𝐕はそれぞれ以下のように表

せる。 

𝐔 = [1] (B-14) 

𝚺 = [√(𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡 + 𝜀2)2 + (𝑁0 + 𝜀1)2 0 ] (B-15) 
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𝐕 =

[
 
 
 
 
 
 
 
 

𝑁0 + 𝜀1

√(𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2)2 + (𝑁0 + 𝜀1)2

−
𝑁0𝑒

𝜔Δ𝑡 + 𝜀2

(𝑁0 + 𝜀1)√(
𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡 + 𝜀2

𝑁0 + 𝜀1
)
2

+ 1

𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2

√(𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2)2 + (𝑁0 + 𝜀1)2

1

√(
𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡 + 𝜀2

𝑁0 + 𝜀1
)

2

+ 1
]
 
 
 
 
 
 
 
 

 (B-16) 

(B-13)式より、擬似逆行列𝐗𝟏
+は行列𝐔,𝚺,𝐕を用いて以下のように表せる。 

𝐗𝟏
+ = 𝐕𝚺−𝟏𝐔∗

=
1

𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡(𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡 + 𝜀2)+ 𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡𝜀2 + 𝜀1
2 + 𝜀2

2 + 𝑁0(𝑁0 + 2𝜀1)
[

𝑁0 + 𝜀1

𝑁0𝑒
𝜔Δ𝑡 + 𝜀2

] 
(B-17) 

(B-17)式で表せる擬似逆行列𝐗𝟏
+を(B-12)式の両辺に右から掛け合わせることにより、時間発

展行列𝐀を次のように計算することができる。 

𝐀 = 𝐗𝟐𝐗𝟏
+

= 𝐗𝟐𝐕𝚺+𝐔𝐓

=
(𝑁0𝑒

𝜔Δ𝑡 + 𝜀2){𝑁0(𝑒
2𝜔Δ𝑡 + 1) + 𝜀1 + 𝜀3}

𝜀1
2 + 𝜀2

2 + 2𝑁0(𝜀1 + 𝑒𝜔Δ𝑡𝜀2)+ 𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)

 

(B-18) 

元の時系列データ行列𝐗が 1 行 3 列なので、(B-18)式で得られた𝐀の値が DMD で得られる固

有値𝜆そのものとなる。DMD で得られる固有値𝜆を以下のように置く。 

𝜆(𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3) =
(𝑁0𝑒

𝜔Δ𝑡 + 𝜀2){𝑁0(𝑒
2𝜔Δ𝑡 + 1) + 𝜀1 + 𝜀3}

𝜀1
2 + 𝜀2

2 + 2𝑁0(𝜀1 + 𝑒𝜔Δ𝑡𝜀2)+ 𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)

 (B-19) 

(B-19)式において𝜀1 = 𝜀2 = 𝜀3 = 0のとき、𝜆(0,0,0) = 𝑒𝜔Δ𝑡となる。ここで、(B-19)式を 2 次の

項までマクローリン展開する。 

𝜆(𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3) ≈ ∑
1

𝑘!
(𝜀1

𝜕

𝜕𝜀1
′ + 𝜀2

𝜕

𝜕𝜀2
′ + 𝜀3

𝜕

𝜕𝜀3
′
)
𝑘

𝜆(𝜀1
′,𝜀2

′ ,𝜀3
′)|

𝜀1
′,𝜀2

′ ,𝜀3
′=0

2

𝑘=0

= 𝑒𝜔Δ𝑡 −
𝑒𝜔Δ𝑡

𝑁0(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)
𝜀1 −

𝑒2𝜔Δ𝑡 − 1

𝑁0(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)
𝜀2 +

𝑒𝜔Δ𝑡

𝑁0(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)
𝜀3

−
𝑒𝜔Δ𝑡(𝑒2𝜔Δ𝑡 − 1)

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝜀1
2 −

𝑒𝜔Δ𝑡(3− 𝑒2𝜔Δ𝑡)

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝜀2
2

+
5𝑒2𝜔Δ𝑡 − 1

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝜀1𝜀2 −
𝑒2𝜔Δ𝑡 − 1

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝜀2𝜀3 −
2𝑒𝜔Δ𝑡

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝜀3𝜀1 

(B-20) 

ここで、𝜆(𝜀1 , 𝜀2 ,𝜀3)の期待値𝐸[𝜆(𝜀1 , 𝜀2 ,𝜀3)]を考える。第 2 章 2.5 節で説明した DMD 統計誤

差評価手法に基づくと、𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3はそれぞれ正規乱数𝒩(0,𝜀1),𝒩(0,𝜀2),𝒩(0, 𝜀3)に従ってラ

ンダムサンプリングされるので、𝐸[𝜀1] = 𝐸[𝜀2] = 𝐸[𝜀3] = 𝐸[𝜀1𝜀2] = 𝐸[𝜀2𝜀3] = 𝐸[𝜀3𝜀1] = 0と

なる。よって、𝜆(𝜀)の期待値𝐸[𝜆(𝜀)]は次のように表せる。 

𝐸[𝜆(𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3)] = 𝑒𝜔Δ𝑡 −
𝑒𝜔Δ𝑡(𝑒2𝜔Δ𝑡 − 1)

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝐸[𝜀1
2]−

𝑒𝜔Δ𝑡(3− 𝑒2𝜔Δ𝑡)

𝑁0
2(𝑒2𝜔Δ𝑡 + 1)2

𝐸[𝜀2
2] (B-21) 
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(B-21)式において、𝜔Δ𝑡 > 0とすると𝑒𝜔Δ𝑡 > 1であるので、𝐸[𝜀1
2]の項は負となる。また、𝐸[𝜀2

2]

の項に着目すると、現実的な値としてΔ𝑡 = 1 (s),𝜔 = 0.1~0.01 (1 s⁄ )の場合、𝑒2𝜔Δ𝑡 < 3であ

るので𝐸[𝜀2
2]の項も負となる。従って、𝜀1と𝜀2の絶対値が大きくなるほど、𝐸[𝜆(𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3)]の値

は小さくなっていく。𝐸[𝜆(𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3)]の値が小さくなると、時定数𝜔(= ln(𝜆) Δ𝑡⁄ )の値は過小

評価となり、逆にペリオド𝑇(= 1 𝜔⁄ )は過大評価となる。この効果が、Fig. B-6 の結果のよう

に、統計誤差の増大にともなって DMD によるペリオド推定結果が過大評価になる原因と考

えられる。 

 (B-9)式の行列𝐗に対する DMD の適用で得られる固有値と、(B-21)式によって得られる固

有値が一致するか確認するための数値シミュレーションを行った。まず、(B-9)式において

𝑁0 = 10000 (cps)、Δ𝑡 = 1 (s)として、𝜔の値を変化させた時のシミュレーションを行った。

各時間ステップにおける統計誤差 𝜀1 ,𝜀2 , 𝜀3 は、それぞれ 𝜀1 = 𝒩(0,√𝑁0) (cps),𝜀2 =

𝒩 (0,√𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡) (cps), 𝜀3 = 𝒩 (0,√𝑁0𝑒
2𝜔Δ𝑡) (cps)というように正規乱数に従うものとし

た。ランダムサンプリング数を 10,000 とし、(B-9)式の時系列データに DMD を適用して得

られた固有値𝜆・時定数𝜔・ペリオド𝑇の期待値と、(B-21)式の解析式に基づいて得られた固

有値𝜆・時定数𝜔・ペリオド𝑇の期待値を比較した結果を Fig. B-7 に示す。Fig. B-7 の結果よ

り、DMD による推定結果と解析式による推定結果はほぼ一致した。このシミュレーション

では𝑁0の値が𝜀1 , 𝜀2 , 𝜀3に対して十分に大きいため、(B-21)式の𝐸[𝜀1
2]と𝐸[𝜀2

2]の項が無視できる。

従って、DMD による推定結果・解析式による推定結果ともに、Fig. B-7 (a)では𝜆 ≈ 𝑒𝜔Δ𝑡が成

り立っており、Fig. B-7 (b)では横軸の値と縦軸の値が一致している。なお、Fig. B-7 (c)は Fig. 

B-7 (b)の逆数をとった結果となっている。 

  



  

171 

 

  

(a) 固有値 (b) 時定数 

 

(c) ペリオド 

Fig. B-7 𝝎を変化させた時のシミュレーション結果 

 

次 に 、 (B-9) 式 に お い て 𝑁0 = 10000 (cps)、 𝜔 = 0.1 (1 s⁄ )、 Δ𝑡 = 1 (s) 、 𝜀1 =

𝑐𝒩(0,√𝑁0) (cps)、𝜀2 = 𝑐𝒩 (0,√𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡) (cps)、𝜀3 = 𝑐𝒩 (0,√𝑁0𝑒2𝜔Δ𝑡) (cps)として、𝑐の

値を変化させた時のシミュレーションを行った。Fig. B-7 と同様にランダムサンプリング数

を 10,000 とし、(B-9)式の時系列データに DMD を適用して得られた𝜆,𝜔,𝑇の期待値と、(B-

21)式の解析式に基づいて得られた𝜆,𝜔,𝑇の期待値を比較した結果を Fig. B-8 に示す。Fig. B-

8 の結果においても、DMD による推定結果と解析式による推定結果はほぼ一致した。(B-21)

式が示す通り、𝑐の値が増加して𝜀1,𝜀2の絶対値が大きくなるほど、Fig. B-8 (a)における𝜆推定

結果は理論値𝑒𝜔Δ𝑡 ≈ 1.1052に対して過小評価となっている。𝑐の増加により𝜆推定結果が過

小評価となることで、𝜔推定結果も理論値 0.1 (1/s)に対して過小評価となり、𝜔推定結果の

逆数であるペリオド推定結果は理論値 10 (s)に対して過大評価となっている。 
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(a) 固有値 (b) 時定数 

 

(c) ペリオド 

Fig. B-8 𝒄を変化させた時のシミュレーション結果 

 

最後に、 (B-9) 式において𝜔 = 0.1 (1 s⁄ )、Δ𝑡 = 1 (s)、 𝜀1 = 𝒩(0,√𝑁0) (cps)、 𝜀2 =

𝒩 (0,√𝑁0𝑒𝜔Δ𝑡) (cps)、𝜀3 = 𝒩 (0,√𝑁0𝑒2𝜔Δ𝑡) (cps)として、𝑁0の値を変化させた時のシミ

ュレーションを行った。Fig. B-7、Fig. B-8 と同様に、DMD による𝜆,𝜔,𝑇推定結果と解析式に

よる𝜆,𝜔,𝑇推定結果を Fig. B-9 に示す。Fig. B-9 の結果においても、DMD による推定結果と

解析式による推定結果は概ね一致した。(B-21)式が示す通り、𝑁0の値が減少して𝐸[𝜀1
2]と𝐸[𝜀2

2]

の項が大きくなるほど、Fig. B-9 (a)における𝜆推定結果は理論値𝑒𝜔Δ𝑡 ≈ 1.1052に対して過小

評価となっている。𝑁0の減少によって𝜆推定結果が過小評価されることにより、𝜔推定結果

も理論値 0.1 (1/s)に対して過小評価となり、ペリオド推定結果は理論値 10 (s)に対して過大

評価となることが確認された。以上の解析より、(B-9)式の行列𝐗に対する DMD の適用で得

られる固有値と、(B-21)式の解析式によって得られる固有値が一致することが確認され、統

計誤差の増加によって DMD によるペリオド推定結果が過大評価される原因を解明するこ

とができた。 
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(a) 固有値 (b) 時定数 

 

(c) ペリオド 

Fig. B-9 𝑵𝟎を変化させた時のシミュレーション結果 

 

B.2 実際のペリオド法測定結果に対する DMD の適用 

Fig. B-2 のペリオド法測定結果では、KUCA の運転制限(ペリオドが数 10~100 秒程度[1])

を満たすため制御棒が 2 回に分けて引き抜かれたため、中性子計数率の指数関数的増加が 2

回見られている。B.2 節では、Fig. B-2 において中性子計数率が指数関数的に増加している

2 つの時間領域に対してそれぞれ DMD を適用した結果を示す。 

ペリオド法で正の反応度を加えたとき、炉心の出力上昇を数十秒間に亘って測定するた

め、(B-2)式に従って時間変化する遅発中性子先行核から放出される遅発中性子が、測定さ

れる中性子計数率の指数関数的時間変化に影響を与える。従って、DMD により(B-1)式にお

けるexp(𝜔1𝑡)に対応するモードのみを抽出したい場合、パルス中性子法や Rossi-α 法の測定

結果において定常成分を差し引いた時と同様に、遅発中性子先行核の時間変化に対応する

成分をペリオド法測定結果から差し引く必要があると考えられる。そのためには、遅発中性

子先行核の時間変化を予め計算し、DMD を適用する行列𝐗に遅発中性子先行核成分を追加

する必要がある。 
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 遅発中性子先行核の時間変化を計算するため、本研究では Crank-Nicolson 法による一点炉

動特性方程式の数値解法[2]を用いた。Crank-Nicolson 法による一点炉動特性方程式の数値解

法において、遅発中性子先行核数は以下式のように計算される。 

𝐶𝑖,𝑛+1 =
2− 𝜆𝑖∆𝑡

2+ 𝜆𝑖∆𝑡
𝐶𝑖,𝑛 +

𝛽𝑖∆𝑡

Λ(2 + 𝜆𝑖∆𝑡)
𝑃𝑛 +

𝛽𝑖∆𝑡

Λ(2+ 𝜆𝑖∆𝑡)
𝑃𝑛+1  (B-22) 

ここで、𝐶𝑖,𝑛は𝑛番目の時間ステップにおける𝑖群遅発中性子先行核数(-)、𝑃𝑛は𝑛番目の時間ス

テップにおける中性子数(-)、𝜆𝑖は𝑖群遅発中性子の崩壊定数(-)、𝛽𝑖は𝑖群遅発中性子割合(-)、

Λは中性子生成時間(s)、∆𝑡は時間ステップ幅(s)である。今回の解析では、Fig. B-2 において

1 回目の指数関数的増加が始まる𝑡 = 0 sで遅発中性子先行核数が定常状態に達していると

仮定し、Fig. B-2 における 0–199 s の測定結果を 1 回目の指数関数的増加領域として、(B-22)

式における𝑃𝑛の各時間ステップに与えた。1 回目の指数関数的増加領域における遅発中性子

先行核数の初期値𝐶𝑖,0は、𝑡 = 0 sにおける中性子数𝑃0を与えた。また、Fig. B-2 において 2 回

目の指数関数的増加が始まる𝑡 = 980 sで遅発中性子先行核が定常状態であると仮定し、Fig.  

B-2 における 980–1149 s の測定結果も 2 回目の指数関数的増加領域として𝑃𝑛の各時間ステ

ップに与えた。2 回目の指数関数的増加領域における遅発中性子先行核数の初期値𝐶𝑖,980は、

𝑡 = 980 sにおける中性子数𝑃980を与えた。(B-22)式の計算に用いた一点炉動特性パラメータ

は、第 5 章 5.4.3.1 項で示したMCNP6.2 [3]による臨界体系の実効遅発中性子割合𝛽effと中性

子生成時間Λの計算結果に加え、Keepin による遅発中性子パラメータ[4]を用いた。なお、

MCNP6.2の計算に使用した評価済み核データはENDF/VII.1 [5]である。Table B-1にMCNP6.2

による臨界状態の𝛽effとΛ、Table B-2 に Keepin による遅発中性子パラメータと𝛽𝑖の計算結果

を示す。以上の計算条件で Crank-Nicolson 法により、Fig. B-2 の各検出器における遅発中性

子先行核の時間変化を計算した結果を Fig. B-10 と Fig. B-11 に示す。Fig. B-10 は 1 回目の指

数関数的増加領域の 0–199 s、Fig. B-11 は 2 回目の指数関数的増加領域の 980–1149 s におけ

る計算結果である。 

Table B-1 MCNP6.2 による臨界状態の𝜷𝐞𝐟𝐟と𝚲 

実効遅発中性子割合 𝛽eff (-)  0.00808 ± 0.00004 

中性子生成時間 Λ (μs)  33.11 ± 0.03 

 

Table B-2 Keepin による遅発中性子パラメータと𝜷𝒊の計算結果 

群 𝑖 崩壊定数 𝜆𝑖 (1/s) 相対収率 𝑎𝑖  遅発中性子割合 𝛽𝑖(= 𝑎𝑖 × 𝛽eff) 

1 0.0124 ± 0.0003  0.033 ± 0.003 0.00027 ± 0.00002 

2 0.0305 ± 0.0010   0.219 ± 0.009  0.00177 ± 0.00007 

3 0.111 ± 0.004  0.196 ± 0.022  0.00158 ± 0.00018 

4 0.301 ± 0.011 0.39 ± 0.011  0.00319 ± 0.00009 

5 1.14 ± 0.15 0.115 ± 0.009  0.00093 ± 0.00007 

6 3.01 ± 0.29 0.042 ± 0.008 0.00034 ± 0.00006 
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(a) Fiber#1 

 

(b) Fiber#2 

 

(c) Fiber#3 

Fig. B-10 0–199 s における遅発中性子先行核数の時間変化 
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(a) Fiber#1 

 

(b) Fiber#2 

 

(c) Fiber#3 

Fig. B-11 980–1149 s における遅発中性子先行核数の時間変化 
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DMD を適用する際は、パルス中性子法や Rossi-α 法で行列𝐗に定常信号を追加した時と同

様に、Fig. B-2 における 0–199 s または 980–1149 s の測定結果から行列𝐗を作成し、0–199 s

の測定結果から作成した行列𝐗 に対しては Fig. B-10、980–1149 s の測定結果から作成した

行列𝐗 に対しては Fig. B-11 で示した遅発中性子先行核の時間変化を追加した。Fig. B-2 で

中性子計数率が指数関数的に増加している領域において、検出器の不感時間によって中性

子計数率の増加が停滞する現象は見られていない。従って、Fig. B-2 の測定結果は不感時間

の影響を受けていないと考え、本項における DMD の適用では時間発展行列𝐀の最大固有値

に対応するペリオドを推定した。Fig. B-2 における 0–199 s の測定結果に、Fig. B-10 で示し

た遅発中性子先行核の時間変化を追加して DMD を適用した結果を Table B-3 に示す。同様

に、Fig. B-2 における 980–1149 s の測定結果に、Fig. B-11 の計算結果を追加して DMD を適

用した結果を Table B-4 に示す。Table B-3 と Table B-4 には、遅発中性子先行核の時間変化

を追加したDMD適用結果と比較するため、第 5章 5.4.2.2 目で示したペリオドの実験値と、

遅発中性子先行核の時間変化を追加しなかった場合の DMD 適用結果を示した。Table B-3 と

Table B-4 を見ると、遅発中性子先行核の時間変化を加えなかった場合の DMD 適用結果は、

実験値に対して過大評価となっている。一方、遅発中性子先行核の時間変化を加えた DMD

適用結果を見ると、遅発中性子先行核を加えなかった場合と比べて実験値との相対誤差が

大幅に低減されており、Table B-3 では約 0.10 倍、Table B-4 では約 0.07 倍に低減されてい

る。以上の結果より、遅発中性子先行核の時間変化を測定データに追加することで、DMD

によりペリオドを推定できる見込みを得た。但し、遅発中性子先行核を追加した場合でも、

Table B-3 を見ると DMD 推定結果は実験値より 3.6%過大評価されている。DMD によるペ

リオドが過大評価される原因として、B.1.3 項の議論より測定データの統計誤差が考えられ

る。従って、DMD でより正確にペリオドを推定するためには、測定データの統計誤差に依

らず、頑健に時間発展行列𝐀を推定可能なアルゴリズムを開発する必要がある。 

 

Table B-3 0–199 s におけるペリオド推定結果 

 ペリオド (s) 実験値との相対誤差 (%) 

実験値 94.41  

DMD 

（遅発中性子先行核の追加なし） 
121.13 28.30 

DMD 

（遅発中性子先行核の追加あり） 
97.08 2.82 
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Table B-4 980–1149 s におけるペリオド推定結果 

 ペリオド(s) 実験値との相対誤差 (%) 

実験値 65.14  

DMD 

（遅発中性子先行核の追加なし） 
81.10 24.50 

DMD 

（遅発中性子先行核の追加あり） 
66.23 1.67 
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